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この政府調達公告版に掲載される入札
公告、入札公示及び落札者等の公示は、
ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の
適用を受ける調達を含みます。
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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
支出負担行為担当官
内閣府大臣官房会計担当参事官 井出 英次
◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、29
 購入等件名及び数量 衛星画像データ（解
像度30㎝）の整備（令和８年度） 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、最低価格落札
方式をもって行うので、入札説明書で示した
証明書を提出すること。なお、落札決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の10パーセントに相当する額を加算した金
額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切捨てるものとする。）をもっ
て落札価格とするので、入札者は、消費税及
び地方消費税に係る課税事業者であるか免税
事業者であるかを問わず、見積もった契約金
額の110分の100に相当する金額を入札書に記
載すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、電子
調達システム（政府電子調達（ＧＥＰＳ））の
電子入札機能利用対象案件である。なお、電
子入札によりがたい者は、入札説明書に定め
る様式により、紙入札方式とすることができ
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ている者については、この
限りではない。

 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度内閣府競争参加資格
（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ、Ｂ
又はＣの等級に格付けされている者であるこ
と。
 内閣府本府における物品等の契約に係る指
名停止等措置要領に基づく指名停止を受けて
いる期間中の者でないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008914 東京都千代田区永田町１

６１ 内閣府大臣官房会計課契約第４係
高橋 由佳 電話0352532111内線82364
 入札説明書の交付方法 本公告の日から原
則、「電子調達システム」に掲載する。
 履行体制証明書の提出期限 令和８年10月
７日正午
 開札の日時及び場所 令和８年10月14日午
前11時 内閣府庁舎１階第１入札室（郵送に
よる場合は令和８年10月14日午前９時30分ま
でに必着のこと）

４ その他
 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争入
札に参加を希望する者で、「紙」により入札に
参加を希望する者は、封印した入札書に入札
説明書に示す書類を添付し、入札書の受領期
限までに提出しなければならない。また、「政
府電子調達（ＧＥＰＳ）システム」により入
札に参加を希望する者は、入札書データを受
領期限までに同システムにより提出しなけれ
ばならない。入札者は、支出負担行為担当官
から当該書類に関し説明を求められた場合
は、これに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。

 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行なった入札者を落札者とする。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity IDE Eiji, Counsellor of the

Accounts Division, Minister's Secretariat,

Cabinet Office

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 29

 Nature and quantity of the Services to be

required : About Satellite Image Data (Re‑

solution : 30cm) Acquisition (FY 2026), 1

set.

 Fulfillment period : According to the Bid

explanation form

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade A or B or C offer of ser‑

vices etc in terms of the qualification for

participating in tenders competitive bid‑

ding by the Cabinet Office (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) in

fiscal years 2025, 2026, 2027.

 not be suspended from transaction by

the request of the officials in charge of

contact.
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 Time‑limit for Tender of proposal :

12 : 00 PM, 7 October, 2026.

 Contact point for the notice :

TAKAHASHI Yuka, Contract 4 Section,

Accounts Division, Minister's Secretariat,

Cabinet Office, 161 Nagata‑cho,

Chiyoda‑ku, Tokyo 1008914 Japan TEL
0352532111 ext. 82364

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課長 菅原 清行

◎調達機関番号 014 ◎所在地番号 13
〇第 114 号（№114）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 ネットワーク用機器
の賃貸借・保守一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年２月１日から令和13年
３月31日
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、入札書、総合評価の
ための本業務実施の具体的な方法、その質の
確保方法等に関する書類（以下「総合評価の
ための書類」という。）及びその他入札説明書
等に定める入札に必要な書類（以下「その他
必要な書類」という。）を提出すること。また、
入札書に記載する金額は、業務に関する一切
の諸経費を含めた総額を記載すること。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10％に相当する額を加算し
た金額（当該金額に１円未満の端数があると
きは、その端数金額を切り捨てるものとす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額の110分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。
 本調達は、「電子調達システム」を利用した
応札及び入開札手続を実施するものとする。
ただし、「電子調達システム」によりがたい場
合には、入札及び書類の提出を「紙」にて行
うものとする。詳細については、入札説明書
のとおり。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度外務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において「役務の提供等」
のＡ、Ｂ又はＣ等級の何れかに格付けされた
競争参加資格を有する者であること。
 外務省から指名停止を受けている期間中で
ないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所
〒1008919 東京都千代田区霞が関２

２１ 外務省大臣官房会計課調達室 鎌田
真一 電話0335803311 内線3780
Email：choutatsu-service-3a@mofa.go.jp

 入札説明書の交付方法 上記３の場所に
おいて随時交付する。また、本公告の日から
「電子調達システム」上にてダウンロード可
能。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年８月
27日午後４時00分 外務省入札・開札室
なお、本入札説明会に出席を希望する者は、
出席予定者を令和８年８月26日午後５時00分
までに上記３までメールまたは電話にて連
絡すること。
 入札書の受領期限 令和８年10月６日午前
12時00分までに上記３に示す場所に入札書
等を提出しなければならない。郵送による場
合は受領期限までに必着のこと。
 開札の日時及び場所 令和８年10月14日午
後３時00分 外務省入札・開札室
 問い合わせ先
入札手続関係：上記３に同じ。
仕様関係：外務省情報システム総括課 望月
麟太郎 電話0335803311 内線4525
Email：nw-kaihatsu@mofa.go.jp

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。

 入札者に要求される事項
 この一般競争入札に参加を希望する者
（以下「入札希望者」という。）は、入札書、
総合評価のための書類及びその他必要な書
類を入札書の受領期限までに提出するこ
と。なお、開札日の前日までの間において、
支出負担行為担当官等から当該書類に関し
説明を求められた場合には、それに応じな
ければならない。
 入札希望者は、入札書の提出時に指名停
止を受けていない及び暴力団等に該当しな
い旨の誓約書を提出しなければならない。
 総合評価のための書類及びその他必要な
書類は外務省において技術審査するものと
し、審査の結果、採用し得ると判断したも
のを入札の対象とする。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者による入札、入札者に求められる義
務を履行しなかった者による入札及び入札に
関する条件に違反した入札は無効とする。ま
た、上記の誓約書を提出せず、又は虚偽
の誓約をし、若しくは誓約書に反することと
なったときは、当該者の入札を無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
確実に履行できると支出負担行為担当官が判
断した書類を添付して入札書を提出した入札
者のうち、予算決算及び会計令第79条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内の入札金額を提示した入札者であって、入
札説明書等で指定する業務の要求要件のう
ち、必須とされた項目の基準を全て満たす提
案をした入札者の中から、入札説明書等で定
める総合評価の方法に基づく計算を行い、得
点の最も高い者を落札者とする。ただし、落
札者となるべき者の入札価格によっては、そ
の者により当該契約の内容に適合した履行が
なされないおそれがあると認められるとき、
又はその者と契約を締結することが公正な取
引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著
しく不適当であると認められるときは、予定
価格の制限の範囲内の価格をもって入札した
他の者のうち、次に総合評価の方法による得
点の最も高い者を落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は入札説明書による。

５ Summary
 Official in charge of disbursement of the
procuring entity : SUGAHARA Kiyoyuki,
Director of the Financial Affairs Division,
Minister's Secretariat, Ministry of Foreign
Affairs.
 Classification of the services to be pro‑
cured : 71, 27
 Nature and quantity of the services to be
required : Network Equipment Leasing and
Maintenance for the Ministry of Foreign
Affairs' information network and LAN sys‑
tem.
 Fulfillment period : February 1, 2027 th‑
rough March 31, 2031
 Fulfillment place : As designated in the
tender document
 Qualification for participating in the ten‑
dering procedures : Suppliers eligible for
participating in the proposed tender are
those who shall : not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑
get, Auditing and Accounting. Further‑
more, minors, Person under Conservator‑
ship or Person under Assistance that ob‑
tained the consent necessary for concluding
a contract may be applicable under cases of
special reasons within the said clause ; 
not come under Article 71 of the Cabinet
Order concerning the Budget, Auditing and
Accounting ; have Grade A, B or C offer
of services, etc in terms of the qualification
for participating in tenders by the Ministry
of Foreign Affairs (Single qualification for
every ministry and agency) in the fiscal
years 2025, 2026 and 2027.
 The person who is not being suspended
from Transactions by the request of the Mi‑
nistry of Foreign Affairs.
 Date and time of tender explanation mee‑
ting : 4 : 00 p.m. August 27, 2026
 Time‑limit for tender : 12 : 00 noon Octo‑
ber 6, 2026

 Contact point for the notice :
MOCHIZUKI Rintaro, Information Sys‑
tems Management Division, Minister's Sec‑
retariat, Ministry of Foreign Affairs 22
1 Kasumigaseki, Chiyoda‑ku, Tokyo 100
8919 Japan. TEL. 0335803311 ext. 4525
Email : nw-kaihatsu@mofa.go.jp
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〇第 117 号（№117）
１ 調達内容
 品目分類番号 101、29
 購入等件名及び数量 外務本省及び在外公
館における専用回線一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結日から令和９年３月31
日
～は、第114号の１～に同じ
２ 競争参加資格は、第114号の２に同じ
３ 入札書の提出場所等
～は、第114号の３～に同じ
 入札説明会の日時及び場所 令和８年８月
31日午後３時00分 外務省入札・開札室
なお、本入札説明会に出席を希望する者は、
出席予定者を令和８年８月30日午後５時00分
までに上記３までメールまたは電話にて連
絡すること。
 入札書の受領期限 令和８年10月６日午前
12時00分までに上記３に示す場所に入札書
等を提出しなければならない。郵送による場
合は受領期限までに必着のこと。
 開札の日時及び場所 令和８年10月15日午
後３時00分 外務省入札・開札室
は、第114号の３に同じ
４ その他は、第114号の４に同じ
５ Summary

 The same with Notice above (No. 114)

 Classification of the services to be pro‑

cured : 101, 29

 Nature and quantity of the services to be

required : Enterprise Network for the Min‑

istry of Foreign Affairs' information net‑
work and LAN system.

 Fulfillment period : Contract date th‑

rough March 31, 2027

～ The same with Notice above (No.

114)

 Date and time of tender explanation mee‑

ting : 3 : 00 p.m. August 31, 2026

～ The same with Notice above (No.

114)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
支出負担行為担当官
東海財務局総務部次長 山下 有由

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 23
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び予定数量
沼津合同庁舎等で使用する電気の供給業務
（高圧電力）
契約電力 700kW
予定使用電力量 1398000kWh

 調達件名の特質等 入札説明書による
 供給期間 令和８年12月１日から令和９年
11月30日まで
 需要場所 入札説明書による
 入札方法 入札金額は各社において設定す
る契約電力に対する単価（kW単価、同一月
においては単一のものとする。）及び使用電力
量に対する単価（kWh単価、同一月におい
ては単一のものとする。）を根拠（小数点以下
を含むことができる。）とし、当局が提示する
契約電力及び予定使用電力量の対価を入札金
額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった契約
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、資格の種類が
「物品の製造」又は「物品の販売」であって、

「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付けされ、
東海・北陸地域の競争参加資格を有する者、
又は、当該競争参加資格を有していない者で、
証明書等の受領期限までに競争参加資格審査
を受け、競争参加資格者名簿に登載された者
であること。
 当該地方支分部局の所属担当官と締結した
契約に違反し、又は業務に関し不正又は不誠
実な行為をし、契約の相手方として不適当で
あると認められる者でないこと。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載する基準を満たすこと。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒4608521 愛知県名古屋市中区三の丸三
丁目３番１号 財務省東海財務局総務部会計
課 電話0529512382
 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子調達システム及び上記３の交付場所にて
交付する。なお、入札説明書等について、郵
送による配付を希望する場合は、上記受付場
所に電話連絡のうえ、返信用の「レターパッ
クプラス（宛先を記載すること）」を受付場所
に送付すること（令和８年９月25日（金曜日）
必着）。
交付時間、９時00分から12時00分及び13時
00分から17時00分（ただし、土曜日、日曜日
及び祝日を除く）
 証明書等の受領期限 令和８年10月７日17
時00分まで
 入札書の受領期限 令和８年10月20日17時
00分まで
 開札の日時及び場所 令和８年10月21日10
時00分 愛知県名古屋市中区三の丸三丁目３
番１号 東海財務局１階入札室

４ 電子調達システムの利用
本件は、電子調達システムを利用した応札及
び入開札手続により実施するものとする。ただ
し、紙による入札書の提出も可とする。詳細に
ついては、入札説明書のとおり。
なお、上記３、及びについては、電子
調達システムにおいてシステム障害が発生した
場合には、別途通知する日時に変更する場合が
ある。
５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入
札を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他、詳細は入札説明書等による。
６ Summary
 Official in charge of disbursement of the
procuring entity : YAMASHITA Naoyuki,
Deputy Director of General Affairs Depart‑
ment, Tokai Regional Finance Bureau
 Classification of the products to be pro‑
cured : 26
 Nature and quantity of the products to
be purchased : Electricity to be used in
Numazu National Government Building,
etc. Contract power 700kW. Estimated vol‑
ume of electricity 1398000kWh.

 Delivery period : From December 1, 2026
through November 30, 2027.

 Delivery place : As in the tender manual.
 Qualification for participating in the ten‑
dering procedures : Suppliers eligible for
participating in the proposed tender are
those who shall :
 Not come under Article 70 of the Cabi‑
net Order concerning the Budget, Audit‑
ing and Accounting. Furthermore, mi‑
nors, Person under Conservatorship or
Person under Assistance that obtained
the consent necessary for concluding a
contract may be applicable under cases
of special reasons within the said clause.
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 Not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 Have Grade A, B or C in Manufac‑

ture or Selling in terms of qualification

for participating in tenders by Organiza‑

tion in the Tokai‑Hokuriku area related

to the Ministry of Finance (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) in

the fiscal years 2025, 2026, and 2027.

 Not those who are judged to be in‑

appropriate as the other party to a con‑

tract on account of having violated any

of the clauses of contract and illegal or

unfair act previously made with an offi‑

cial in charge of any of the relevant local

bureaus, or branch bureaus, or divisions,

or offices.

 Have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials in charge of

disbursement of the procuring entity).

 Guarantee to perform properly the con‑

tract, provided that the business situation

or trustworthiness is deemed not to have

significantly deteriorated.

 Have registered as a retail electric
enterprise in accordance with Article 2
2 of the Electricity Utilities Industry

Law.

 Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO２.

 Be a person who took a grant of a

tender manual.

 Time‑limit for offer : 17 : 00, October 7,

2026.

 Time‑limit for tender : 17 : 00, October 20,

2026.

 Contact point for the notice : Accounts

Division, Tokai Regional Finance Bureau,

331 Sannomaru, Naka‑ku, Nagoya‑shi,
Aichi, 4608521 JAPAN. TEL 052951
2382

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
支出負担行為担当官
東海財務局総務部次長 山下 有由

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 23
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び予定数量
東海財務局等で使用する電気の供給業務
（高圧電力）
契約電力 740kW
予定使用電力量 1254000kWh

 調達件名の特質等 入札説明書による
 供給期間 令和８年12月１日から令和９年
11月30日まで
 需要場所 入札説明書による
 入札方法 入札金額は各社において設定す
る契約電力に対する単価（kW単価、同一月
においては単一のものとする。）及び使用電力
量に対する単価（kWh単価、同一月におい
ては単一のものとする。）を根拠（小数点以下
を含むことができる。）とし、当局が提示する
契約電力及び予定使用電力量の対価を入札金
額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった契約
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、資格の種類が
「物品の製造」又は「物品の販売」であって、

「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付けされ、
東海・北陸地域の競争参加資格を有する者、
又は、当該競争参加資格を有していない者で、
証明書等の受領期限までに競争参加資格審査
を受け、競争参加資格者名簿に登載された者
であること。
 当該地方支分部局の所属担当官と締結した
契約に違反し、又は業務に関し不正又は不誠
実な行為をし、契約の相手方として不適当で
あると認められる者でないこと。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載する基準を満たすこと。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒4608521 愛知県名古屋市中区三の丸三
丁目３番１号 財務省東海財務局総務部会計
課 電話0529512382
 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子調達システム及び上記３の交付場所にて
交付する。なお、入札説明書等について、郵
送による配付を希望する場合は、上記受付場
所に電話連絡のうえ、返信用の「レターパッ
クプラス（宛先を記載すること）」を受付場所
に送付すること（令和８年９月25日（金曜日）
必着）。
交付時間、９時00分から12時00分及び13時
00分から17時00分（ただし、土曜日、日曜日
及び祝日を除く）
 証明書等の受領期限 令和８年10月７日17
時00分まで
 入札書の受領期限 令和８年10月20日17時
00分まで
 開札の日時及び場所 令和８年10月21日13
時30分 愛知県名古屋市中区三の丸三丁目３
番１号 東海財務局１階入札室

４ 電子調達システムの利用
本件は、電子調達システムを利用した応札及
び入開札手続により実施するものとする。ただ
し、紙による入札書の提出も可とする。詳細に
ついては、入札説明書のとおり。
なお、上記３、及びについては、電子
調達システムにおいてシステム障害が発生した
場合には、別途通知する日時に変更する場合が
ある。
５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入
札を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他、詳細は入札説明書等による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YAMASHITA Naoyuki,

Deputy Director of General Affairs Depart‑

ment, Tokai Regional Finance Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to be used in Tokai

Regional Finance Bureau, etc. Contract

power 740kW. Estimated volume of elec‑

tricity 1254000kWh.
 Delivery period : From December 1, 2026

through November 30, 2027.

 Delivery place : As in the tender manual.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or


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Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.
 Not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.
 Have Grade A, B or C in Manufac‑

ture or Selling in terms of qualification

for participating in tenders by Organiza‑

tion in the Tokai‑Hokuriku area related

to the Ministry of Finance (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) in

the fiscal years 2025, 2026, and 2027.
 Not those who are judged to be in‑

appropriate as the other party to a con‑

tract on account of having violated any

of the clauses of contract and illegal or

unfair act previously made with an offi‑

cial in charge of any of the relevant local

bureaus, or branch bureaus, or divisions,

or offices.
 Have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials in charge of

disbursement of the procuring entity).
 Guarantee to perform properly the con‑

tract, provided that the business situation

or trustworthiness is deemed not to have

significantly deteriorated.
 Have registered as a retail electric
enterprise in accordance with Article 2
2 of the Electricity Utilities Industry

Law.
 Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO２.
 Be a person who took a grant of a

tender manual.
 Time‑limit for offer : 17 : 00, October 7,

2026.
 Time‑limit for tender : 17 : 00, October 20,

2026.
 Contact point for the notice : Accounts

Division, Tokai Regional Finance Bureau,

331 Sannomaru, Naka‑ku, Nagoya‑shi,
Aichi, 4608521 JAPAN. TEL 052951
2382

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
支出負担行為担当官
広島国税局総務部次長 金島 秀樹

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 34
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 フリーアドレス用事務机等
の購入等（玉島税務署ほか６署） １式
 調達案件の仕様等 調達案件の仕様等に関
し、支出負担行為担当官が別途指示する特性
を有すること。
 履行期限 令和９年１月29日まで
 履行場所 当方の指定する場所
 入札方法 落札者の決定に当たっては、入
札書に記載された金額に、10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
が生じた場合は、その端数金額を切り捨てた
金額とする。）をもって落札価格とするので、
入札者は、消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の110分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において業種区分が「物
品の販売」で「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に
格付けされ、中国地域の競争参加資格を有す
る者、又は当該参加資格審査を受けていない
者で、競争参加資格審査申請書を提出し、入
札書の受領期限までに競争参加資格審査を受
け競争参加資格者名簿に登載され、当該等級
に格付けされた者であること。

 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び入札説明書の交付場所
〒7308521 広島県広島市中区上八丁堀

６30 広島国税局総務部会計課用度係
ただし、入札説明書は「調達ポータル」を
利用して入手することができる。
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない。
 証明書等の受領期限 令和８年９月14日17
時00分
 入札書の受領期限 令和８年９月16日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年９月17日11
時00分 広島合同庁舎１号館１階入札室

４ 調達ポータルの利用
本件は、調達ポータルを利用した応札及び入
開札手続により実施するものとする。
ただし、紙による入札書の提出も可とする。

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示した入
札参加のために必要な書類をそれぞれの受領
期限までに提出しなければならない。また、
入札者は、開札日の前日までの間において、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、それに応じなければな
らない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法
入札書の入札価格が予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。

 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
のとおり。
 問い合わせ先 広島国税局総務部会計課用
度係 萩原 滉大 電話0825785955 内
線3646
 その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KANESHIMA Hideki,

Deputy Assistant Regional Commissioner

(Management and Coordination), Hiros‑

hima Regional Taxation Bureau.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the services to be

required. : Office supplies 1 set.

 Delivery period : From 17 September

2026 through 29 January 2027.

 Delivery place : Refer to the tender ex‑

planation.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

⒜ not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

⒝ not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

⒞ have Grade A, B or C in sale in the

Chugoku district, in terms of the qualifi‑

cation for participating in tenders related

to Ministry of Finance (Single qualifica‑

tion for every ministry and agency) in the

fiscal years 2025, 2026 and 2027.
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 調達件名の特質等 入札説明書による
 納入期限
⒜～⒟：令和９年８月31日
⒠～⒤：令和10年３月31日
 納入場所
⒜ 長野国道事務所
⒝ 横浜国道事務所
⒞ 長野国道事務所
⒟ 長野国道事務所
⒠ 相武国道事務所、北首都国道事務所
⒡ 高崎河川国道事務所
⒢ 長野国道事務所
⒣ 甲府河川国道事務所
⒤ 高崎河川国道事務所
 入札方法 ⒜、⒝、⒞、⒠、⒢、⒣、⒤に
おける落札決定に当たっては、国が引き渡す
物品と国が購入する物品の差額、課税対象と
なる輸送費等諸経費及び自動車リサイクル料
金（資金管理料金）、自動車損害賠償責任保
険料、自動車リサイクル料金（非課税分）の
総価を落札金額とするので、入札者は消費税
及び地方消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、国が引き渡す物
品と国が購入する物品の差額、輸送費等諸経
費及び自動車リサイクル料金（資金管理料金）
を加算した金額と当該金額の100分の10に相
当する額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てた金額とす
る。）、自動車損害賠償責任保険料、自動車リ
サイクル料金（非課税分）を加算した総価を
入札書に記載すること。引き渡す物品が既に
リサイクル料金納付済みの場合、譲渡する日
をもって、国は当該自動車の最終所有者では
なくなるため、預託済みのリサイクル料金等
相当額を別途発行する納入告知書により、所
定の期限までに納付すること。なお、納付す
る預託済みのリサイクル料金等相当額は入札
書の総価に含まない。

⒟ have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials in charge of

disbursement of the procuring entity).

⒠ an eligible person is a person whose

business condition and credit are deemed

not to be a sever degradation, and who is

sure to implement the contract.

 Time‑limit for tender : 17 : 00 16 Sep‑

tember 2026.

 Other : For details concerning this tender,

Refer to the Tender explanation.

 Contact point for the notice :

HAGIHARA Kota Procurement Section,

Accounts Division, Management and Co‑

ordination, Hiroshima Regional Taxation

Bureau, 630, Kamihatchobori Naka‑ku,
Hiroshima City, Hiroshima, 7308521, Ja‑
pan. TEL 0825785955 ex. 3646

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
本案件は、競争参加資格確認のための証明書等
（以下、「証明書等」という。）の提出、入札及び契
約を電子調達システム（ＧＥＰＳ）で行う対象案
件です。
令和８年８月 17 日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 西澤賢太郎

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 17
 調達件名及び数量
⒜ Ｒ８凍結防止剤散布車（湿式）２台交換
購入 一式（電子調達システム対象案件）
⒝ Ｒ８凍結防止剤散布車（湿潤式）１台交
換購入 一式（電子調達システム対象案件）
⒞ Ｒ８除雪トラック１台交換購入 一式
（電子調達システム対象案件）
⒟ Ｒ８小形除雪車１台交換購入 一式（電
子調達システム対象案件）
⒠ Ｒ８散水車２台交換購入 一式（電子調
達システム対象案件）
⒡ Ｒ８除雪グレーダ１台交換購入 一式
（電子調達システム対象案件）
⒢ Ｒ８凍結防止剤散布車（湿式）１台交換
購入 一式（電子調達システム対象案件）

⒣ Ｒ８凍結防止剤散布車（湿潤式）２台交
換購入 一式（電子調達システム対象案件）
⒤ Ｒ８除雪トラック２台交換購入 一式
（電子調達システム対象案件）

入札回数は原則２回を限度とするが、場合
によっては３回目を執行することがある。な
お、やむを得ない場合を除き予算決算及び会
計令第99条の２に基づく随意契約には移行し
ない。

⒟、⒡における落札決定に当たっては、国
が引き渡す物品と国が購入する物品の差額、
課税対象となる輸送費等諸経費及び自動車損
害賠償責任保険料の総価を落札金額とするの
で、入札者は消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、国が引き渡す物品と国が購入する物品の
差額、輸送費等諸経費を加算した金額と当該
金額の100分の10に相当する額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数金額
を切り捨てた金額とする。）、自動車損害賠償
責任保険料を加算した総価を入札書に記載す
ること。
入札回数は原則２回を限度とするが、場合
によっては３回目を執行することがある。な
お、やむを得ない場合を除き予算決算及び会
計令第99条の２に基づく随意契約には移行し
ない。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用
 電子調達システムによる入札参加を希望
する場合は、電子証明書を取得しているこ
と。
 電子調達システムによりがたい場合は、
証明書等とともに紙入札方式参加願及び紙
契約方式承諾願を提出すること。

３ 証明書等及び入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ、証明書等、入
札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問
い合わせ先
政府電子調達システム
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
〒3309724 埼玉県さいたま市中央区新都
心２１ 関東地方整備局総務部契約課購買
第一係 諸星 涼 電話0486013151
内線2537
 紙入札方式による証明書等、入札書の提出
場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先
上記の問い合わせ先に同じ

 入札説明書の交付期間、交付場所及び交付
方法
⒜～⒟の場合
 入札説明書を電子調達システムにより交
付する。（質問回答等を、電子調達システム
の調達資料ダウンロード機能を用いて行う
ため、資料のダウンロードの際に「ダウン
ロードした案件について訂正・取消が行わ
れた際に更新通知メールの配信を希望す
る」にチェックを入れること。）交付期間は
令和８年８月17日から令和８年10月16日ま
でとする。電子調達システムによる入札説
明書のダウンロード方法については、次に
記載する関東地方整備局ウェブサイトを参
照のこと。
https://www.ktr.mlit.go.jp/nyuusatu/

index00000050.html

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の販売」のＡ、Ｂ、
Ｃ又はＤ等級に格付けされた関東・甲信越地
域の競争参加資格を有する者であること。
なお、「競争参加者の資格に関する公示」（令
和８年３月31日付官報）に記載されている時
期及び場所で競争参加資格の申請を受け付け
る。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（競争
参加資格に関する公示に基づきの競争参加
資格を継続する為に必要な手続きをおこなっ
た者を除く。）でないこと。
 証明書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、関東地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 支出負担行為担当官から入札説明書の交付
を受けた者であること、又は電子調達システ
ムから入札説明書を直接ダウンロードした者
であること。

 やむを得ない事由により、上記交付方法
による入手ができない入札参加希望者は、
上記に問い合わせること。受付期間は令
和８年８月17日から令和８年10月15日まで
の土曜日、日曜日及び休日等（行政機関の
休日に関する法律（昭和63年法律第91号）
第１条第１項に規定する行政機関の休日
（以下「休日」という。））を除く毎日、９
時15分から18時00分まで（最終日は16時ま
で）とする。
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⒠～⒤の場合
 入札説明書を電子調達システムにより交
付する。（質問回答等を、電子調達システム
の調達資料ダウンロード機能を用いて行う
ため、資料のダウンロードの際に「ダウン
ロードした案件について訂正・取消が行わ
れた際に更新通知メールの配信を希望す
る」にチェックを入れること。）交付期間は
令和８年８月17日から令和８年10月19日ま
でとする。電子調達システムによる入札説
明書のダウンロード方法については、次に
記載する関東地方整備局ウェブサイトを参
照のこと。
https://www.ktr.mlit.go.jp/nyuusatu/

index00000050.html

 やむを得ない事由により、上記交付方法
による入手ができない入札参加希望者は、
上記に問い合わせること。受付期間は令
和８年８月17日から令和８年10月16日まで
の土曜日、日曜日及び休日等（行政機関の
休日に関する法律（昭和63年法律第91号）
第１条第１項に規定する行政機関の休日
（以下「休日」という。））を除く毎日、９
時15分から18時00分まで（最終日は16時ま
で）とする。

 電子調達システムによる証明書等の提出期
限、紙入札による証明書等の提出期限 令和
８年９月28日13時00分
 電子調達システムによる入札書の提出期
限、紙入札による入札書の提出期限
⒜～⒟ 令和８年10月15日16時00分
⒠～⒤ 令和８年10月16日16時00分
 開札の日時及び場所
⒜ 令和８年10月16日10時00分
⒝ 令和８年10月16日11時00分
⒞ 令和８年10月16日13時30分
⒟ 令和８年10月16日14時30分
⒠ 令和８年10月19日10時00分
⒡ 令和８年10月19日11時00分
⒢ 令和８年10月19日13時30分
⒣ 令和８年10月19日14時30分
⒤ 令和８年10月19日15時30分
さいたま新都心合同庁舎２号館 国土交通
省関東地方整備局入札室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、証明書等を上記３の提出期限まで
に、上記３に示すＵＲＬに提出しなけれ
ばならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等を３の提出期限までに、
３に示す場所に持参又は書留郵便等（書
留郵便及び「民間事業者による信書の送達
に関する法律」（平成14年法律第99号）第２
条第６項に規定する一般信書便事業者若し
くは同条第９項に規定する特定信書便事業
者の提供する同条第２項に規定する信書便
のうち、引き受け及び配達記録をした信書
便をいう。）にて提出すること。
ただし、押印を省略した証明書等につい
ては、電子メールによる提出を認める。な
お、押印を省略する場合は、「責任者及び担
当者」の氏名及び連絡先を証明書等に必ず
記載し、送信後、提出期限内に電話で着信
確認を実施すること。また、入札書は押印
を省略した場合であっても電子メールによ
る提出は認めない。
 開札日の前日までの間において支出負担
行為担当官から証明書等の内容に関する照
会があった場合には、説明しなければなら
ない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者のした入札、証明書等に虚偽の
記載をした者のした入札、入札に関する条件
に違反した入札、記名を欠く入札（押印を省
略する場合、「本件責任者及び担当者」の氏
名・連絡先の記載がない入札）は無効とする。
（入札説明書、関東地方整備局競争契約入札
心得、一般競争入札（電子調達システム）に
際しての注意事項参照）
 契約書の作成の要否 要。
本業務は、契約手続にかかる書類の授受を
電子調達システムで行う対象案件である。な
お、電子調達システムによりがたい場合は、
発注者の承諾を得て紙契約方式に代えるもの
とする。

 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NISHIZAWA Kentaro

Director‑General of Kanto Regional Devel‑

opment Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 17

 Nature and quantity of the products to be

purchased

⒜ Truck mounted material spreader

(Wet type) 2 sets

⒝ Truck mounted material spreader

(prewetting system) 1 set

⒞ Snow removing truck 1 set

⒟ Small type rotary snowplow 1 set

⒠ Water motor sprinkler 2 sets

⒡ Snow removing motor grader 1 set

⒢ Truck mounted material spreader

(Wet type) 1 set

⒣ Truck mounted material spreader

(prewetting system) 2 sets

⒤ Snow removing truck 2 sets

 Delivery period

⒜～⒟ 31 August, 2027

⒠～⒤ 31 March, 2028

 not be under suspension of nomination

by Director‑General of Kanto Regional

Development Bureau from Time‑limit for

the submission of application forms and

relevant documents for qualification to

Bid Opening.

 not be the Building constructor that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

 The person who obtained a bid manual

from the person of ordering directly.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for qua‑

lification : 13 : 00 28 September, 2026

 Time‑limit for tender

⒜～⒟ 16 : 00 15 October, 2026

⒠～⒤ 16 : 00 16 October, 2026

 Contact point for the notice :

MOROHOSHI Ryo No. 1 Purchase Section,

Contract Division, General Affairs De‑

partment, Kanto Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 21 Shintoshin
Chuo‑Ku, Saitama‑Shi, Saitama‑Ken, 330
9724 Japan, TEL 0486013151 ex. 2537

 Delivery place

⒜ Nagano National Highway Office

⒝ Yokohama National Highway Office

⒞ Nagano National Highway Office

⒟ Nagano National Highway Office

⒠ Sobu National Highway Office Ki‑

tashuto National Highway Office

⒡ Takasaki River and National Highway

Office

⒢ Nagano National Highway Office

⒣ Kofu River and National Highway Of‑

fice

⒤ Takasaki River and National Highway

Office

 acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 have Grade A, B, C or D on sale of

product in Kanto Koushinetu Area in

terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in the fiscal year 2025／2026／2027
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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度の一般競争（指名競争）
参加資格（全省庁統一資格）「物品の販売」の
東海・北陸地域の認定を受け、Ａ、Ｂ、Ｃ又
はＤ等級に格付けされている者であること。
 競争参加資格の申請は、「競争参加者の資格
に関する公示」（令和７年３月31日付け官報）
に記載されている時期及び場所で受け付け
る。

 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の期間に、中部地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申し立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続き開始の申し立てがなされている者
（競争参加資格に関する公示に基づく再申請
の手続きを行った者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 入札説明書を３の交付方法により直接入
手した者であること。
 入札説明書に定める参考見積書を提出して
いること。

３ 入札書の提出場所等
 電子調達システム（調達ポータル）のＵＲ
Ｌ、入札書の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
電子調達システム（調達ポータル）
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
〒4608514 愛知県名古屋市中区三の丸二
丁目５番地１号 国土交通省中部地方整備局
総務部契約課購買第一係 酒向つかさ 電話
0529538124 内線2537
電子メール cbr-koubai@mlit.go.jp
 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 の問い
合わせ先に同じ
 入札説明書の交付場所及び交付方法 電子
調達システムにより交付する（質問回答等を、
電子調達システムの調達資料ダウンロード機
能を用いて行うため、資料のダウンロードの
際に「ダウンロードした案件について訂正・
取消が行われた際に更新通知メールの配信を
希望する」にチェックを入れること。なお、
誤って選択しなかった場合は、問い合わせ
先まで連絡し、指示に従うこと）。また、や
むを得ない事由により、電子調達システムに
よる入手が出来ない場合は、電子メールによ
る交付若しくは託送（着払い）を行うので、
問い合わせ先まで連絡し、指示に従うこと。
 電子調達システムによる入札書類データ
（証明書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る証明書等の受領期限 令和８年９月17日16
時00分

 電子調達システムによる入札書、及び紙入
札、郵送等による入札書の受領期限 令和８
年10月６日16時00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月９日14
時30分 国土交通省中部地方整備局入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
⒜ 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等を上記３の受領期限まで
に上記３に示す場所に提出しなければな
らない。
⒝ 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（証明書等）を上記
３の受領期限までに上記３に示すＵＲ
Ｌより、電子調達システムを利用し提出し
なければならない。
なお、⒜、⒝いずれの場合も、開札日の前
日までの間において契約担当官等から証明書
等に関する説明を求められた場合には、それ
に応じなければならない。
 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者のした入札及び入札の条件に違反した入
札並びに入札者に求められる義務を履行しな
かった者の提出した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NISHIMURA Taku Di‑

rector General of Chubu Regional Develop‑

ment Bureau.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Portable Camera System for

Traffic Volume Observation 1 set

 Fulfillment period : 30 March 2027

 Delivery place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 have Grade A, B, C or D on sale of

product in Tokai‑Hokuriku area in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

(Single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2025／
2026／2027
 not be under suspension of nomination

by Director‑General of Chubu Regional

Development Bureau from Time‑limit for

submission of certificate to Bid Opening.

 not be the stated person under the com‑

mencement of reorganization procee‑

dings or under the beginning of rehabili‑

tation proceedings (except for the person

who has the procedure of reapplication

under the notification of the competing

participation qualification).

 not be the Building constructor that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

支出負担行為担当官
中部地方整備局長 西村 拓

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 調達件名及び数量 令和８年度 中部地整
管内交通量観測用可搬カメラ装置購入一式
（電子調達システム対象案件）
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期間 令和９年３月30日まで
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定にあたっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の110分の
100に相当する金額を記載した入札書を提出
すること。
入札回数は原則２回を限度とするが、場合
によっては３回目を執行することがある。な
お、やむを得ない場合を除き予算決算及び会
計令第99条の２に基づく随意契約には移行し
ない。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
件は、証明書等の提出、入札及び契約を電子
調達システムで行う対象案件である。なお、
電子調達システムによりがたい場合は、紙入
札方式参加願・紙契約方式調印願を提出する
ものとする。
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 The person who obtained a bid manual

from the person of ordering directly.

 To submit reference quotation specifi‑

ed in the tender documentation.

 Time‑limit for submission of certificate :

16 : 00 (JST) 17 September, 2026

 Time‑limit for tender : 16 : 00 (JST) 6 Oc‑

tober, 2026

 Contact point for the notice : SAKO Tsu‑

kasa, the first Purchase Section, Contract

Division, General Affairs Department,

Chubu Regional Development Bureau, Min‑

istry of Land Infrastructure, Transport and

Tourism, 251, Sannomaru, Naka‑ku,
Nagoya‑shi, Aichi‑ken, 4608514, Japan,
TEL 0529538124 ex 2537

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部調達会計部長

田方 一寿
◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 22
 購入等件名及び数量
 止血帯，四肢用 1177個
 救急包帯，伸縮式（小型） 1230個
 救急包帯，伸縮式（中型） 151個
 救急包帯，伸縮式（大型） 66個
 骨盤固定スリング 157個
 調達件名の特質等 仕様書による。
 納入時期 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 上記１は、総額で入札に付す
る。落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の10％に相当する額を加
算した金額をもって契約金額とするので、入
札者は消費税に係る課税事業者であるか免税
事業者であるかを問わず、見積もった金額の
110分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度防衛省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、関東・甲信越
地域の競争参加資格を有する者のうち次の等
級に格付けされている者であること。
「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級
 大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備
庁長官のいずれか該当する者又は陸上幕僚長
から指名停止等の措置を受けている期間中の
者でないこと。
 前号により、現に指名停止を受けている者
と資本関係又は人的関係のある者であって、
当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは
役務請負について防衛省と契約を行おうとす
る者でないこと。
 防衛省として原価計算システムの適正性を
確認できない状態にある者でないこと。（但
し、市場価格等による場合は除く。）

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1148564 東京都北区十条台１５70
陸上自衛隊補給本部調達会計部契約第１課
需品衛生班 電話0339085121 内線2569
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 入札書の受領期限 令和８年９月28日16時
30分まで。
ただし、入札書を持参する場合は開札の日
時までとする。
 開札の日時及び場所 令和８年９月29日10
時20分 陸上自衛隊補給本部調達会計部入札
室
 郵便入札があった場合の再度入札執行の日
時及び場所 令和８年10月６日10時20分 陸
上自衛隊補給本部調達会計部兵站運用室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。

 入札者に要求される事項 同等品を納入予
定の者は、令和８年８月31日12時までに承認
の申請をしなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の行った入札及び入札に関する条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 詳細は入札説明書による。  The Person who is not being suspended

from Transactions by the request of the

Ministry of Defense.

 The person who can be confirmed fair

cost Accounting satisfied by the Ministry

of Defense, except in case of market

price.

 Time limit of tender : 16 : 30 28 Septem‑

ber 2026

 Contact point for the notice : Head Con‑

tract 1st Section, Ground Logistics Com‑

mand, Japan Ground Self Defense Force,

1570 Jujodai, Kita‑ku Tokyo 1148564
Japan. TEL 0339085121 Ext. 2569

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
契約担当役
国立研究開発法人物質・材料研究機構

財務部門長 伊藤 嘉規
◎調達機関番号 802 ◎所在地番号 08
〇第 18 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 調達件名及び数量 赤外レーザーリフトオ
フ装置 １式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年６月30日
 納入場所 国立研究開発法人物質・材料研
究機構

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade A, B, C or D on Sale of
Product in the Kanto and Koushin‑etsu

area in terms of the qualification for par‑

ticipating in tenders by Cabinet Office.

(Single qualifications for every ministry

and agency) in the fiscal years 2025, 2026

and 2027

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

Procuring entity : Kazuhisa Takata, the

Contract Officer, Director of Procurement

and Financial Department, Ground Logist‑

ics Command, Japan Ground Self Defense

Force.

 Classification of the products to be Pro‑

cured : 22

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

 TOURNIQUET, NONPNEUMATIC

1,177EA

 BANDAGE, GAUZE (small) 1,230EA

 BANDAGE, GAUZE (medium) 151EA

 BANDAGE, GAUZE (large) 66EA

 SLING, PATIENT 157EA

 Delivery period : as in the tender do‑

cumentation

 Delivery place : as in the tender do‑

cumentation
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 入札方法 上記１の件名について入札に
付する。落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札金額とすること。
 電子入札システムの利用 本件は、書類提
出及び入札を電子入札システムで行う対象案
件である。ただし、紙による入札書等の提出
も可とする。
ＮＩＭＳ電子入札システム
https://www.nims.go.jp/nims/

procurance/bid-info.html
２ 競争参加資格
 国立研究開発法人物質・材料研究機構契約
事務細則第４条第１項の規定に該当しない者
であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別な理由がある場合に
該当する。
 国立研究開発法人物質・材料研究機構契約
事務細則第４条第２項の規定に該当しない者
であること。
 令和07・08・09年度全省庁統一資格「物品
の製造」又は「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又
はＤの等級に格付けされている者であるこ
と。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3050047 茨城県つくば市千現一丁目２
番地１ 国立研究開発法人物質・材料研究機
構 財務部門調達室 川野 昌寛 電話
0298592550
 入札説明書の交付方法 入札説明書等の配
布資料は、入札情報公開システム上で交付す
る。入札情報公開システム
https://www.nims.go.jp/procurance/

PPI.html

ダウンロードに必要となるパスワードは、
下記の請求先へメールにて問い合わせるこ
と。なお、メールの件名は下記のとおりとす
ること。
パスワード請求先:password@ml.nims.go.jp
メール件名：W2026008455
 入札説明会の日時及び場所 令和８年９月
17日10時30分 国立研究開発法人物質・材料
研究機構千現地区入札室
 証明書等の受領期限 令和８年10月８日15
時00分
 入札書の受領期限 令和８年10月23日15時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月26日14
時00分 国立研究開発法人物質・材料研究機
構千現地区入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書の他に
当機構の交付する仕様書に基づき、製作仕様
書及び付属説明資料等（以下「製作仕様書等」
という。）をそれぞれの受領期限までに提出し
なければならない。入札者は、開札日の前日
までの間において、契約担当役から製作仕様
書等に関し説明及び協議を求められた場合
は、それに応ずる義務を負うものとし、必要
な場合には製作仕様書等の変更に応ずべきも
のとする。
 技術審査 契約担当役が入札者の作成した
製作仕様書等をに示す技術審査基準により
審査し、採用し得ると判断した製作仕様書等
を提出した入札者の入札書のみを落札決定の
対象とする。
 技術審査基準 製作仕様書等が当機構の交
付する仕様書に示す事項を満たしており、使
用目的等に適合すると認められたものである
こと。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 の技術審査により落
札決定の対象となった入札書を提出した入札
者であって、当機構の規定に基づいて作成さ

れた予定価格の制限の範囲内で最低価格を
もって有効な入札を行った者を落札者とす
る。
 手続における交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。なお、入札説明
書等で当該調達に関する環境上の条件を定め
た調達であると示されている場合は、十分理
解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yoshinori Ito, Division

Director, Administration Division, National

Institute for Materials Science

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Infrared laser lift‑off system 1

set

 Delivery period : 30, June, 2027

 Delivery place : National Institute for

Materials Science

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 1 Clause 4 of

the Regulation concerning the Contract

for National Institute for Materials Sci‑

ence. Furthermore, minors, Person under

Conservatorship or Person under Assis‑

tance that obtained the consent necessary

for concluding a contract may be appli‑

cable under cases of special reasons with‑

in the said clause,

Ｂ not come under Article 2 Clause 4 of

the Regulation concerning the Contract

for National Institute for Materials Sci‑

ence,

Ｃ have the Grade A, Grade B, Grade C or

Grade D qualification during fiscal 2025,

2026, 2027 in Manufacture of product or

Sales of product for participating in

tenders by the Ministry of Education,

Culture, Sports, Science and Technology,

which is Single qualification for every

ministry and agency.

〇第 19 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 調達件名及び数量 酸化膜用原子層堆積装
置 １式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年６月30日
 納入場所 国立研究開発法人物質・材料研
究機構
 第18号に同じ。
 第18号に同じ。
２ 競争参加資格
 第18号に同じ。
 第18号に同じ。
 第18号に同じ。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3050047 茨城県つくば市千現一丁目２
番地１ 国立研究開発法人物質・材料研究機
構 財務部門調達室 川野 昌寛 電話
0298592550
 入札説明書の交付方法 入札説明書等の配
布資料は、入札情報公開システム上で交付す
る。入札情報公開システム
https://www.nims.go.jp/procurance/

PPI.html

ダウンロードに必要となるパスワードは、
下記の請求先へメールにて問い合わせるこ
と。なお、メールの件名は下記のとおりとす
ること。
パスワード請求先:password@ml.nims.go.jp
メール件名：W2026008860

 Time‑limit of tender : 3 : 00 PM, 8, Octo‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Procurem‑

ent Office, Finance Division, National Insti‑

tute for Materials Science, 121 Sengen,
Tsukuba‑shi, Ibaraki, 3050047 Japan

Masahiro KAWANO, TEL 0298592550
E‑mail : password@ml.nims.go.jp, with sub‑

ject title : W2026008455

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.


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 入札説明会の日時及び場所 令和８年９月
17日11時00分 国立研究開発法人物質・材料
研究機構千現地区入札室
 証明書等の受領期限 令和８年10月８日15
時00分
 入札書の受領期限 令和８年10月23日15時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月26日14
時30分 国立研究開発法人物質・材料研究機
構千現地区入札室

４ その他 第18号に同じ。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yoshinori Ito, Division

Director, Administration Division, National

Institute for Materials Science

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Oxide atomic layer deposition

system 1 set

 Delivery period : 30, June, 2027

 Delivery place : National Institute for

Materials Science

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ The same as the notice No.18

Ｂ The same as the notice No.18

Ｃ The same as the notice No.18

 Time‑limit of tender : 3 : 00 PM, 8, Octo‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Procurem‑

ent Office, Finance Division, National Insti‑

tute for Materials Science, 121 Sengen,
Tsukuba‑shi, Ibaraki, 3050047 Japan
Masahiro KAWANO, TEL 0298592550
E‑mail : password@ml.nims.go.jp, with sub‑

ject title : W2026008860

 The same as the notice No.18

〇第 20 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 調達件名及び数量 窒化膜用原子層堆積装
置 １式

 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年６月30日
 納入場所 国立研究開発法人物質・材料研
究機構
 第18号に同じ。
 第18号に同じ。
２ 競争参加資格
 第18号に同じ。
 第18号に同じ。
 第18号に同じ。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3050047 茨城県つくば市千現一丁目２
番地１ 国立研究開発法人物質・材料研究機
構 財務部門調達室 川野 昌寛 電話
0298592550
 入札説明書の交付方法 入札説明書等の配
布資料は、入札情報公開システム上で交付す
る。入札情報公開システム
https://www.nims.go.jp/procurance/

PPI.html

ダウンロードに必要となるパスワードは、
下記の請求先へメールにて問い合わせるこ
と。なお、メールの件名は下記のとおりとす
ること。
パスワード請求先:password@ml.nims.go.jp
メール件名：W2026008874
 入札説明会の日時及び場所 令和８年９月
17日11時30分 国立研究開発法人物質・材料
研究機構千現地区入札室
 証明書等の受領期限 令和８年10月８日15
時00分
 入札書の受領期限 令和８年10月23日15時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月26日15
時00分 国立研究開発法人物質・材料研究機
構千現地区入札室

４ その他 第18号に同じ。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yoshinori Ito, Division

Director, Administration Division, National

Institute for Materials Science

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Nitride atomic layer deposition

system 1 set

 Delivery period : 30, June, 2027

 Delivery place : National Institute for

Materials Science

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ The same as the notice No.18

Ｂ The same as the notice No.18

Ｃ The same as the notice No.18

 Time‑limit of tender : 3 : 00 PM, 8, Octo‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Procurem‑

ent Office, Finance Division, National Insti‑

tute for Materials Science, 121 Sengen,
Tsukuba‑shi, Ibaraki, 3050047 Japan
Masahiro KAWANO, TEL 0298592550
E‑mail : password@ml.nims.go.jp, with sub‑

ject title : W2026008874

 The same as the notice No.18

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
契約担当役
独立行政法人国立高等専門学校機構

函館工業高等専門学校
事務部長 蟹口 宏幸

◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 01
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 ２
 購入等件名及び数量
重油ＪＩＳ１種１号 342KL

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期間 令和８年11月１日から令和９年
10月31日
 納入場所 函館工業高等専門学校
 入札方法 入札金額は、１KL当たりの単
価を記載すること。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の

10パーセントに相当する額を加算した金額を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の110分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第４条及び第５条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に北海道地域の「物品の販売」
のＡ、Ｂ、Ｃ等級に格付けされている者であ
ること。なお、当該競争参加資格については、
令和８年３月31日付け号外政府調達第58号の
官報の競争参加者の資格に関する公示の別表
に掲げる申請受付窓口において随時受け付け
ている。
 本公告に示した物品を契約担当役が指定す
る日時、場所に十分に納入することができる
ことを証明した者であること。
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第６条の規定に基づき、契約担当
役が定める資格を有する者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒0428501 函館市戸倉町14番１号 函館
工業高等専門学校 総務課契約係
畑中 寿郎 電話0138596327

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限
令和８年10月９日12時00分

 開札の日時及び場所 令和８年10月16日14
時00分 函館工業高等専門学校 第二会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除

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 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、独立行政法人国立高等専門学校機構
の契約事務取扱規則第16条の規定に基づいて
作成された予定価格の制限の範囲内で最低価
格をもって有効な入札を行った入札者を落札
者とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kaniguchi Hiroyuki, The

Obligating Officer Director‑General Admin‑

istration Bureau, National Institute of

Technology, Hakodate College

 Classification of the products to be pro‑

cured : 2

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Fuel Oil JIS class1 No.1 342

KL

 Delivery period : From 1 November, 2026

through 31 October, 2027

 Delivery place : National Institute of

Technology, Hakodate College

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

National Institute of Technology Furt‑

hermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Hokkaido area in sales of product for

participating in tenders by Single qualifi‑

cation for every ministry and agency,

Ｃ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Ob‑

ligating Officer,

Ｄ meet the qualification requirements

which The Obligating Officer Director‑

General may specify in accordance with

Article 6 of the Regulation,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer Director‑General.

 Time limit of tender : 12 : 00 9 October,

2026

 Contact point for the notice : Hatanaka

Toshirou, Contracting Unit, The general af‑

fairs Division, National Institute of Tech‑

nology, Hakodate College, 141 Tokura‑
cho Hakodate‑shi 0428501 Japan,
TEL 0138596327

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
契約担当役
独立行政法人国立高等専門学校機構
東京工業高等専門学校事務部長 山本 有香
◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 13
〇第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 超精密複合多軸加工
機 一式

 調達件名の特質等 入札説明書で指定する
特質等を有すること。
 納入期限 令和９年３月25日
 納入場所 東京工業高等専門学校
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10%に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とする。
したがって入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積もった契約金額の110分
の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第４条及び第５条の規定に該当し
ない者であること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて、令和８年度に関東・甲信越地域におけ
る「物品の製造」又は「物品の販売」のいず
れかの区分でA、B又はC等級に格付けされて
いる者であること。
 供給物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 競争入札執行の日時及び場所等
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先
〒1930997 東京都八王子市椚田町1220
２ 東京工業高等専門学校 総務課用度係
岡田 隆 電話番号 0426685123 E-
mail youdo@tokyo-ct.ac.jp

 入札説明書の交付方法
本公告の日から上記３の交付場所で交付
する。
電子ファイルによる交付を希望する者は、
上記メールアドレスに交付希望の旨を連絡す
ること。

 関係書類の提出期限及び場所 令和８年９
月18日（金）12時00分 東京工業高等専門学
校 総務課用度係
 競争入札執行の日時及び場所 令和８年10
月８日（木）14時00分 東京工業高等専門学
校１棟３階会議室（1301）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
この一般競争に参加を希望する者は、競争
参加資格の確認のための書類及び本公告に示
した物品を納入できることを証明する書類
を、関係書類の提出期限までに提出しなけれ
ばならない。
入札者は、競争入札執行日の前日までの間
において、本校から当該書類に関し説明を求
められた場合は、それに応じなければならな
い。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると本校が判断した入札者であっ
て、独立行政法人国立高等専門学校機構契約
事務取扱規則第16条の規定に基づいて作成さ
れた予定価格の制限の範囲内で、最低価格を
もって有効な入札を行った入札者を落札者と
する。
 反社会的勢力の排除 この一般競争に参加
を希望する者は、入札書の提出時に、契約担
当役が別に指定する暴力団員等に該当しない
旨の誓約書を提出すること。
誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、
若しくは誓約書に反することとなったとき
は、当該者の入札書を無効とする。
 その他 本件の入札に関する必要事項につ
いては、入札説明書によるものとする。
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５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YAMAMOTO Yuka,

The Obligating Officer Director‑General

Administration Bureau, National Institute

of Technology, Tokyo College.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Ultra‑precision multi‑axis mac‑

hining center, 1 set.

 Delivery period : By 25 March, 2027.

 Delivery place : National Institute of

Technology, Tokyo College

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

A not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

National Institute of Technology, Japan.

B have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kanto Koshinetsu area in manufacturing

or sales of product for participating in

tenders by Single qualification for every

ministry and agency.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

財務契約部長 松本 尚也
◎調達機関番号 817 ◎所在地番号 08
〇第 081485１号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 アクセス道路管理建
屋用コンテナハウスの購入 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年３月19日
 納入場所 国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構（詳細は仕様書による。）
 入札方法
 総価で行う。
 落札の決定については、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の100分の10に相当す
る額を加算した額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数を切り捨てた
金額）をもって落札価格とするので、入札
者は、消費税に係る課税事業者であるか、
免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別な
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
競争参加者資格審査又は国の競争参加者資格
（全省庁統一資格）のいずれかにおいて、当
該年度における「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ
又はＤ等級に格付されている者であること。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
財務契約部長から取引停止にされている期間
中の者でないこと。
 警察当局から、国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構に対し、暴力団員が実質的に
経営を支配している業者又はこれに準ずるも

のとして、建設工事及び測量等、物品の製造
及び役務の提供等の調達契約からの排除要請
があり、当該状況が継続している者でないこ
と。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出及び入札説明書並びに契約条
項の交付は、電子入札システム等により実施
するものとする。
問い合わせ先 〒3191184 茨城県那珂郡
東海村大字舟石川765１ 国立研究開発法
人日本原子力研究開発機構 財務契約部 事
業契約第１課 電話08046543742
 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子入札システム又は上記３の問い合わせ先
にて交付する。
 入札書の受領期限及び入札書の提出方法
令和８年10月８日10時00分までに電子入札シ
ステムを通じて提出すること。
 開札の日時及び場所 令和８年10月13日10
時00分 電子入札システムにより行う。

４ 電子入札システムの利用
本件は、日本原子力研究開発機構電子入札シ
ステムを利用した応札及び入開札手続により実
施するものとする。
５ その他
 契約手続に用いる言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 この一般競争に参加を希望する者は、封
かんした入札書のほかに、当機構の交付す
る入札説明書に定める入札仕様書及び必要
な証明書等を入札書の受領期限までに提出
しなければならない。また、入札者は、開
札日の前日までの間において、入札仕様書
及び必要な証明書等について、説明又は協
議を求められた場合は、それに応じなけれ
ばならない。
 上記の提出書類に基づき当該物品等の
納入が可能な者であると判断した者を落札
対象とする。

 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者のした入札及び入札の条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要

 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者とする。
 その他詳細は、入札説明書による。

C have a system capable of providing

prompt after‑sales service and mainte‑

nance for the product.

D fulfill the requirements mentioned in

the tender manual.

E meet the qualification requirements

which the Obligating Officer Director‑

General may specify in accordance with

Article 6 of the Regulation.

F not be currently under a suspension of

business order as instructed by the Ob‑

ligating Officer Director‑General.

 Time limit of tender : 12 : 00 p.m., 18 Sep‑

tember, 2026.

 Contact point for the notice : OKADA

Takashi, Procurement Section, General

Administration Division, National Institute

of Technology, Tokyo College, 12202,
Kunugida‑machi, Hachioji‑shi, Tokyo,

1930997, Japan, TEL 0426685123
E‑mail : youdo@tokyo-ct.ac.jp

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity ; Naoya Matsumoto, Di‑

rector of Financial Affairs and Contract,

Japan Atomic Energy Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured ; 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased ; Purchase of Container House

for Access Road Management office, 1 set

 Delivery period ; By 19th March 2027

 Delivery place ; Japan Atomic Energy

Agency (Appointed place)

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting, furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained the

consent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause, not come
under Article 71 the Cabinet Order concern‑

ing the Budget, Auditing and Accounting,

have been qualified through the qualifica‑
tions for participating in tenders by Japan

Atomic Energy Agency, or through Single

qualification for every ministry and agency,

not be currently under suspension of no‑
mination by Director of Financial Affairs

and Contract Department, Japan Atomic

Energy Agency

 Time limit for tender ; 10 : 00, 8th Octo‑

ber 2026

 Contact point for the noticeb ; Contract

Section 1, Financial Affairs and Contract

Department, Japan Atomic Energy Agency,

7651, Funaishikawa Tokai‑mura Naka‑
gun Ibaraki‑ken 3191184 Japan. TEL
08046543742
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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構
四国こどもとおとなの医療センター院長

前田 和寿
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 37
〇第 12111 号（№12111）
１ 調達内容
 品目分類番号 21
 購入等件名及び数量等 ＬＥＤ照明器具
一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 入札説明書及び仕様書による。
 納入場所 入札説明書及び仕様書による。
 入札方法 入札金額については、に定め
る内容を充足するために要する一切の費用
を、入札書に記載すること。
落札決定に当たっては、入札書に記載され
た金額に当該金額の10パーセントに相当する
額を加算した金額（当該金額に１円未満の端
数がある時は、その端数金額を切り捨てた金
額とする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の110分の100に相当する金額を記載した入札
書を提出すること。

２ 競争参加資格
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付
けされ、各機器を納入する病院が所在する地
域の競争参加資格を有する者であること。な
お、当該競争参加資格については、令和８年
３月31日付け号外政府調達第58号の官報の競
争参加者の資格に関する公示の別表に掲げる
申請受付窓口において随時受け付けている。
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下「契約細則」という。）第５条の規定
に該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別な理由がある場合に該当する。
 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札説明書等の交付場所、入札書の提出場
所及び問合せ先
〒7658507 香川県善通寺市仙遊町２丁目
１１ 独立行政法人国立病院機構四国こど
もとおとなの医療センター 業務班長 上田
弘章 電話0877621000

 入札説明書の交付方法 上記「３」の交
付場所にて交付する。
 入札書等の受領期限 令和８年10月６日
（火）17時00分（郵送する場合には受領期限
までに必着のこと）
 開札の日時及び場所 令和８年10月８日
（木）11時00分 独立行政法人国立病院機構
四国こどもとおとなの医療センター医療セン
ター 会議室１・２（５Ｆ）

４ その他
 入札及び契約手続に使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した調達案件に対応できることを証明
する書類を添付して入札書の受領期間内まで
に提出しなければならない。なお、入札者は、
開札日の前日までの間において、経理責任者
から上記証明となるものについて説明を求め
られた場合には、これに応じなければならな
い。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
遂行できると経理責任者が判断した資料を添
付して入札書を提出した入札者であって、契
約細則第21条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有
効な入札を行った入札者を落札者とする。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kazutoshi Maeda, Direc‑

tor, National Hospital Organization Shi‑

koku Childrens and Adults Medical Center

 Classification of the services to be pro‑

cured : 21

 Nature and quantity of the services to be

required : LED lighting 1 set

 Delivery period : as provided in the

tender documents

 Delivery place : as provided in the tender

documents

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ;

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B or C in Sales of prod‑

ucts for participating in tenders by Min‑

istry of Health, Labour and Welfare

(Single qualification for every ministry

and agency) in the corresponding area ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Time‑limit for tender : 5 : 00 P.M. Octber

6, 2026

 Contact point for the notice : Hiroaki

Ueda, Director, National Hospital Organi‑

zation Shikoku Childrens and Adults Med‑

ical Center, 211, Senyuumachi, Zent‑
suuji‑shi, Kagawa‑ken 7658507 Japan.
TEL 0877621000

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

九州グループ総括長 筒井 公太

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 40
１ 調達内容
 品目分類番号 22、23
 購入等件名及び数量 医療機器・医療用
ベッド等 一式
品目及び購入予定数量は、入札説明書よる。

 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法
 で示す品目を、それぞれ入札に付する。
 入札金額については、購入物品のほか、
納入に要する一切の費用を含めた上でそれ
ぞれの品目の単価を記載すること。
 落札決定については、入札書に記載され
た金額に当該金額の10パーセントに相当す
る額を加算した金額に、当事務所が提示す
る品目ごとの予定数量を乗じて算出した額
の区分ごとの総価（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨
てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札単価については、消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。
 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「物品の製造」又は「物品の販売」のＡ、Ｂ、
Ｃ又はＤの等級に格付され、九州・沖縄地域
の競争参加資格を有する者であること。なお、
当該競争参加資格については、令和８年３月
31日付け号外政府調達第58号の官報の競争参
加者の資格に関する公示の別表に掲げる申請
受付窓口において随時受け付ける。
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 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒8100065 福岡県福岡市中央区地行浜

１８１ 独立行政法人国立病院機構九州
グループ 運営指導係 松元 蘭 電話
（092）8521727
メール 716-uneitantou@mail.hosp.go.jp
 入札書の受領期限 令和８年９月25日（金）
17時00分
 開札の日時 令和８年10月９日（金）13時
15分
 開札の場所 独立行政法人国立病院機構九
州グループ ２階 大会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、経理責任者から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると経理責任者が判断した資料を添
付して入札書を提出した入札者であって、契
約細則第21条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有
効な入札を行った入札者を落札者とする。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kota Tsutsui, Regional

Officer, National Hospital Organization

Kyushu Group

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 23

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Medical Devices and Related

Equipment (One Set), and Hospital Beds

and Related Equipment (One Set)

 Delivery period : February 26, 2027

 Delivery place : To specified Later

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tainned the consent necessary for con‑

cluding a contract may be applicable un‑

der cases of special reasons within the

said clause ;

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B, C or D in Manufac‑

turers of products or Sales of products

for participating in tenders by Ministry

of Health, Labour and Welfare (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in Kyushu‑Okinawa Region ;

 prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Time‑limit for tender : 5 : 00 P.M. Sep‑

tember 25, 2026

 Contact point for the notice : Urara

Matsumoto, Accounts Clerk, National Hos‑

pital Organization Kyushu Office, 181
Jigyohama Chuo‑ku Fukuoka‑shi, Fukuo‑

ka‑ken 8100065, Japan. TEL (092) 852
1727

Mail : 716-uneitantou@mail.hosp.go.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

全国健康保険協会理事長 北川 博康
◎調達機関番号 427 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 53
 調達件名及び予定数量 令和８年度被扶養
者資格再確認業務に係る回収及び仕分作業等
の業務委託 予定数量 324000件（事業所
単位）
 調達案件の仕様等 入札説明書、仕様書等
による。
 委託期間 契約締結日から令和９年３月31
日まで。
 納入場所 全国健康保険協会が指定する場
所
 入札方法 入札は、単価にて行う。落札決
定に当たっては、入札書に記載された金額を
もって落札判定を行うので、入札者は、消費
税等に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、税抜額を入札書に記載する
こと。

２ 競争参加資格
 全国健康保険協会会計細則第30条及び第31
条の規定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一参加資格）「役務の提供等」の
Ａ又はＢの等級に格付けされ、関東・甲信越
地域の競争参加資格を有するものであるこ
と。なお、当該競争参加資格については、令
和８年３月31日付け号外政府調達第58号の官
報の競争参加者の資格に関する公示の別表に
掲げる申請受付窓口において随時受け付けて
いる。
 当該案件を確実に履行できると認められる
者であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 損害賠償請求を全国健康保険協会から受け
ていない者であること。

 全国健康保険協会から業務等に関し競争参
加資格停止措置を受けている期間中でないこ
と。
 厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康
保険又は船員保険の適用を受けている者に
あっては、直近１年間について保険料の未納
がない者、健康保険組合等の適用を受けてい
る者にあっては、直近１年間について厚生年
金保険料に未納がない者であること。また、
厚生年金保険の適用を受けない場合は、事業
主が直近１年間について国民年金の未加入及
び国民年金保険料の未納がない者であるこ
と。
 プライバシーマーク、ＩＳＯ／ＩＥＣ
27001又はＪＩＳ Ｑ 27001認証について、少
なくとも１つを取得していること。
 作業場においてＩＳＯ9001認証を取得して
いること、あるいはこれに準ずる事業者独自
のものを定めていること。
 全国健康保険協会の運用仕様書等事前書類
審査に合格していること。

３ 入札書の提出場所等
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先
・場所 〒1608507 東京都新宿区四谷１
６１ ＹＯＴＳＵＹＡ ＴＯＷＥＲ６階
・問合せ先 全国健康保険協会 契約グルー
プ （担当）河瀬 和美 電話036680
8199
※原則、上記窓口にて直接交付する。なお、
郵送による交付を希望する者は依頼書をＦ
ＡＸのうえ、交付依頼を行うこと。

 運用仕様書等の提出期限等
・日時 令和８年９月17日12時00分
・場所 全国健康保険協会本部 業務第一グ
ループ （担当）割貝・浅井・木原 電話
0366808577

 入札書の受領期限等
・期限 令和８年10月６日12時00分（郵送す
る場合も、上記日時までに必着とする。）
・提出場所 上記と同じ。
 開札の日時及び場所
・日時 令和８年10月７日11時00分
・場所 全国健康保険協会本部 会議室 東
京都新宿区四谷１６１ ＹＯＴＳＵＹ
Ａ ＴＯＷＥＲ６階
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４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 全額免除とす
る。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、事前書類審査に関する
書類等を令和８年９月17日12時00分までに、
競争参加資格に関する証明書等を令和８年10
月６日12時00分までに提出しなければならな
い。入札者は、開札日の前日までの間におい
て、全国健康保険協会事務担当者から当該書
類等に関し説明を求められた場合は、それに
応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札条件に違反した入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると全国健康保険協会理事長が判断
した資料を添付して入札書を提出した入札者
であって、全国健康保険協会会計規程第32条
の規定により作成された予定価格の制限の範
囲内で、最低価格をもって有効な入札を行っ
た入札者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroyasu Kitagawa, the

Chief Director, Japan Health Insurance As‑

sociation

 Classification of the products to be pro‑

cured : 53

 Nature and quantity of the services to be

required : Collection and sorting of the non‑

working dependents status list

 Contract term : From the contract day to

31 March 2027

 Delivery place : as in the sepcifications

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under the Article 30 of the

Japan Health Insurance Association Or‑

der concerning the accounts regulations

 Not come under the Article 31 of the

Japan Health Insurance Association Or‑

der concerning the accounts regulations

 Possess the Grade A or Grade B in

Service in terms of the qualification for

participating in tenders by the Ministry

of Health, Labour and Welfare (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in fiscal year 2025, 2026, and 2027

 Prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

 Prove to have no false statement in

tendering application forms or attached

documents

 Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

 Being the person who does not take

compensation for damages request from

Japan Health Insurance Association

 Do not come out of Japan Health Insur‑

ance Association during a period taking a

nomination stop about duties

 Enterprise have qualification of Priva‑

cy mark, ISO／IEC27001 or JIS Q 27001
 Enterprise have qualification of

ISO9001 or qualification to follow

 Pass prior documents examination

 Time‑limit for Tender : 12 : 00, 6 October,

2026

 Contact point for the notice : Kazumi

Kawase, accounting division, general af‑

fairs department, Japan Health Insurance

Association, YOTSUYA TOWER 6F 1
61, Yotsuya, Shinjuku‑ku, Tokyo, 160
8507 Japan, TEL 0366808199

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 120 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量
ＴＳＶ形成用電解めっき装置 一式

 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」または「物品の販売」の
「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ
ている者であること。なお、全省庁統一資格
において、当該資格を有する者は、同等級に
格付けされているものとみなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。

 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 髙谷 麻紀 電話05035213542
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
８月17日から令和８年８月31日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年９月15日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年10月６日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年10月７日15
時 茨城県つくば市東１１１ 国立研究
開発法人産業技術総合研究所 中央事業所１
群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : TSV electroplating equipment

1 set

 Delivery period : March 31, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, October 6,

2026

 Contact point for the notice : TAKAYA

Maki, Tsukuba Central 1, Procurement Di‑

vision, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035213542

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 118 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 窒素循環型連結グ
ローブボックス 一式

 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」または「物品の販売」の
「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ
ている者であること。なお、全省庁統一資格
において、当該資格を有する者は、同等級に
格付けされているものとみなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 日永田郁実 電話05035223405

 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
８月17日から令和８年９月１日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年９月
１日15時 国立研究開発法人産業技術総合研
究所 中央事業所２群２１棟２階 第４輪
講室
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年９月15日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年10月６日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年10月７日14
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Nitrogen‑circulating multi‑sta‑

tion glove box system 1 set

 Delivery period : February 26, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, October 6,

2026

 Contact point for the notice : HIEIDA

Ikumi, Tsukuba Central 1, Procurement Di‑

vision, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035223405

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 123 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 不正機能排除技術検
証用ＴＥＧチップの設計及び製造 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年７月30日


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 納入場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10％に相当する
額を加算した金額（当該金額に１円未満の端
数があるときは、その端数金額を切り捨てる
ものとする。）をもって落札価格とするので、
入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
の等級に格付けされている者であること。な
お、全省庁統一資格において、当該資格を有
する者は、同等級に格付けされているものと
みなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 安藤 知里 電話05035210832
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
８月17日から令和８年８月31日まで 上記３
において交付する。

 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年９月14日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年10月６日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年10月７日11
時 茨城県つくば市東１１１ 国立研究
開発法人産業技術総合研究所 中央事業所１
群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 国立研究開発法人産業
技術総合研究所の契約事務取扱要領第14条の
規定に基づき作成された予定価格の制限の範
囲内で最低価格をもって有効な入札を行った
者を落札者とする。ただし、落札者となるべ
き者の入札価格によっては、その者により当
該契約の内容に適合した履行がなされないお
それがあると認められるとき、又はその者と
契約を締結することが公正な取引の秩序を乱
すおそれがあると認められるときは、予定価
格の範囲内の価格をもって入札をした他の者
のうち、最低の価格をもって入札した者を落
札者とすることがある。その他の事項は、国
立研究開発法人産業技術総合研究所入札心得
の定めるところにより実施する。
 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Design and Fabrication of TEG

Chips for Validation of Hardware Trojan

Detection and Elimination Technologies 1

set

 Delivery period : July 30, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, October 6,

2026

 Contact point for the notice : ANDO

Chisato, Tsukuba Central 1, Procurement

Division, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035210832

〇産総第 124 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 共焦点ラマン顕微鏡
一式

 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 入札説明書のとおり

 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10％に相当する
額を加算した金額（当該金額に１円未満の端
数があるときは、その端数金額を切り捨てる
ものとする。）をもって落札価格とするので、
入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」または「物品の販売」の
「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ
ている者であること。なお、全省庁統一資格
において、当該資格を有する者は、同等級に
格付けされているものとみなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 安藤 知里 電話05035210832
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
８月17日から令和８年８月31日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。



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 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年９月14日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年10月６日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年10月７日13
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Confocal Raman Microscope 1

set

 Delivery period : February 26, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, October 6,

2026

 Contact point for the notice : ANDO

Chisato, Tsukuba Central 1, Procurement

Division, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035210832

〇産総第 125 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 ビットエラーレート
テスタ 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」または「物品の販売」の

「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ
ている者であること。なお、全省庁統一資格
において、当該資格を有する者は、同等級に
格付けされているものとみなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 髙谷 麻紀 電話05035213542
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
８月17日から令和８年８月31日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年９月15日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年10月６日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年10月７日15
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ

ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Bit Error Rate Tester 1 set

 Delivery period : February 26, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, October 6,

2026

 Contact point for the notice : TAKAYA

Maki, Tsukuba Central 1, Procurement Di‑

vision, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035213542
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

独立行政法人環境再生保全機構
契約担当職 理事 福山 賢一

◎調達機関番号 589 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 15、28、29、101
 購入等件名及び数量 機構電話環境の更改
及び運用保守業務 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 履行期間 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、提案に係る性能、機
能、技術等に関する書類（以下「総合評価の
ための書類」という。）を提出すること。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10％に相当する額を加算し
た額（当該金額に１円未満の端数があるとき
は、その端数金額を切り捨てるものとする。）
をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人環境再生保全機構契約事務取
扱細則第４条及び第５条の規定に該当しない
者であること。
 令和07・08・09年度競争参加資格（全省庁
統一資格）において、「物品の販売」及び「役
務の提供等」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格
付けを有している者であること。
 上記２のの資格を有する者のうち、随時
審査を受けた者にあっては、資格審査結果通
知書（写）を入札日の前日までに提出するこ
と。
 個人情報管理状況調査票のすべての確認項
目が実施済又は対応済であること。（非該当項
目を除く。）

 仕様書61記載の参加要件を満たすことが
できる者であること。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
 暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる
者であること。

３ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問い合わせ先等
 契約条項を示す場所、入札書の提出場所及
び問い合わせ先
〒2128554 神奈川県川崎市幸区大宮町

1310番 独立行政法人環境再生保全機構 財
務部 経理課 永井、日下部
電話0445209529
電子メールアドレス：keiri@erca.go.jp

 入札説明書の交付期間 本公告の日から令
和８年９月17日17時00分までに、機構ホーム
ページ掲載の入札公告に記載のフォーム経由
で登録すること。又は、上記の電子メール
アドレスに連絡すること。後日、入札説明書
一式のデータを交付する。
 入札説明会の日時及び場所 開催しない。
 「総合評価のために必要な書類」の提出期
限及び場所 令和８年10月１日17時00分まで
に、上記３のの場所に提出しなければなら
ない（送付により提出する場合は、令和８年
９月30日までに配達記録の残る方法で必着の
こと）。
 「総合評価のために必要な書類」に関する
ヒアリング 令和８年10月６日を予定
 入札、開札の日時及び場所 令和８年10月
22日14時00分 独立行政法人環境再生保全機
構 第３会議室

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人北海道国立大学機構
理事長 長谷山 彰

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 01
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量 高度・広域連携統合
ＬＭＳ構築 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月26日
 納入場所 理事長が指定する場所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この入札に参加
を希望する者は、入札説明書に基づいて「総
合評価のための必要な書類」を作成し、本公
告に示した業務を完全に履行できることを証
明する書類を合わせて提出しなければならな
い。また、開札日の前日までの間において契

約担当職理事から「総合評価のために必要な
書類」に関して説明が求められた場合にはこ
れに応じなければならない。なお、提出され
た「総合評価のために必要な書類」について
は、環境再生保全機構において総合評価基準
に定める評価基準に基づき「総合評価のため
に必要な書類」を審査するものとし、審査の
結果、合格した「総合評価のために必要な書
類」に係る入札書のみを落札決定の対象とす
る。「総合評価のために必要な書類」の合否に
ついては、令和８年10月20日までに連絡する
ものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 総合評価落札方式とす
る。環境再生保全機構会計規程第46条の規定
に基づいて作成する予定価格の制限の範囲内
の入札金額を提示した入札者であって、入札
説明書で指定する性能、機能等の要件のうち
必須とした項目についての基準を全て満たす
「総合評価のために必要な書類」を提出した
入札者の中から、入札説明書で定める総合評
価の方法をもって落札者を決定する。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting entity : Kenichi Fukuyama,

Executive Director, Environmental Resto‑

ration and Conservation Agency of Japan

 Classification Numbers : 15, 28, 29, 101

 Procurement Title and Quantity : Te‑

lephony Environment Upgrade and Opera‑

tions &Maintenance Services

 Details and Specifications of the Pro‑

curement : As specified in the Instructions

Documents (Japanese Only)

 Bidding Method : The successful bidder

shall be determined using the Comprehen‑

sive Evaluation Bid Award Method.

 Location for Display of Contract Terms,

Distribution of Instructions Documents, and

Contact Information : Person in charge ;

Nagai and Kusakabe, Finance Division, Fi‑

nance and Accounting Department. En‑

vironmental Restoration and Conservation

Agency of Japan. 8th Floor, Muza Ka‑

wasaki Central Tower, 1310 Omiyacho,

Saiwai‑ku, Kawasaki‑shi, Kanagawa 212
8554, Japan

Tel :＋81445209529
Email : keiri@erca.go.jp

 Period for Distribution of Instructions

Documents : From the date of this public

notice until 5 : 00 p.m on September 17,

2026. Applicants shall register via the form

provided in the bidding announcement post‑

ed on the Agencys website, or contact the

email address listed in item  above. The
complete set of Bidding Instructions will be

provided at a later date.

 Deadline and Place for Submission of

Proposals : By 5 : 00 p.m. on October 1,

2026. At the location specified in above.


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２ 競争参加資格
 国立大学法人北海道国立大学機構契約事務
取扱規程第３条及び第４条の規定に該当しな
い者であること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に北海道地域の「物品の販売」
のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされている者で
あること。
 理事長から取引停止の措置を受けている期
間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒0808555 北海道帯広市稲田町西２線11
番地 国立大学法人北海道国立大学機構経理
課 川村 正洋 電話0155654360
E‑mail：keiri@office.nuc-hokkaido.ac.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年10月７日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月５日14
時00分 北海道国立大学機構本部棟１階マル
チルーム２

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、理事長から当該書類に
関し説明を求められた場合は、それに応じな
ければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると理事長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人北海道国立大学機構契約事
務取扱規程第15条の規定に基づいて作成され
た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ
て有効な入札を行った入札者を落札者とす
る。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASEYAMA Akira, The

Chancellor, National University Corpora‑

tion Hokkaido Higher Education and Re‑

search System

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Construction of advanced and

wide‑area integrated LMS 1 Set

 Delivery period : By 26, March 2027

 Delivery place : The places specified by

Chancellor

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 3 and 4 of the

Regulation concerning the Contract

for National University Corporation

Hokkaido Higher Education and Re‑

search System,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Hokkaido area in sales of product for

participating in tenders by Single qualifi‑

cation for every ministry and agency,

Ｃ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the

Chancellor,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by the Chan‑

cellor.

 Time limit of tender : 5 : 00 PM 7, Octo‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : KAWA‑

MURA Masahiro, Accounting Section, Na‑

tional University Corporation Hokkaido

Higher Education and Research System,

Inada‑cho, Obihiro, Hokkaido 0808555
Japan, TEL 0155654360,
E‑mail : keiri@office.nuc-hokkaido.ac.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
契約担当役
国立大学法人千葉大学事務局長 田畑 磨
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 12
〇第 11 号
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 購入等件名及び数量 産婦人科用トレーニ
ングシミュレーター 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 千葉大学医学部附属病院
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人千葉大学契約事務取扱細則第
５条及び第６条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、同条中、特別の理由がある場
合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は
国立大学法人千葉大学の競争参加資格のいず
れかにおいて令和８年度に関東・甲信越地域
の「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に
格付けされている者であること。なお、当該
競争参加資格については、令和８年３月31日
付け号外政府調達第58号の官報の競争参加者
の資格に関する公示の別表に掲げる申請受付
窓口において随時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 本公告に示した物品を契約担当役が指定す
る日時、場所に十分に納入することができる
ことを証明した者であること。

 国立大学法人千葉大学契約事務取扱細則第
７条の規定に基づき、契約担当役が定める資
格を有する者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒2608677 千葉市中央区亥鼻１８１
千葉大学医学部附属病院管理課調達グルー
プ 佐々木結花 電話0432262236
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年８月
20日11時00分 千葉大学医学部附属病院セミ
ナー室１
 入札書の受領期限 令和８年９月28日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月28日11
時00分 千葉大学医学部附属病院セミナー室
１

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、国立大学法人千葉大学契約事務取扱
細則第13条の規定に基づいて作成された予定
価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効
な入札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。





令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Osamu Tabata, The Ob‑

ligating Officer Administration Bureau,

Chiba University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Ob‑gyn training simulator 1 Set

 Delivery period : By 31 March, 2027

 Delivery place : Chiba University Hospi‑

tal

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 5 and 6 of the

Regulation concerning the Contract for

Chiba University, Furthermore, minors,

Person under Conservatorship or Person

under Assistance that obtained the con‑

sent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause,

Ｂ have the Grade A,Grade B, Grade C, or

Grade D qualification during fiscal 2026

in the Kanto・Koshinetsu area in sales of
product for participating in tenders by

Single qualification for every ministry

and agency, or in tenders by National

University Corporation,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Ob‑

ligating Officer,

Ｅ meet the qualification requirements

which The Obligating Officer, Adminis‑

tration Bureau, may specify in accor‑

dance with Article 7 of the Regulation,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer.

 Time limit of tender : 17 : 00, 28 Septem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Yuka

Sasaki, Procurement Group, Management

Division, Chiba University Hospital, 18
1 Inohana Chuo‑ku Chiba‑shi 2608677 Ja‑
pan, TEL 0432262236
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

２ 競争参加資格
 国立大学法人東京科学大学契約事務取扱規
程第７条及び第８条の規定に該当しない者で
あること。（代理人、支配人その他の使用人と
して使用する者についても同様とする。）
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に関東・甲信越地域の「物品
の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされて
いる者であること。なお、当該競争参加資格

については、官報（政府調達公告版）の競争
参加者の資格に関する公示の別表に掲げる申
請受付窓口において随時受け付けている。
 国立大学法人東京科学大学契約事務取扱規
程第６条の規定に基づき、本学が定める資格
を有する者であること。
 本学から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1138510 東京都文京区湯島１５45
東京科学大学財務部湯島会計課契約第３グ
ループ 平木 智子 電話0358035945
E‑mail：keiyaku-3@ml.tmd.ac.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年９月17日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月９日
14時00分 東京科学大学湯島地区１号館西３
階会議室１

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Naoto Ohtake, President,

Institute of Science Tokyo

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : High‑Sensitivity and Deep‑

Coverage Mass Spectrometry System 1Set

 Delivery period : By 15 March, 2027

 Delivery place : By Institute of Science

Tokyo Yushima Campus, Institute of In‑

tegrated Research

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 7 and 8 of the

Regulation concerning the Contract for

Institute of Science Tokyo,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kanto・Koshinetsu area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy,

Ｃ meet the qualification requirements

which Institute of Science Tokyo may

specify in accordance with Article 6 of

the Regulation,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by Institute

of Science Tokyo.

Ｅ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、本学から当該書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると本学が判断した入札者であっ
て、国立大学法人東京科学大学契約事務取扱

規程第13条の規定に基づいて作成された予定
価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効
な入札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人東京科学大学
理事長 大竹 尚登

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 13
〇湯島地区第９号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 高感度・高深度質量
分析システム 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月15日
 納入場所 東京科学大学湯島地区 総合研
究院
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
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 Time limit of tender : 17 : 00 17 Septem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Tomoko Hi‑

raki, Yushima Accounting Section, Finan‑

cial Division, Institute of Science Tokyo,

1545 Yushima Bunkyo‑ku Tokyo 113
8510 Japan, TEL 0358035945
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
契約担当役

国立大学法人長岡技術科学大学
事務局長 上地 義夫

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 15
〇第８号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 赤外高エネルギー超
短パルスアンプ・波長変換システム 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年４月30日
 納入場所 国立大学法人長岡技術科学大学
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人長岡技術科学大学の契約事務
取扱細則第12条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、同条中、特別の理由がある場
合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に関東・甲信越地域の「物品
の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされて
いる者であること。

 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 国立大学法人長岡技術科学大学の契約事務
取扱細則第13条の規定に基づき、契約担当役
が定める資格を有する者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒9402188 新潟県長岡市上富岡町1603
１ 国立大学法人長岡技術科学大学財務課契
約第２係長 桜井 雄太 電話025847
9221
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会 開催しない。
 入札書の受領期限 令和８年10月８日15時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月６日14
時00分 国立大学法人長岡技術科学大学事務
局１号棟３階第一会議室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KAMIJI Yoshio, The Ob‑

ligating Officer Director‑General, Adminis‑

tration Bureau, Nagaoka University of

Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Infrared High‑Energy Ultras‑

hort‑Pulse Amplifier and Wavelength Con‑

version System 1 set

 Delivery period : By 30 April, 2027

 Delivery place : Nagaoka University of

Technology

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 12 of the Regu‑

lation concerning the Contract for

Nagaoka University of Technology.

Furthermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause,

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人新潟大学長 染矢 俊幸
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 15
〇第 17 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 高密度微小電極アレ
イ細胞電位測定装置 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月12日
 納入場所 新潟大学脳研究所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、国立大学法人長岡技術科学大学の契
約事務取扱細則第18条の規定に基づいて作成

された予定価格の制限の範囲内で最低価格を
もって有効な入札を行った入札者を落札者と
する。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kanto・Koshinetsu area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ meet the qualification requirements

which The Obligating Officer may spec‑

ify in accordance with Article 13 of the

Regulation,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer.

 Time limit of tender : 15 : 00 8 October,

2026

 Contact point for the notice : SAKURAI

Yuta, Chief, Section of Contracts (2nd Di‑

vision), Division of Financial Affairs,

Nagaoka University of Technology, 1603
1 Kamitomioka‑machi, Nagaoka‑shi,

Niigata 9402188 Japan, TEL 025847
9221

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.
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２ 競争参加資格
 国立大学法人新潟大学契約事務取扱規程第
３条の規定に該当しない者であり、かつ過去
１年間において第４条の規定に該当しない者
であること。なお、未成年者、被保佐人又は
被補助人であって、契約締結のために必要な
同意を得ている者は、同条中、特別の理由が
ある場合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に関東・甲信越地域の「物品
の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされて
いる者であること。なお、当該競争参加資格
については、令和８年３月31日付け号外政府
調達第58号の官報の競争参加者の資格に関す
る公示の別表に掲げる申請受付窓口において
随時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 国立大学法人新潟大学契約事務取扱規程第
５条第２項の規定に基づき、学長が定める資
格を有する者であること。
 学長から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒9502181 新潟市西区五十嵐二の町8050
番地 新潟大学財務部財務管理課 長井
望 電話0252627673
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年10月７日15時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月29日14
時00分 新潟大学松風会館２階第２会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、密封した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前

日までの間において、学長から当該書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると学長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人新潟大学契約事務取扱規程
第11条の規定に基づいて作成された予定価格
の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入
札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Toshiyuki Someya, Presi‑

dent, National University Corporation

Niigata University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : High‑density microelectrode ar‑

ray cell potential measurement device 1 Set

 Delivery period : By 12 March, 2027

 Delivery place : Niigata University Brain

Research Institute

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 over the past

one year and Article 3 of the Regulation

concerning the Contract for Niigata Uni‑

versity Furthermore, minors, Person un‑

der Conservatorship or Person under As‑

sistance that obtained the consent neces‑

sary for concluding a contract may be ap‑

plicable under cases of special reasons

within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kanto・Koshinetsu area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ meet the qualification requirements

which President, National University

Corporation Niigata University may spe‑

cify in accordance with Article 5 of the

Regulation,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President,

National University Corporation Niigata

University.

 Time limit of tender : 15 : 00 7 October,

2026

 Contact point for the notice : Nozomi

Nagai, Financial Management section,

Niigata University, 8050 Ikarashi 2‑no‑cho

Nishi‑ku Niigata‑shi 9502181 Japan, TEL
0252627673
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人金沢大学長 和田 隆志
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 17
〇第７号
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 購入等件名及び数量
診断用陽電子放射断層撮影・Ｘ線ＣＴ複合
装置（ＰＥＴ／ＣＴシステム） 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 金沢大学附属病院
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、提案に係る性能、機
能、技術等に関する書類（以下「総合評価の

ための書類」という。）を提出すること。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人金沢大学の会計細則第30条及
び第31条の規定に該当しない者であること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に東海・北陸地域の「物品の
販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされてい
る者であること。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 本公告に示した物品を学長が指定する日
時、場所に十分に納入することができること
を証明した者であること。
 医薬品医療機器等法に基づいて医療機器の
販売業の許可を得ていることを証明した者で
あること。
 国立大学法人金沢大学の会計細則第32条第
３項の規定に基づき、学長が定める資格を有
する者であること。
 学長から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒9208641 金沢市宝町13１ 金沢大学
病院部経営管理課調達管理係長 川田 竜也
電話0762652067
E‑mail hptyot@adm.kanazawa-u.ac.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子ファイルにて交付するので、上記３へ
E‑mailにて申し込むこと。なお、メール件
名は「【社名】（件名）の入札説明書交付希望」
とすること。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年８月
21日14時00分 金沢大学附属病院外来診療棟
地階小会議室
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 入札書の受領期限 令和８年９月28日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月20日14
時00分 金沢大学附属病院外来診療棟地階小
会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。
 入札保証金 免除する。
 契約保証金 免除する。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に総合
評価のための書類及び本公告に示した物品を
納入できることを証明する書類を添付して入
札書の受領期限までに提出しなければならな
い。入札者は、開札日の前日までの間におい
て、学長から当該書類に関し説明を求められ
た場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると学長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人金沢大学の会計細則第38条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で、学長が入札説明書で指定する性
能、機能、技術等（以下「性能等」という。）
のうち、必須とした項目の最低限の要求要件
をすべて満たしている性能等を提案した入札
者の中から、学長が入札説明書で定める総合
評価の方法をもって落札者を定める。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Takashi Wada, Presi‑

dent, Kanazawa University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Diagnostic Positron Emission

Tomography／ X‑ray Computed Tomog‑
raphy System (PET／CT System) 1 Set

 Delivery period : By 31 March, 2027

 Delivery place : Kanazawa University

Hospital

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 30 and 31 of the

Regulation concerning the Contract for

Kanazawa University,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Tokai・Hokuriku area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Ob‑

ligating Officer,

Ｅ prove to have obtained license for sell‑

ing a medical instrument in accordance

with the Pharmaceutical and Medical De‑

vice Act,

Ｆ meet the qualification requirements

which President, Kanazawa University

may specify in accordance with Article

32 paragraph 3 of the Regulation,

Ｇ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President,

Kanazawa University.

 Time limit of tender : 17 : 00 28 Septem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Tatsuya

Kawada, Procurement management Sec‑

tion, Hospital Management Division, Hos‑

pital Department, Kanazawa University,

131 Takara‑machi Kanazawa‑shi 920
8641 Japan, TEL 0762652067
E‑mail hptyot@adm.kanazawa-u.ac.jp
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人浜松医科大学
理事 三沼 仁

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 22
〇第５号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量 病院職員就業管理シ
ステム 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 浜松医科大学医学部附属病院
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人浜松医科大学契約事務規程第
２条及び第３条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、同条中、特別の理由がある場
合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に東海・北陸地域の「物品の
販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされてい
る者であること。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 国立大学法人浜松医科大学契約事務規程第
４条の規定に基づき、理事が定める資格を有
する者であること。
 理事から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒4313192 浜松市中央区半田山１20
１ 浜松医科大学病院経営戦略課病院調達係
川井 寛子 電話0534352132

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年８月
24日11時00分 浜松医科大学外来棟３階第一
集会室
 入札書の受領期限 令和８年10月７日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月４日10
時30分 浜松医科大学管理棟２階第二会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、理事から当該書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると理事が判断した入札者であっ
て、国立大学法人浜松医科大学契約事務規程
第10条の規定に基づいて作成された予定価格
の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入
札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。
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５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MINUMA Hitoshi, Ex‑

ecutive Director

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Hospital staff Employment Ma‑

nagement System 1 Set

 Delivery period : By 31 March, 2027

 Delivery place : Hamamatsu University

School of Medicine Hospital

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 2 and 3 of the

Regulation concerning the Contract for

Hamamatsu University School of Medi‑

cine Furthermore, minors, Person under

Conservatorship or Person under Assis‑

tance that obtained the consent necessary

for concluding a contract may be appli‑

cable under cases of special reasons with‑

in the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Tokai・Hokuriku area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ meet the qualification requirements

which Executive Director may specify in

accordance with Article 4 of the Regula‑

tion,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by Executive

Director.

 Time limit of tender : 17 : 00 7 October,

2026

 Contact point for the notice : KAWAI Hi‑

roko, Hospital Procurement Section, Hos‑

pital Management Strategy Division, Ha‑

mamatsu University School of Medicine,

1201 Handayama Chuo‑ku Hamamatsu
city 4313192 Japan, TEL 0534352132
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人東海国立大学機構
機構長 松尾 清一

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 23
〇第 30 号名古屋大学
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 購入等件名及び数量 超音波診断装置 一
式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 機構長が指定する場所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価額と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人東海国立大学機構の契約事務
取扱細則第３条及び第４条の規定に該当しな
い者であること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は
国立大学法人東海国立大学機構の競争参加資
格のいずれかにおいて令和８年度に東海・北
陸地域の「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級
に格付けされている者であること。なお、国
の競争参加資格（全省庁統一資格）について
は、令和８年３月31日付け号外政府調達第58
号の官報の競争参加者の資格に関する公示の

別表に掲載する申請受付窓口において随時受
け付けており、東海国立大学機構の競争参加
資格については、東海国立大学機構財務部財
務課にて随時受け付けている。
 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安
全性の確保等に関する法律に基づいて医薬品
の一般販売業の許可を受けていることを証明
した者であること。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 国立大学法人東海国立大学機構の契約事務
取扱細則第５条の規定に基づき、機構長が定
める資格を有する者であること。
 機構長から取引停止の措置を受けている期
間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先 〒
4668560 名古屋市昭和区鶴舞町65 国立大
学法人東海国立大学機構 名大病院事務部経
理課調達グループ 原田 直亮 電話052
7442788
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年８月
24日 13時45分 名古屋大学医学部附属病院
外来棟４階会議室
 入札書の受領期限 令和８年９月30日 16
時00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月30日
14時40分 名古屋大学医学部附属病院外来棟
４階会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、機構長から当該書類に
関し説明を求められた場合は、それに応じな
ければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると機構長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人東海国立大学機構の契約事
務取扱細則第10条の規定に基づいて作成され
た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ
て有効な入札を行った入札者を落札者とす
る。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Seiichi Matsuo, Chancel‑

lor, National University Corporation,

Tokai National Higher Education and Re‑

search System

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Ultrasound Diagnostic System

1 Set

 Delivery period : By 31 March, 2027

 Delivery place : The places specified by

Chancellor

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 3 and 4 of the

Regulation concerning the Contract for

National University Corporation Tokai

National Higher Education and Research

System,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Tokai・Hokuriku area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy, or in tenders by National University

Corporation Tokai National Higher Edu‑

cation and Research System,
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Ｃ prove to have registered with the rel‑

evant authorities, in accordance with The

Law on Securing Quality, Efficacy and

Safety of Products including Pharma‑

ceuticals and Medical Devices, to initiate

business of selling medical appliances,

Ｄ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｅ meet the qualification requirements

which Chancellor, National University

Corporation, Tokai National Higher

Education and Research System may spe‑

cify in accordance with Article 5 of the

Regulation,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by Chancel‑

lor, National University Corporation,

Tokai National Higher Education and

Research System.

 Time limit of tender : 16 : 00 30 Septem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Naoaki

Harada, Accouting Division, Nagoya Uni‑

versity School of Medicine, Tokai National

Higher Education and Research System, 65

Tsurumai‑cho Showa‑ku Nagoya‑shi 466
8560 Japan, TEL 0527442788
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人東海国立大学機構
機構長 松尾 清一

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 23
〇第 31 号名古屋大学
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 無冷媒超伝導マグ
ネットシステム 一式

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月29日
 納入場所 機構長が指定する場所
 入札方法 落札決定に当たっては、電子入
札システムに入力された金額に当該金額の10
パーセントに相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てるものとする。）をもって
落札価額とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約金額
の110分の100に相当する金額を電子入札シス
テムに入力すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人東海国立大学機構の契約事務
取扱細則第３条及び第４条の規定に該当しな
い者であること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は
国立大学法人東海国立大学機構の競争参加資
格のいずれかにおいて令和８年度に東海・北
陸地域の「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級
に格付けされている者であること。なお、国
の競争参加資格（全省庁統一資格）について
は、令和８年３月31日付け号外政府調達第58
号の官報の競争参加者の資格に関する公示の
別表に掲載する申請受付窓口において随時受
け付けており、東海国立大学機構の競争参加
資格については、東海国立大学機構財務部財
務課にて随時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 国立大学法人東海国立大学機構の契約事務
取扱細則第５条の規定に基づき、機構長が定
める資格を有する者であること。
 機構長から取引停止の措置を受けている期
間中の者でないこと。

３ 入札書類の提出場所等
 入札書類の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先 〒
4648601 名古屋市千種区不老町１ 国立大
学法人東海国立大学機構 財務部 経理第一
課 佐野 雄一 電話0527895666
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。

 入札書類の受領期限 令和８年10月７日
17時00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月30日
14時00分 電子入札による

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書及び本公告
に示した物品を納入できることを証明する書
類を添付して入札書類の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、機構長から当該書類に
関し説明を求められた場合は、それに応じな
ければならない。
 入札の無効 本公告及び入札説明書に示し
た競争参加資格のない者の提出した入札書
類、入札者に求められる義務を履行しなかっ
た者の提出した入札書類、その他入札説明書
による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると機構長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人東海国立大学機構の契約事
務取扱細則第10条の規定に基づいて作成され
た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ
て有効な入札を行った入札者を落札者とす
る。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Seiichi Matsuo, Chancel‑

lor, National University Corporation,

Tokai National Higher Education and Re‑

search System

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Cryogen‑free superconducting

magnet 1 Set

 Delivery period : By 29 March, 2027

 Delivery place : The places specified by

Chancellor

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 3 and 4 of the

Regulation concerning the Contract for

National University Corporation Tokai

National Higher Education and Research

System,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Tokai・Hokuriku area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy, or in tenders by National University

Corporation Tokai National Higher Edu‑

cation and Research System,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ meet the qualification requirements

which Chancellor, National University

Corporation, Tokai National Higher

Education and Research System may spe‑

cify in accordance with Article 5 of the

Regulation,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by Chancel‑

lor, National University Corporation,

Tokai National Higher Education and

Research System.

 Time limit of tender : 17 : 00 7 October,

2026

 Contact point for the notice : Yuichi

Sano, Accounting Division 1, Financial Af‑

fairs Department, Tokai National Higher

Education and Research System, 1

Furo‑cho Chikusa‑ku Nagoya‑shi 4648601
Japan, TEL 0527895666
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

契約担当役
国立大学法人名古屋工業大学

事務局長 小湊 啓一
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 23
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量 ソフトウェア包括ラ
イセンス契約 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年１月１日
 納入場所 国立大学法人名古屋工業大学
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人名古屋工業大学の契約事務取
扱規則第４条及び第５条の規定に該当しない
者であること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に東海・北陸地域の「物品の
販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされてい
る者であること。なお、当該競争参加資格に
ついては、令和７年３月31日付け政府調達第
57号の官報の競争参加者の資格に関する公示
の別表に掲げる申請受付窓口において随時受
け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、国立大学法人名古屋工業大学の契約
事務取扱規則第12条の規定に基づいて作成さ
れた予定価格の制限の範囲内で最低価格を
もって有効な入札を行った入札者を落札者と
する。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人京都大学契約事務取扱規則第
４条の規定に該当しない者であること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に近畿地域の「物品の製造又
は物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付け
されている者であること。なお、当該競争参
加資格については、令和８年３月31日付け号
外政府調達第58号の官報の競争参加者の資格
に関する公示の別表に掲げる申請受付窓口に
おいて随時受け付けている。
 入札説明書で指定する内容等を満たす者で
あること。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 国立大学法人京都大学から取引停止の措置
を受けている期間中の者でないこと。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Keiichi Kominato, The

Obligating Officer Director‑General Admin‑

istration Bureau, Nagoya Institute of Tech‑

nology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Campus Agreement Software

License 1 Set

 Delivery period : By 1 January, 2027

 Delivery place : Nagoya Institute of

Technology

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

Nagoya Institute of Technology,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Tokai・Hokuriku area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer Director‑General.

 Time limit of tender : 17 : 00 13 October,

2026

 Contact point for the notice : Rina

Yoshida, Accounting Division, Nagoya In‑

stitute of Technology, Gokiso‑cho

Showa‑ku Nagoya‑shi 4668555 Japan,
TEL 0527357142
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人京都大学長 湊 長博
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 26
〇第 22 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 レーザ構造電子輸送
特性測定システム 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月26日

 納入場所 京都大学大学院工学研究科
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒6068501 京都市左京区吉田本町 京都
大学会計管理部経理課経理調達掛 松澤
由宜 電話0757532167
E‑mail：
seicho@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子ファイルにて交付するので、件名、社名、
担当者名及び連絡先（所在地、電話番号等）
を明記し、３の問合せ先に申し込むこと。
また、申し込む際の電子メールの件名は、【社
名】「（件名）の入札説明書交付希望」とする
こと。
 入札書の受領期限 令和８年９月17日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月19日11
時00分 京都大学会計管理部第二会議室

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒4668555 名古屋市昭和区御器所町字木
市29番 名古屋工業大学経理課調達係 吉田
梨菜 電話0527357142

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年10月13日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月４日10
時00分 名古屋工業大学本部棟１階107ミー
ティングスペース






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、学長から当該書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると国立大学法人京都大学が判断し
た入札者であって、国立大学法人京都大学契
約事務取扱規則第13条の規定に基づいて作成
された予定価格の制限の範囲内で最低価格を
もって有効な入札を行った入札者を落札者と
する。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Nagahiro Minato, Presi‑

dent, Kyoto University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electronic Transport Measure‑

ment System for Laser Structures 1 Set

 Delivery period : By 26 March, 2027

 Delivery place : Graduate School of En‑

gineering Kyoto University

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 of the Regula‑

tion concerning the Contract for Kyoto

University,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kinki area in manufacture of product or

sales of product for participating in ten‑

ders by Single qualification for every mi‑

nistry and agency,

２ 競争参加資格
 国立大学法人大阪大学契約規則第７条及び
第８条の規定に該当しない者であること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は
国立大学法人大阪大学の競争参加資格のいず
れかにおいて令和８年度に近畿地域の「物品
の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けさ
れている者であること。なお、当該競争参加
資格については、令和８年３月31日付け号外
政府調達第58号の官報の競争参加者の資格に
関する公示の別表に掲げる申請受付窓口にお
いて随時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒5650871 大阪府吹田市山田丘１１
大阪大学経理部経理契約課契約第三係 吉弘
周平 電話0668794010

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年10月８日17時
15分
 開札の日時及び場所 令和８年11月13日14
時00分 大阪大学本部事務機構１階入札室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KUMANOGOH Atsushi,

President, The University of Osaka

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 28

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Network System for The

University of Osaka Suita Agora 1 Set

 Delivery period : By 30 April, 2027

 Delivery place : The University of Osaka

Suita Agora

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 7 and 8 of the

Regulation concerning the Contract for

The University of Osaka,

Ｂ have the Grade A, Grade B, Grade C or

Grade D qualification during fiscal 2026

in the Kinki area in sales of product for

participating in tenders by Single qualifi‑

cation for every ministry and agency, or

in tenders by The University of Osaka,

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
国立大学法人大阪大学総長 熊ノ郷 淳

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 27
〇第 43 号
１ 調達内容
 品目分類番号 15、28
 購入等件名及び数量 大阪大学吹田アゴラ
ネットワーク機器 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年４月30日
 納入場所 大阪大学吹田アゴラ
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、総長から当該書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると総長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人大阪大学契約規則第14条の
規定に基づいて作成された予定価格の制限の
範囲内で最低価格をもって有効な入札を行っ
た入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

Ｃ meet content specified in the tender do‑

cumentation,

Ｄ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by Kyoto

University.

 Time limit of tender : 17 : 00 17 Septem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Yoshitaka

Matsuzawa, Finance Department, Procure‑

ment Section, Accounting Division, Kyoto

University, Yoshida‑Honmachi Sakyo‑ku

Kyoto‑shi 6068501 Japan, TEL 075
7532167
E‑mail :

seicho@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.
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Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products.

 Time limit of tender : 17 : 15 8 October,

2026

 Contact point for the notice :

YOSHIHIRO Shuhei, Accounting and Con‑

tracts Division, Department of Accounting,

The University of Osaka, 11 Yamadaoka
Suita shi Osaka 5650871 Japan, TEL 06
68794010
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
国立大学法人広島大学
契約担当職 理事（財務・総務担当）

柳澤 好治
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 34
〇第 28 号
１ 調達内容
 品目分類番号 23
 購入等件名及び数量 広島大学理学部研究
棟Ｂ改修に伴う書架新設等（ハンドル式集密
書架 新設） 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 広島大学理学部研究棟Ｂ地下１
階
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 契約担当職が入札説明書において定める資
格を有すること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に中国地域の「物品の販売」
のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされている者で
あること。なお、当該競争参加資格について
は、令和８年３月31日付け号外政府調達第58
号の官報の競争参加者の資格に関する公示の
別表に掲げる申請受付窓口において随時受け
付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 契約担当職から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒7398511 東広島市鏡山一丁目３番２号
広島大学財務・総務室財務部会計グループ
主査 平野 洋子 電話08040828736
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年８月
24日11時00分 （オンライン開催）
 入札書の受領期限 令和８年９月28日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月20日14
時00分 広島大学本部棟３Ｆ入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当職から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。

 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当職が判断した入札者で
あって、国立大学法人広島大学会計規則第22
条の規定に基づいて作成された予定価格の制
限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YANAGISAWA Koji,

The Officer for Contractual Affairs, Execu‑

tive (Finance and General Affairs), Hi‑

roshima University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 23

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Supply and installation of book

shelves for the School of Science‑Install

new hand‑operated compact shelving 1 Set

 Delivery period : By 31 March, 2027

 Delivery place : B1 Floor, Building B,

School of Science Research Building, Hi‑

roshima University

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ meet the qualification requirements

which The Officer for Contractual Af‑

fairs, Executive (Finance and General Af‑

fairs), Hiroshima University may specify

in The explanatory note about this ten‑

der,

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人愛媛大学長 仁科 弘重
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 38
〇第８号
１ 調達内容
 品目分類番号 ４
 購入等件名及び数量 医薬品 ナドファラ
ゲン フィラデノベク 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和８年11月１日から令和９年
３月31日
 納入場所 国立大学法人愛媛大学医学部附
属病院
 入札方法 入札金額は、一式当たりの単価
を記載すること。なお、落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の10
パーセントに相当する額を加算した金額を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の110分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。

Ｂ have the Grade A, Grade B, or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Chugoku area in sales of product for par‑

ticipating in tenders by Single qualifica‑

tion for every ministry and agency,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Offi‑

cer for Contractual Affairs, Executive

(Finance and General Affairs), Hiroshima

University.

 Time limit of tender : 17 : 00 28 Septem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : HIRANO

Hiroko, Accounting Group, Department of

Financial Affairs, Financial and General

Affairs Office, Hiroshima University Hi‑

gashihiroshima Campus, 132 Kaga‑
miyama Higashihiroshima‑shi 7398511
Japan, TEL 08040828736
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.
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２ 競争参加資格
 国立大学法人愛媛大学の契約事務取扱規程
第４条及び第５条の規定に該当しない者であ
ること。
 国の競争参加資格(全省庁統一資格)におい
て令和８年度に四国地域の「物品の製造又は
物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けさ
れている者であること。なお、当該競争参加
資格については、令和８年３月31日付け号外
政府調達第58号の官報の競争参加者の資格に
関する公示の別表に掲げる申請受付窓口にお
いて随時受け付けている。
 国立大学法人愛媛大学の契約事務取扱規程
第６条の規定に基づき、学長が定める資格を
有する者であること。
 学長から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒7910295 愛媛県東温志津川 国立大学
法人愛媛大学医学部経営管理課調達第二チー
ム 栗本 友哉 電話0899605214
E‑Mail mecho2@stu.ehime-u.ac.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年９月28日17時
15分
 開札の日時及び場所 令和８年10月15日14
時00分 国立大学法人愛媛大学医学部会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、学長から当該書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。

 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると学長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人愛媛大学の契約事務取扱規
程第13条の規定に基づいて作成された予定価
格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な
入札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroshige Nishina, Presi‑

dent, National University Corporation

Ehime University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 4

 Nature and quantity of the products to be

purchased : nadofaragene firadenovec 1 Set

 Delivery period : From 1 November, 2026

through 31 March, 2027

 Delivery place : National University Cor‑

poration Ehime University Hospital

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

Ehime University,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the Shi‑

koku area in manufacture of product or

sales of product for participating in ten‑

ders by Single qualification for every mi‑

nistry and agency,

Ｃ meet the qualification requirements

which President, National University

Corporation Ehime University may spec‑

ify in accordance with Article 6 of the

Regulation,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President,

National University Corporation Ehime

University.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人愛媛大学長 仁科 弘重
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 38
〇第９号
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 購入等件名及び数量 可変型手術用顕微鏡
一式

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 国立大学法人愛媛大学医学部附
属病院
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額(当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。)をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒7910295 愛媛県東温志津川 国立大学
法人愛媛大学医学部経営管理課調達第二チー
ム 栗本 友哉 電話0899605214
E‑Mail mecho2@stu.ehime-u.ac.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年９月28日17時
15分
 開札の日時及び場所 令和８年10月20日14
時30分 国立大学法人愛媛大学医学部会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、学長から当該書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。

２ 競争参加資格
 国立大学法人愛媛大学の契約事務取扱規程
第４条及び第５条の規定に該当しない者であ
ること。
 国の競争参加資格(全省庁統一資格)におい
て令和８年度に四国地域の「物品の製造又は
物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けさ

れている者であること。なお、当該競争参加
資格については、令和８年３月31日付け号外
政府調達第58号の官報の競争参加者の資格に
関する公示の別表に掲げる申請受付窓口にお
いて随時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 国立大学法人愛媛大学の契約事務取扱規程
第６条の規定に基づき、学長が定める資格を
有する者であること。
 学長から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。

 Time limit of tender : 17 : 15 28 Septem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Tomoya

Kurimoto,Procurement and Contracts Ⅱ,
Management and Accounting Division, Na‑

tional University Corporation Ehime Uni‑

versity School of Medicine, Shitsukawa

Toon‑shi Ehime Pref. 7910295 Japan,
TEL 0899605214
MAIL mecho2@stu.ehime-u.ac.jp

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.
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 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると学長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人愛媛大学の契約事務取扱規
程第13条の規定に基づいて作成された予定価
格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な
入札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroshige Nishina, Presi‑

dent, National University Corporation

Ehime University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Variable surgical microscope 1

Set

 Delivery period : By 26 February, 2027

 Delivery place : National University Cor‑

poration Ehime University Hospital

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

Ehime University,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the Shi‑

koku area in manufacture of product or

sales of product for participating in ten‑

ders by Single qualification for every mi‑

nistry and agency,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ meet the qualification requirements

which President, National University

Corporation Ehime University may spec‑

ify in accordance with Article 6 of the

Regulation,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President,

National University Corporation Ehime

University.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人長崎大学長 永安 武
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 42
〇第 14 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 飼育用加温冷却装置
一式

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 長崎大学高島水産研究所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人長崎大学契約事務取扱規程第
３条及び第４条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、競争に参加することができる。

 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に九州・沖縄地域の「物品の
販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされ
ている者であること。なお、当該競争参加資
格については、令和８年３月31日付け号外政
府調達第58号の官報の競争参加者の資格に関
する公示の別表に掲げる申請受付窓口におい
て随時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 国立大学法人長崎大学契約事務取扱規程第
５条の規定に基づき、長崎大学長が定める資
格を有する者であること。
 長崎大学長から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒8528521 長崎市文教町１14 長崎大
学財務部経理調達課 吉川 隼矢 電話
0958192163
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年10月８日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月22日14
時00分 長崎大学事務局第６会議室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NAGAYASU Takeshi,

President of Nagasaki University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Heating and Cooling Unit for

Fish Rearing 1 set

 Delivery period : By 31 March, 2027

 Delivery place : Nagasaki University of

Takashima Aquaculture Research Station

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 3 and 4 of the

Regulation concerning the Contract for

Nagasaki University. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance may also be able

to participate in a bid as long as they ob‑

tain the consent necessary for concluding

a contract,

Ｂ have the Grade A, Grade B, Grade C or

Grade D qualification during fiscal 2026

in the Kyushu・Okinawa area in sales of
product for participating in tenders by

Single qualification for every ministry

and agency,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、長崎大学長から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。

 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると長崎大学長が判断した入札者で
あって、国立大学法人長崎大学契約事務取扱
規程第14条の規定に基づいて作成された予定
価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効
な入札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

 Time limit of tender : 17 : 15 28 Septem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Tomoya

Kurimoto,Procurement and Contracts Ⅱ,
Management and Accounting Division, Na‑

tional University Corporation Ehime Uni‑

versity School of Medicine, Shitsukawa

Toon‑shi Ehime Pref. 7910295 Japan,
TEL 0899605214
MAIL mecho2@stu.ehime-u.ac.jp
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.


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Ｄ meet the qualification requirements

which President of Nagasaki University

may specify in accordance with Article 5

of the Regulation,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President

of Nagasaki University.

 Time limit of tender : 17 : 00 8 October,

2026

 Contact point for the notice : YOSHI‑

KAWA Shunya, Procurement Section, Ac‑

counting and Procurement Division, Fi‑

nance Department, Nagasaki University,

114 Bunkyo‑machi Nagasaki‑shi 852
8521 Japan, TEL 0958192163
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人熊本大学
契約責任者 理事 井上 賢一

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 43
〇第 10 号
１ 調達内容
 品目分類番号 15、28
 購入等件名及び数量 全学無線ＬＡＮ基地
局の更新 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 契約責任者が指定する場所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人熊本大学の契約事務取扱規則
第８条及び第９条の規定に該当しない者であ
ること。なお、未成年者、被保佐人又は被補
助人であって、契約締結のために必要な同意
を得ている者は、同条中、特別の理由がある
場合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に九州・沖縄地域の「物品の
販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされてい
る者であること。なお、当該競争参加資格に
ついては、令和８年３月31日付け号外政府調
達第58号の官報の競争参加者の資格に関する
公示の別表に掲げる申請受付窓口において随
時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 契約責任者から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒8608555 熊本市中央区黒髪２39１
熊本大学財務部契約課 鬼塚倫太郎 電話
0963423172（メールアドレス
kkk-keiyaku2@jimu.kumamoto-u.ac.jp）

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年10月７日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月20日14
時00分 熊本大学本部棟１階入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約責任者から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。

 入札の無効 公告に示した競争参加資格の
ない者の提出した入札書、入札者に求められ
る義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約責任者が判断した入札者で
あって、国立大学法人熊本大学の契約事務取
扱規則第19条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有
効な入札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Inoue Kenichi, The Ob‑

ligating Officer, National University Cor‑

poration Kumamoto University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 28

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Upgrading of University‑Wide

Wireless LAN Access Points 1 set

 Delivery period : By 31 March, 2027

 Delivery place : The places specified by

the Obligating Officer

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 8 and 9 of the

Regulation concerning the Contract for

Kumamoto University. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kyushu‑Okinawa area in sales of product

for participating in tenders by Single qua‑

lification for every ministry and agency,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer, National University Cor‑

poration Kumamoto University.

 Time limit of tender : 17 : 00 7 October,

2026

 Contact point for the notice : Onitsuka

Rintaro, Financial Affairs Department,

Contract Management Division, Kumamoto

University, 2391 Kurokami Chuo‑ku
Kumamoto‑shi 8608555 Japan, TEL 096
3423172
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人鹿児島大学
契約担当役事務局長 福島 崇

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 46
〇第 11 号
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 購入等件名及び数量 内視鏡システム 一
式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年１月29日
 納入場所 鹿児島大学病院
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
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２ 競争参加資格
 国立大学法人鹿児島大学契約事務取扱規則
第２条及び第３条の規定に該当しない者であ
ること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は
国立大学法人鹿児島大学の競争参加資格のい
ずれかにおいて、前者は令和８年度に九州・
沖縄地域の「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等
級に格付けされている者を、後者は令和８年
度に「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格
付けされている者であること。なお、前者の
当該競争参加資格については、令和８年３月
31日付け号外政府調達第58号の官報の競争参
加者の資格に関する公示の別表に掲げる申請
受付窓口において随時受け付けており、後者
の競争参加資格については、鹿児島大学財務
部財務課総括・照査係にて随時受け付けてい
る。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安
全性の確保等に関する法律に基づいて医療機
器の販売業の許可を得ていることを証明した
者であること。
 国立大学法人鹿児島大学物品供給等契約要
項第４条第６項の規定に基づき、契約担当役
事務局長が定める資格を有する者であるこ
と。
 契約担当役事務局長から取引停止の措置を
受けている期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒8908520 鹿児島市桜ケ丘８35１
鹿児島大学病院経理調達課調達係 島名祐一
郎（担当：久保 翔平） 電話099275
5046
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年９月
２日11時00分 鹿児島大学病院Ａ棟６階第三
会議室
 入札書の受領期限 令和８年10月15日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月19日10
時30分 鹿児島大学病院Ａ棟６階第三会議室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役事務局長か
ら当該書類に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役事務局長が判断した
入札者であって、国立大学法人鹿児島大学契
約事務取扱規則第18条の規定に基づいて作成
された予定価格の制限の範囲内で最低価格を
もって有効な入札を行った入札者を落札者と
する。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。なお、
本公告に示した物品は、仕様書案についての
意見招請手続をとった場合、納入期間を十分
に確保することが困難になるため、当該手続
を省略した。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

大学共同利用機関法人
自然科学研究機構長 川合 眞紀

◎調達機関番号 416 ◎所在地番号 21
〇第６号核融合
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量
希ガス同位体質量分析装置 一式

 調達件名の仕様等 入札説明書による。
 納入期限 令和10年２月28日
 納入場所 自然科学研究機構核融合科学研
究所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 大学共同利用機関法人自然科学研究機構の
契約実施規則第３条の規定に該当しない者で
あること。なお、未成年者、被保佐人又は被
補助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ている者は、同条中、特別の理由があ
る場合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一規格）にお
いて令和８年度に東海・北陸地域の「物品の
販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされてい
る者であること。なお、当該競争参加資格に
ついては、令和８年３月31日付け号外政府調
達第58号の官報競争参加者の資格に関する公
示の別表に掲げる申請受付窓口において随時
受け付けている。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : FUKUSHIMA Takashi,

Executive Chief of Contract Administra‑

tion, National University Corporation Ka‑

goshima University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Endoscopic equipment system 1

Set

 Delivery period : By 29 January, 2027

 Delivery place : Kagoshima University

Hospital

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 2 and 3 of the

Regulation concerning the Contract for

Kagoshima University,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kyushu・Okinawa area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy, or have the Grade A, Grade B or

Grade C qualification during fiscal 2026

in sales of product for participating in

tenders by National University Corpora‑

tion Kagoshima University,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ prove to have obtained license for sell‑

ing a medical instrument in accordance

with the Law on Securing Quality, Effica‑

cy and Safety of Products including Phar‑

maceuticals and Medical Devices,

Ｅ meet the qualification requirements

which Executive Chief of Contract Ad‑

ministration, National University Corpo‑

ration Kagoshima University may spec‑

ify in accordance with Article 4, section 6

of the Regulation concerning the Goods

supply contract for Kagoshima Universi‑

ty,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by Executive

Chief of Contract Administration, Na‑

tional University Corporation Kagos‑

hima University.

 Time limit of tender : 17 : 00 15 October,

2026

 Contact point for the notice : SHIMANA

Yuuichirou, Procurement Section, Adminis‑

trative Division, Kagoshima University

Hospital, 8351 Sakuragaoka Kagos‑
hima‑shi 8908520 Japan, TEL 099275
5046

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.
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 購入物品に関する迅速なアフターサービ
ス・メンテナンスの体制が整備されているこ
とを証明した者であること。
 本公告が示した物品を自然科学研究機構長
が設定する日時、場所に十分に納入すること
ができることを証明した者であること。
 大学共同利用機関法人自然科学研究機構の
契約実施規則第４条の規定に基づき、自然科
学研究機構長が定める資格を有する者である
こと。
 自然科学研究機構長から取引停止の措置を
受けている期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒5095292 岐阜県土岐市下石町322６
自然科学研究機構核融合科学研究所管理部
財務課調達係長 大竹 博和 電話0572
582038
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年８月
26日14時00分 オンライン開催（詳細は入札
説明書による）
 入札書の受領期限 令和８年10月８日15時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月29日14
時00分 自然科学研究機構核融合科学研究所
研究Ⅰ期棟４階402会議室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封皮した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、自然科学研究機構長か
ら当該書類に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。

 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると自然科学研究機構長が判断した
入札者であって、大学共同利用機関法人自然
科学研究機構の契約実施規則第11条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った入札
者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Maki Kawai, President,

Inter‑University Research Institute Corpo‑

ration National Institutes of Natural Sci‑

ences

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Noble isotope gas mass analy‑

sis system 1 set

 Delivery period : By 28 February, 2028

 Delivery place : National Institute for Fu‑

sion Science, National Institutes of Natural

Sciences

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 3 of the Regula‑

tion concerning the Contract for National

Institutes of Natural Sciences Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Tokai・Hokuriku area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Ob‑

ligating Officer,

Ｅ meet the qualification requirements

which President, Inter‑University Re‑

search Institute Corporation National In‑

stitutes of Natural Sciences may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President,

Inter‑University Research Institute Cor‑

poration National Institutes of Natural

Sciences.

 Time limit of tender : 15 : 00 8 October,

2026

 Contact point for the notice : Hirokazu

Ohtake, Procurement Section, Financial

Affairs Division, Department of Adminis‑

tration, National Institute for Fusion Sci‑

ence, National Institutes of Natural Sci‑

ences, 3226 Oroshi‑cho, Toki‑shi, Gifu‑
pref, 5095292 Japan, TEL 0572582038
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

２ 競争参加資格
 大学共同利用機関法人自然科学研究機構の
契約実施規則第３条の規定に該当しない者で
あること。なお、未成年者、被保佐人又は被
補助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ている者は、同条中、特別の理由があ
る場合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に東海・北陸地域の「物品の
販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされ
ている者であること。なお、当該競争参加資
格については、令和８年３月31日付け号外政
府調達第58号の官報の競争参加者の資格に関
する公示の別表に掲げる申請受付窓口におい
て随時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 本公告に示した物品を自然科学研究機構長
が指定する日時、場所に十分に納入すること
ができることを証明した者であること。
 大学共同利用機関法人自然科学研究機構の
契約実施規則第４条の規定に基づき、自然科
学研究機構長が定める資格を有する者である
こと。
 自然科学研究機構長から取引停止の措置を
受けている期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先 〒
4448585 愛知県岡崎市明大寺町字西郷中38
番地 自然科学研究機構岡崎統合事務セン
ター調達課課長 大川 純 電話0564
557156

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

大学共同利用機関法人
自然科学研究機構長 川合 眞紀

◎調達機関番号 416 ◎所在地番号 23
〇第８号岡崎
１ 調達内容
 品目分類番号 15、28
 購入等件名及び数量 岡崎３機関高速基幹
ネットワークシステム 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 自然科学研究機構 岡崎情報
ネットワーク管理室

 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、提案に係る性能、機
能、技術等に関する書類（以下「総合評価の
ための書類」という。）を提出すること。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の110分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。
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 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。また、電子
メールによる交付を希望する場合は、件名、
社名、担当者名及び連絡先（所在地、電話番
号等）を明記し、seicho@orion.ac.jpに申し
込むこと。電子メールによる申し込み受信確
認後、申込者にメールを返信する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年８月
24日14時00分 オンライン開催とするため、
参加希望者は事前に上記３に連絡するこ
と。
 入札書の受領期限 令和８年９月30日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月27日14
時00分 自然科学研究機構（岡崎）職員会館
２階大会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品又はこれと同等のものを納入
できることを証明する書類並びに本公告に示
した物品と同等のものをもって競争に参加し
ようとする者については、当該物品が本公告
に示した物品と同等であることを証明する資
料及び製品の見本等を添付して入札書の受領
期限までに提出しなければならない。入札者
は、開札日の前日までの間において、自然科
学研究機構長から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品又
はこれと同等のものを納入できると自然科学
研究機構長が判断した入札者であって、大学
共同利用機関法人自然科学研究機構の契約実
施規則第12条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内で、自然科学研究機構
長が入札説明書で指定する性能、機能、技術
等（以下「性能等」という。）のうち、必須と
した項目の最低限の要求要件をすべて満たし

ている性能等を提案した入札者の中から、自
然科学研究機構長が入札説明書で定める総合
評価の方法をもって落札者を定める。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。なお、
本公告に示した物品は、仕様書案についての
意見招請手続をとった場合、納入期間を十分
に確保する事が困難になるため、当該手続を
省略した。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Maki Kawai, President,

Inter‑University Research Institute Corpo‑

ration, National Institutes of Natural Sci‑

ences

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 28

 Nature and quantity of the products to be

purchased : High‑Speed Backbone Net‑

work System, Okazaki Region 1 Set

 Delivery period : By 31 March, 2027

 Delivery place : Center of Information

and Communication,Okazaki Region, Na‑

tional Institutes of Natural Sciences

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 3 of the Regula‑

tion of the Contract implementation Na‑

tional Institutes of Natural Sciences

Furthermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B, Grade C or

Grade D qualification during fiscal 2026

in the Tokai・Hokuriku area in sales of
product for participating in tenders by

Single qualification for every ministry

and agency,

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
契約責任者
日本郵便株式会社 本社契約責任者

代理人 岩﨑 明浩
◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 43
１ 調達内容
 品目分類番号 ２
 件名及び数量 日本郵便株式会社手稲郵便
局で使用するＡ重油（予定）140000リット
ル

 特質等 仕様書による。
 供給期間 令和８年11月１日から令和９年
10月31日まで
 供給場所 仕様書のとおり
 入札、開札の日時及び場所 令和８年10月
19日10時00分 日本郵政コーポレートサービ
ス株式会社九州ＢＰＯセンター

２ 取引先資格 次に該当しない者であること。
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者。但し、制限行為能
力者であって契約締結のために必要な同意を
得ている者を除く。
 日本郵便株式会社から取引制限を受けてい
る者でその制限期間を経過しない者
 会社法の特別清算の開始を命じられ、若し
くは同清算開始の申立をされ、又は破産法の
破産手続開始、会社更生法の更生手続開始若
しくは民事再生法の再生手続開始の申立を
し、若しくはされた者。但し、手続終結者を
除く。
 反社会的勢力と認められる者
３ 入札者に求められる義務 参加希望者は入札
説明書に示す資料等を令和８年10月８日17時00
分までに下記４に示す場所に提出すること。
４ 問合せ先 〒8608505 熊本県熊本市西区春
日１1210 日本郵政コーポレートサービス
株式会社九州ＢＰＯセンター（駅前拠点） 調
達担当 山田 豊 電話0963631280
５ その他
 入札の無効 入札参加に必要な条件を満た
さない者の入札及び入札条件に違反した入札
 手続で使用する言語・通貨
日本語・日本国通貨

 契約保証金 不要
 落札者は日本郵便株式会社が定める金額の
範囲内で、最低価格の入札を行った者とする。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Contracting entity : IWASAKI Akihiro,

Agent of Head office contracting entity, Ja‑

pan Post Co., Ltd.

 Classification of the goods to be procu‑

red : 2

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Ob‑

ligating Officer,

Ｅ meet the qualification requirements

which President, Inter‑University Re‑

search Institute Corporation, National In‑

stitutes of Natural Sciences may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President,

Inter‑University Research Institute Cor‑

poration, National Institutes of Natural

Sciences.

 Time limit of tender : 17 : 00 30 Septem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Jun

Ohkawa, Manager, Procurement Division,

Okazaki Administration Center, National

Institutes of Natural Sciences, 38

Nishigonaka, Myodaiji‑cho, Okazaki‑shi,

Aichi‑ken 4448585 Japan, TEL 0564
557156
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.
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 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 140,000 liter of A Fuel oil

(JIS Class 1 No. 1) to be used in Teine Post

Office, Japan Post Co., Ltd.

 Supply period : From 1 November 2026

through 31 October 2027

 Supply place : By specification

 Time limit for tender : 5 : 00 PM 8 Octo‑

ber 2026

 Contact point for the notice : YAMADA

Yutaka Kyusyu BPO Center, Japan Post

Corporate Service Co., Ltd. 11210
Kasuga Nishi‑ku Kumamoto‑City, Kuma‑

moto 8608505, Japan. TEL 096363
1280

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
契約責任者
株式会社ゆうちょ銀行
大阪貯金事務センター所長 森田 哲夫

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 28
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 競争に付する事項 ゆうちょ総合情報シス
テムの大阪貯金事務センターにおけるオペ
レーションの委託
 調達案件の仕様書等 仕様書による。
 履行期間 令和９年１月４日から令和14年
１月31日まで
 履行場所 株式会社ゆうちょ銀行大阪貯金
事務センター
 入札・開札の日時及び場所 令和８年10月
21日午後２時30分 株式会社ゆうちょ銀行大
阪貯金事務センター面会室

２ 競争参加資格
 下記ア、イ、ウ、エ及びオに該当しない者
であること。
ア 当該契約を締結する能力を有しない者及
び破産者で復権を得ない者。ただし、制限
行為能力者であって契約締結のために必要
な同意を得ている者を除く。

イ 下記各号の一に該当すると認められる者
でその事実があった後２年間を経過してい
ない者。代理人、支配人その他の使用人と
して使用する者についても同様とする。
 契約の履行にあたり故意に工事若しく
は製造を粗雑にし、又は物品の品質若し
くは数量に関して不正の行為をした者
 公正な競争の執行を妨げた者、又は公
正な価格を害し若しくは不正な利益を得
るために連合した者
 競争の参加を妨げ、又は契約の締結若
しくは履行を妨げた者
 監督又は検査に際し職務の執行を妨げ
た者
 正当な理由がなくて契約を履行しな
かった者
 その他、会社に損害を与えた者
ウ 次の各号のいずれかに該当すると認めら
れるもので、その事実があった後、１年を
経過していない者。代理人、支配人その他
の使用人として使用する者についても同様
とする。
 公共機関の職員に対して行った贈賄の
容疑により公訴を提起された者
 公共機関が発注した契約に関し、談合
又は競売入札妨害の容疑により公訴を提
起された者

エ 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立をした者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立をした者。ただし、
更生手続又は再生手続の終結の決定を受け
た者を除く。
オ 前各号に掲げる者のほか、反社会的勢力
と認められる者。なお、反社会的勢力とは、
暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった
時から５年を経過しない者、暴力団準構成
員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動
等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団、そ
の他これらに準ずる者等の属性要件のほ
か、次に掲げる行為を行う者をいう。
 暴力的な要求行為
 法的な責任を超えた不当な要求行為
 取引に関して、脅迫的な言動をし、又
は暴力を用いる行為

 風説を流布し、偽計を用い又は威力を
用いて当社の信用を毀損し、又は当社の
業務を妨害する行為
 からに準ずる行為

 株式会社ゆうちょ銀行における取引先資格
審査において、資格を有すると認められた者
又は総務省競争参加資格（全省庁統一資格）
を有する者であること。

３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている証明書等を令和８年10月７日午後
３時までに下記５に示す場所に提出しなければ
ならない。提出された証明書を審査の結果、当
該事項を履行できると認められた者に限り、入
札の対象者とする。なお、提出した証明書等に
ついて説明を求められたときは、これに応じな
ければならない。
４ 入札説明会の日時
令和８年８月27日午後２時に大阪貯金事務セ
ンター面会室で開催するので、出席を希望する
者は出席予定者を令和８年８月24日午後３時ま
でに下記５に示す場所に書面で連絡すること。
５ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問合せ先 〒5398794 兵庫県伊丹市北河
原１丁目２番１号 株式会社ゆうちょ銀行大阪
貯金事務センター総務課会計総括担当 担当
永野 克也 電話0727899441
６ その他
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な条件を満たさない者の入札及び入札の条
件に違反した入札
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書作成の要否 要
 株式会社ゆうちょ銀行取引先資格審査申請
書の提出 参加条件を満たさない者で入札を
希望する者は、当社所定の審査申請書に必要
事項を記入の上、上記５に示す場所へ提出す
ること。なお、申請の時期によっては本件入
札に間に合わない場合がある。
 入札書の記載方法 落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の
10％に相当する額を加算した額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切
り捨てた金額）をもって落札価格とするので、
入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。
 落札者の決定方法 入札説明書で指定する
性能等の要件のうち必須とした要件について
の基準をすべて満たしている提案をした入札
者であって、予定価格の範囲内で有効な入札
を行った入札者の中から、入札説明書で定め
る総合評価落札方式をもって落札者を決定す
る。

７ Summary

 Contracting entity : Tetsuo Morita, Di‑

rector General of Osaka Postal Saivings

Operation Center JAPAN POST BANK

Co., ltd

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Commission such as operation of

Center‑System in Information Control Cen‑

ter

 Fulfillment Period : From 4 January 2027

through 31 January 2032

 Fulfillment Place : Osaka Postal Savings

Operation Center

 Time limit for tender : 3 : 00 PM 7 Octo‑

ber 2026

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall have been qualified through

the examination of qualifications by JA‑

PAN POST BANK Co., Ltd. for participat‑

ing in tenders for manufacturing or pur‑

chasing equipment.

 Contact point for the notice : Katsuya

Nagano, General Affairs Division, Account‑

ing Section, Osaka Postal Savings Opera‑

tion Center of JAPAN POST BANK Co.,

Ltd. 121 Kitagawara Itami City

Hyougo Pref. 5398794 Japan TEL 072
7899441
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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

日本貨物鉄道株式会社
財務部長 菅澤 桂一

◎調達機関番号 107 ◎所在地番号 13
〇貨国第 144 号
１ 調達内容
 品目分類番号 15
 購入等件名及び数量 業務用パソコン
658台
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方式 総合評価とする。
２ 競争参加資格
令和８年２月27日付日本貨物鉄道（株）ホー
ムページ掲載の競争参加者の資格に関する公示
に基づく、品目の競争参加資格を取得した者。
なお、新たに競争参加資格を得ようとする者は、
３項に示す場所に申請すること。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の配布場所及び問合せ先
〒1080075 東京都港区港南１８15
Ｗビル 日本貨物鉄道株式会社財務部調達グ
ループ 電話05020174077
 入札説明書を希望する者で、郵送を希望す
る者は、Ａ４判用紙が入る返信用封筒（宛先
を必ず明記する。）並びに重量250ｇに見合う
郵送料金に相当する郵便切手又は国際返信切
手を添付しての場所に申込むこと。
 事前資料の送付期限 令和８年９月29日17
時00分
 事前資料の送付先 入札説明書による
 入札、開札の日時及び場所 令和８年10月
６日13時30分 日本貨物鉄道株式会社 財務
部 入札室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語
日本語

 入札保証金及び契約保証金 免除
 品質保証 保証付
 分割履行 協議による
 手続きにおける交渉の有無 有
 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 The person who is responsible for this

contract : KEIICHI Sugasawa General Ma‑

nager of Finance Department, Japan

Freight Railway Company.

 Procurement details

 Item classification number 15

 Subject and quantity of purchases,

etc. : 658 laptops

 Characteristics of the procurement sub‑

ject, etc, according to the bidding instruc‑

tions.

 Delivery deadline : February 28, 2027

 Place of delivery according to the bid‑

ding instructions.

 Bidding method : The lowest price

method shall be used.

 Eligibility for Competition

A person who has acquired the qualifica‑

tion to participate in the competition of

item  based on the public announcement
regarding the qualification of the competi‑

tion participant posted on the website of Ja‑

pan Freight Railway Co., Ltd. dated Febru‑

ary 27, 2026

Those who wish to qualify for participation

in the competition should apply at the place

indicated in paragraph 3.

 Place of submission of bid documents,

etc.

 Where to submit bids, where to indi‑

cate contract clauses, where to distribute

bid instructions, and contact information

〒1080075 W Building, 1815
Konan, Minato‑ku, Tokyo

Procurement Group, Finance Departm‑

ent, Japan Freight Railway Co., Ltd. Tel :

05020174077
 Those who wish to submit a bidding

instruction form and wish to send it by

mail must submit a return envelope con‑

taining A4 size paper (the address must

be clearly stated). and attach postage

stamps equivalent to the postage fee equi‑

valent to the postage fee of 250 g or inter‑

national reply stamps to the place in

 Deadline for sending advance ma‑

terials September 29, 2026, 5 : 00 pm

 Where to send advance materials Ac‑

cording to the tender instructions

 Date, time and place of bidding and

opening

October 6, 2026, 13 : 30

Japan Freight Railway Co., Ltd. Fi‑

nance Department Bidding Room

 Miscellaneous

 Language used in contract procedures :

Japanese

 Bid Deposit and Contract Deposit

Waiver

 Quality Assurance

 Split Implementation by Consultation

 Whether or not there is negotiation in

the procedure Yes

 Details are in the bidding instructions.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

契約等担当職 日本中央競馬会
法務部契約室長 菅沼 孝章

◎調達機関番号 236 ◎所在地番号 13
〇お客様第 14 号
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 購入等件名及び数量 Club JRA‑Net運用
業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札説明書による。なお、入札
書に記載する金額は、消費税及び地方消費税
を含むものとする。

２ 競争参加資格
 経営状態並びに信用状態が良好である者。
 業務の実行に必要な能力を有すると認めら
れる者。
 令和６～８年度日本中央競馬会「物品等の
調達に係る競争参加者資格及び等級格付け審
査基準」により、「契約の種類」が「役務等契
約」、または令和７・８・９年度全省庁統一

資格により、「資格の種類」が「役務の提供等」
であり、ＡまたはＢに格付けされている者。
なお、競争参加資格を有しないで入札に参加
しようとする者は、入札書提出期限までに競
争参加資格が付与され、当該等級に該当する
場合のみ入札に参加できる。詳細は下記ＵＲ
Ｌ参照のこと。
https://jra.jp/company/product/bid/

 本公告の日から開札日までの間に、本会ま
たは農林水産省の機関から競争入札参加停止
措置を受けている日が含まれていないこと。
 その他の条件については、入札説明書に記
載する。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び参加資格等問い合
わせ先 〒1050003 東京都港区西新橋１
１１ 日本中央競馬会 法務部契約室
tel0335915251（代表）
E‑mail : keiyaku-qa@jra.go.jp

 入札説明会の日時及び場所 令和８年９月
３日11時00分 日本中央競馬会 本部４階
407会議室
 入札説明書の交付方法 入札説明会の際、
直接交付する。
 入札、開札の日時及び場所 令和８年10月
８日11時00分 日本中央競馬会 本部４階
405会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した入札参加資格
を持たない者の行った入札、及び入札に関す
る条件に違反した入札は無効とする。また、
落札者が落札決定から契約締結までの期間に
競争入札参加停止措置を受けた場合は、本入
札に関する一切を無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 入札説明書による。
 本入札に参加する者は予め「日本中央競馬
会物品等入札心得」を熟覧し、承諾したうえ
で入札しなければならない。
 本入札は「低入札価格調査制度」が適用さ
れるものとする。






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

５ Summary

 Official in charge of contract : SUGA‑

NUMA, Takaaki, General Manager, Con‑

tract and Procurement Division, Legal Af‑

fairs Department of Japan Racing Associa‑

tion.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 73

 Nature and Quantity of the products to

be purchased : JRA‑Net Club Member Ser‑

vices.

 Qualifications for the participating in the

tendering procedures : A, B

 Time limit of tender : By 11 : 00 8 Octo‑

ber 2026.

 Contact point for the notice : Contract

and Procurement Division, Legal Affairs

Department of Japan Racing Association,

111 Nishi‑shimbashi, Minato‑ku,

Tokyo 1050003 JAPAN
E‑mail : keiyaku-qa@jra.go.jp

入札公告の変更

次のとおり変更します。
令和８年８月 17 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

岩国医療センター院長 田中屋宏爾
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 35
１ 掲載日 令和８年７月２日（号外政府調達第
121号）
２ 変更内容 24頁１段目、１ 調達内容の「
納入期限 令和８年11月30日」を「納入期限
令和８年12月31日」に、25頁５段目、５

Summaryの「Fulfillment period November
30, 2026」を「Fulfillment period Decem‑
ber 31, 2026」にそれぞれ変更する。

入札公告の訂正

次のとおり訂正します。
令和８年８月 17 日
契約担当役
国立研究開発法人理化学研究所
経理・調達本部 調達部長 坂庭 励

◎調達機関番号 814 ◎所在地番号 11
１ 掲載日 令和８年７月21日（号外政府調達第
133号）
２ 訂正内容
 18ページ３段目36行目「2026第28号に同
じ。」を「国立研究開発法人理化学研究所競
争契約参加資格又は国の競争参加資格（全省
庁統一資格）のいずれかにおいて令和８年度
に「物品の製造」又は「物品の販売」の「Ａ」、
「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされ
ている者であること。 及び2026第28号
に同じ。」に訂正します。
 同４段目３～17行目 ５ Summary に
「 Qualifications for participating in

the tendering procedures: Suppliers eli‑
gible for participating in the proposed

tender are those who shall not come un‑
der Article５ of the Regulation concerning

the Contract for RIKEN have the Grade
A, Grade B, Grade C or Grade D qualifi‑
cations during fiscal year 2026 in manu‑
facture of product or sales of product

for participating in tenders by RIKEN, or
in tenders by Single qualification for every

ministry and agency prove to have pre‑
pared a system to provide rapid after‑sale

service and maintenance for the procured

products」を追加します。
 同16行目「, , and」を「, 
and」に訂正します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房施設課長 細川 隆夫

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第５号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 新潟刑務所サービス棟等新営（建
築）工事
 工事場所 新潟県新潟市江南区山二ツ
381４
 敷地面積 840762

 工事内容
ア 棟名：サービス棟
建物用途 体育館・職業訓練棟・教室・
浴室 構造・階数 ＲＣ造２階 建築面積
2601 延べ面積 4747 工事種別
新築

イ 棟名：渡り廊下Ｄ
建物用途 渡り廊下 構造・階数 Ｓ造
２階 建築面積 143 延べ面積 ９
工事種別 新築

ウ 棟名：ごみ置場
建物用途 倉庫 構造・階数 Ｓ造１階
建築面積 60 延べ面積 60 工事
種別 新築
エ 棟名：屋内貯蔵所
建物用途 倉庫 構造・階数 ＲＣ造１
階 建築面積 20 延べ面積 20 工
事種別 新築
オ 棟名：仮渡り廊下
建物用途 渡り廊下 構造・階数 Ｓ造
１階 建築面積 22 延べ面積 ０
工事種別 新築
カ 棟名：仮渡り廊下
建物用途 渡り廊下 構造・階数 Ｓ造
１階 建築面積 29 延べ面積 ０
工事種別 新築
キ 工事種目：建築一式工事
ク その他：既存棟改修、外塀、工作物（オ
イルタンク躯体、設備機材基礎等）、外構
（舗装等）、取壊し（職業訓練棟（１・２）
（３・４）、渡り廊下、第一格納庫、倉庫、
屋内貯蔵所、第２変電室、新浴室棟横倉庫、
外塀等）
ケ 工事範囲 上記工事の全て（詳細は入札
説明書による。）

 工期 令和12年９月30日まで（指定部分：
渡り廊下Ｄ、屋内貯蔵所、仮渡り廊下、外
構の一部 令和10年６月２日まで）
 使用する主要な資機材 コンクリート約
5309、鉄筋約704ｔ、鉄骨約242ｔ、ガラ
ス約305
 本工事は、入札時に工事の品質を高めるこ
とを目的とした技術提案を求め、価格と価格
以外（賃上げを実施する企業に対する総合評
価における加点を含む。）の要素を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式
（技術提案評価型Ｓ型）の工事である。また、
品質確保のための体制その他の施工体制の確

保状況を確認し、施工内容の実現可能性につ
いて審査し、評価を行う、施工体制確認型総
合評価落札方式の工事である（詳細は入札説
明書による。）。
 本工事は、企業の技術力（技術提案を除く。）
及び配置予定技術者の能力について記述した
競争参加資格確認申請書（以下「申請書」と
いう。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）を提出した者のうち、評価点合
計が上位の者に限り技術提案を求める段階的
選抜方式の適用工事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、入札時において発注者が入札時
積算数量書を示し、入札参加者が入札時積算
数量書に記載された積算数量を活用して入札
に参加する入札時積算数量書活用方式の対象
工事である。
 本工事は、建設業法（昭和24年法律第100
号）第26条第３項第１号又は第２号の規定の
適用を受ける監理技術者又は主任技術者の配
置は認めない。
 本工事は、猛暑による作業不能日数を見込
んだ工事である。
 本件入札手続は、下記に定めるとおり、入
札参加申請手続、入札手続等を電子調達シス
テム（政府電子調達（https://www.p-portal.
go.jp/））により行う。
なお、電子調達システムにより難い者は、
支出負担行為担当官の承認を得た場合に限
り、入札参加申請手続及び入札手続の全てを
書面により行うこと（本件入札手続において
「紙入札方式」という。）ができる。
おって、特定建設工事共同企業体（以下「共
同企業体」という。）は、紙入札方式に限る。

２ 競争参加資格
単体有資格者は下記Ａの条件を、共同企業体
は下記Ｂの条件を満たしていること。
Ａ 単体有資格者
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。なお、
未成年者、被保佐人又は被補助人であって、
契約締結のために必要な同意を得ている者
は、予決令第70条における特別の理由がある
場合に該当する。
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 本工事の業種区分（建築一式工事）におい
て、法務省の令和７・８年度における建設工
事の一般競争参加者の資格の認定を受けてい
ること（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、法務省
が別に定める手続に基づく一般競争参加資格
の再認定を受けていること。）。
 法務省の令和７・８年度における建築一式
工事の一般競争参加資格の認定の際に算出し
て得た総合数値が、1200点以上であるこ
と。
 平成23年度以降に、建築一式工事の元請と
して完成引渡しが完了した次に掲げるア又は
イの基準をすべて満たす本工事と同種又は類
似の工事（以下「同種又は類似工事」という。）
の施工実績を有すること（共同企業体の構成
員としての実績は出資比率が20％以上の場合
のものに限る。）
ア 同種工事 「同種工事」とは、次のか
らの基準を全て満たす国、地方公共団体
（都道府県、市町村、特別区、地方公共団
体の組合及び財産区）、公共工事の入札及
び契約の適正化の促進に関する法律（平成
12年法律第127号）第２条第１項の適用を
受ける特殊法人等（以下「特殊法人等」と
いう。）の工事をいう。
「特殊法人等」とは、公共工事の入札及
び契約の適正化の促進に関する法律施行令
第１条に定めるもののほか、国立大学法人
法に基づく国立大学法人及び大学共同利用
機関法人とする。
なお、過去において公共工事の入札及び
契約の適正化の促進に関する法律第２条第
１項の適用を受けていた特殊法人等が発注
者となった工事を実績として提出する場合
は、特殊法人等に該当していたことを確認
できる当時の法令等の根拠資料を提出する
こと。

 建物用途 庁舎（法務省収容施設を含
む。）
「庁舎」とは、国又は地方公共団体の
施設で一般行政事務に供される施設をい
い、特殊法人等の施設で一般事務に供さ
れる施設及び法務省収容施設は「庁舎」
と同様に取り扱うものとする。
 構造 Ｓ造、ＲＣ造又はＳＲＣ造
Ｓ造については、建築基準法施行令（昭
和25年政令第338号）第１条第３号に定
める「構造耐力上主要な部分」のうち柱
及び横架材は重量鉄骨であるものに限
る。
ＲＣ造及びＳＲＣ造には、ＰＣ造及び
ＰＣａ造を含む。
 階数 地上２階建以上
 建物規模 延べ面積3500以上
 建築種別 新築又は増築（増築は増築
部分が条件を満たすこと。）
 工事種目 建築一式工事
 施工期間 地業工事の着手から完成ま
で施工していること。

イ 類似工事 「類似工事」とは、次のか
らの基準を全て満たす国、地方公共団体
（都道府県、市町村、特別区、地方公共団
体の組合及び財産区）、特殊法人等又はこ
れらの者を除く者の工事をいう。
 建物用途 事務所又は庁舎若しくは事
務所の類似施設、工場又は作業場
「庁舎若しくは事務所の類似施設」と
は、国、地方公共団体（都道府県、市町
村、特別区、地方公共団体の組合及び財
産区）、特殊法人等又はこれらの者を除
く者の施設であり、以下に定めるａから
ｃまでの用途に供する施設をいう。
ａ 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公
会堂又は集会場
ｂ 病院又は診療所（患者の収容施設が
あるものに限る。）、児童福祉施設、助
産所、身体障害者社会参加支援施設（補
装具製作施設及び視聴覚障害者情報提
供施設を除く。）、保護施設（医療保護
施設を除く。）、女性自立支援施設、老
人福祉施設、有料老人ホーム、母子保
健施設、障害者支援施設、地域活動支
援センター、福祉ホーム又は障害福祉

サービス事業施設（生活介護、自立訓
練、就労移行支援又は就労継続支援を
行う事業に限る。）
ｃ 学校、研究施設、体育館、博物館、
美術館、図書館、ボーリング場、スキー
場、スケート場、水泳場又はスポーツ
の練習場

 構造 上記アに同じ
 階数 上記アに同じ
 建物規模 上記アに同じ
 建築種別 上記アに同じ
 工事種目 上記アに同じ
 施工期間 上記アに同じ

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（監理技術者にあっては、監理技術
者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者）を本工事に専任で配置することができ
ること。
ア 一級建築施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
イ 上記に掲げる同種又は類似工事の経験
を有する者であること（共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。）。
ウ 所属建設業者から入札の申込みのあった
日以前に同建設業者と３か月以上の雇用関
係にあること。

 主任技術者又は監理技術者の専任期間は以
下のとおりである。
ア 契約締結日の翌日から工事の始期までの
期間については、主任技術者又は監理技術
者の設置を要しない。
イ 契約締結日の翌日から現場施工に着手す
るまでの期間（現場事務所の設置、資機材
の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの
期間）については、発注者と受注者の間で
書面により明確にした場合に限って、主任
技術者又は監理技術者の工事現場での専任
を要しない。
ウ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都
合により検査が遅延した場合を除く。）、事
務手続後、後片付け等のみが残っている期
間については、発注者と受注者の間で書面
により明確にした場合に限って、主任技術
者又は監理技術者の工事現場での専任を要
しない。なお、検査が終了した日は、発注
者が工事の完成を確認した旨、受注者に通
知した日とする。

 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、平成７年１月23日付け法務
省営第191号会計課長通達「工事請負契約に
係る指名停止等の措置要領の制定及び運用に
ついて」に基づく指名停止を受けていないこ
と。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
注業者（協力事務所を含む。以下同じ。）でな
いこと又は当該受注業者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（入札説明書参照）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団が実質的に経営を支
配する業者又はこれに準ずる者として排除要
請があり、法務省大臣官房施設課長が契約の
相手方として不適当であると認めていないこ
と。
Ｂ 共同企業体
 共同企業体の代表者である構成員は上記Ａ
の条件を全て満たしていること。
 共同企業体の代表者以外の構成員は上記Ａ
から、からの条件を満たしているこ
と。ただし、上記Ａに掲げる総合数値は、
「1000点以上」とし、上記Ａア及びイ
に掲げる階数は「地上２階建以上」とし、
上記Ａア及びイに掲げる建物規模は
「延べ面積1750以上」とする。
 共同企業体の代表者以外の構成員は上記Ａ
ア及びウの基準を満たす主任技術者を本工
事に専任で配置することができること。
また、主任技術者の専任期間については、
上記Ａのとおりである。
 共同企業体の構成員の数は２者とする。
 共同企業体の各構成員の出資比率は、均等
割の10分の６以上とする。
 共同企業体の代表者となる構成員は構成員
の中で最大の施工能力を有し、かつ、出資比
率が最大であるものとする。
 経常建設共同企業体でないこと。
 共同企業体の競争参加資格の有効期間は、
認定の日から本件工事の完成の日までとす
る。ただし、落札者以外の者にあっては、本
工事に係る契約が締結される日までとする。


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３ 段階的選抜方式に関する事項
上記２に掲げる競争参加資格を満たす者につ
いて、申請書及び資料に記載された企業の技術
力及び配置予定技術者の能力について評価点を
算出し、評価点合計の上位10者までに含まれる
者（以下「選抜者」という。）を選定する。
また、各評価点の合計が上位10者目となる者
が複数いる場合は、その全ての者を選抜する。
競争参加資格を満たした者が10者未満の場合
は、選抜者を選定する際の評価は行わず、当該
競争参加資格を満たした全ての者を選抜する。
おって、選抜者の辞退等により、選抜者の数
が10者未満となった場合であっても、選抜され
なかった者を新たに選抜しない。
共同企業体による入札参加者については、共
同企業体の代表者である構成員について評価点
を算出する。
選抜者は、技術提案を提出し、入札に参加す
ることができる。
なお、選抜者を選定する際の評価は、落札者
を決定する際の評価には用いない。
４ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法 入札参加者は、「価格」、
「技術提案」、「従業員への賃金引上げ計画の
表明」及び「施工体制」をもって入札を行い、
次のア及びイの要件に該当する者のうち、下
記によって得られる数値（以下「評価値」
という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき評価値の最も高
い者が２者以上あるときは、くじにより落札
者を決定する。
なお、入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、次のア及びイの
要件に該当する入札をした他の者のうち、評
価値が最も高い者を落札者とすることがあ
る。
ア 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の範囲内であるこ
と。
イ 評価値が標準点を予定価格で除した数値
（基準評価値）に対して下回らないこと。

 総合評価の方法 総合評価は、「標準点」
（100点）、「加算点」（最高64点）、「施工体制評
価点」（最高30点）の合計を入札価格で除して
得られる数値（評価値）をもって行う。
ア 標準点 入札参加者全てに付与する。
イ 加算点 次のの提案項目についての評
価点（最高各30点）の合計に対し、施工体
制評価点を30で除した数値を乗じて算出さ
れる数値と、次のの従業員への賃金引上
げ計画の表明についての評価点（最高４点）
の合計を付与する。
 提案項目
 躯体コンクリートの品質向上に関す
る提案（最高30点）
 工事関係車両等の出入り口周辺にお
ける配慮事項に関する提案（最高30点）

 従業員への賃金引上げ計画の表明（最
高４点）

ウ 施工体制評価点 品質確保の実効性につ
いての評価点（最高15点）及び施工体制確
保の確実性についての評価点（最高15点）
の合計を付与する。

 評価内容の担保 技術提案に記載された内
容については、契約書に記載するものとし、
工事完了後において、履行状況について検査
を行う。なお、技術提案に記載された内容に
ついては、受注者の責により評価内容が履行
されていない場合は、工事成績評定点から提
案項目ごとに５点を減点し、最大10点の減点
とする。
 その他具体的な内容等については入札説明
書による。

５ 入札時積算数量書活用方式に関する事項
 入札時積算数量書活用方式は、入札時にお
いて発注者が入札時積算数量書を示し、入札
参加者が入札時積算数量書に記載された積算
数量を活用して入札に参加することを通じ、
工事請負契約の締結後において、当該積算数
量に疑義が生じた場合に、発注者及び受注者
は、入札時積算数量書に基づき、積算数量に
関する協議を行うことができるものである。
なお、入札時積算数量書に記載された積算
数量については、当該積算数量に基づく工事
費内訳書の提出や契約締結後における工事の
施工を求めるものではない。

 受注者は、入札時積算数量書に記載された
積算数量に疑義が生じた場合は、直ちに協議
を求めるものとする。
ただし、当該疑義に係る積算数量の部分の
工事が完成した場合、協議を求めることがで
きないものとする。
 受注者からの請求によるの協議は、入札
時積算数量書における当該疑義に係る積算数
量と、これに対応する工事費内訳書における
当該数量とが同一であると確認できた場合に
のみ行うことができるものとする。
 の協議（発注者が請求する場合も含む。）
は、入札時積算数量書に基づき行うものとす
る。
ただし、入札時積算数量書の細目別内訳に
おいて数量を一式としている細目（設計図書
において施工条件が明示された項目を除く。）
を除く。
 の協議の結果、入札時積算数量書に記載
された積算数量に訂正が必要となった場合
は、契約書、設計図書及び数量基準に定める
ところによるものとする。

６ 入札手続等
 担当部局 〒1008977 東京都千代田区霞
が関１１１ 法務省大臣官房施設課経理
係 電話：0335927027
電子メールアドレス：skeiri@moj.go.jp
 入札説明書等の入手期限及び入手方法
ア 入手期限 令和８年10月27日まで
イ 入手方法
 入札説明書等（入札説明書別冊の概略
図面（以下「概略図面」という。）を除く。）
は、法務省ホームページ（https://www.
moj.go.jp/chotatsu̲kensetsu̲

chotatsujyoho̲homu.html）からダウン
ロードできる。
 概略図面は以下のａの方法で交付する
ので、「図面等の交付申請及び機密保持誓
約書（以下「誓約書」という。法務省ホー
ムページからダウンロードできる。）」の
ＰＤＦデータを上記の電子メールアド
レス宛てに送付し、必ず入手すること。
なお、ａの方法により概略図面を入手
することが困難な場合は以下のｂ又はｃ
の方法により交付するので、誓約書のＰ

ＤＦデータを電子メールで送付する際
に、メール本文に希望する方法を記載す
ること。
ａ クラウドストレージからのダウン
ロード 概略図面をダウンロードする
ためのＵＲＬを電子メールで通知する
ので同ＵＲＬからダウンロードするこ
と。また、概略図面を閲覧するための
パスワードは別途電子メールで交付す
るので、上記の電子メールアドレス
宛てに、概略図面をダウンロードした
こと及び閲覧用パスワードの交付を申
請する旨を電子メールで送信するこ
と。
ｂ 窓口での交付 上記の窓口にてＰ
ＤＦデータ（ＣＤＲ）を交付する。
ただし、行政機関の休日に関する法律
（昭和63年法律第91号）第１条に規定
する行政機関の休日を除く日の午前10
時から午後５時までに限る。
また、概略図面を閲覧するためのパ
スワードは、概略図面の交付後、電子
メールで交付する。
ｃ 郵送による交付 郵送（着払い）に
てＰＤＦデータ（ＣＤＲ）を交付す
る。なお、速達での郵送を希望する場
合は、誓約書のＰＤＦデータを電子
メールで送付する際に電子メール本文
に付記すること。
また、概略図面を閲覧するためのパ
スワードは、概略図面の交付後、電子
メールで交付するので、上記の電子
メールアドレス宛てに、概略図面を受
領したこと及び閲覧用パスワードを申
請する旨の電子メールを別途送信する
こと。

 申請書及び資料の提出期限及び提出方法
ア 提出期限 令和８年９月４日午後３時
（必着）
イ 提出方法 申請書及び資料は電子調達シ
ステムにより提出すること。ただし、提出
ファイルの容量が50ＭＢを超える場合は、
申請書のみを電子調達システムにより提出
し、資料の全部を上記の場所に持参又は
郵送すること。この場合においては、申請
書及び資料のいずれも上記提出期限までに
提出場所に到達することを要するものとす
る。詳細は入札説明書による。なお、紙入
札方式による場合は上記の場所に持参又
は郵送すること。
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 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
ア 提出期限 令和８年10月28日午前10時
（必着）
イ 提出場所及び提出方法 電子調達システ
ムにより提出すること。
なお、紙入札方式による場合は上記の
場所に持参又は郵送すること。

 開札の日時及び場所
ア 日時 令和８年10月29日午前11時
イ 場所 〒1008977 東京都千代田区霞が
関１１１ 法務省16階協議室（旧参事
官室）又は電子調達システム

７ その他
 手続において使用する言語は日本語、通貨
は日本円、時間は日本の標準時及び単位は計
量法（平成４年法律第51号）による。
 入札保証金 免除
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日本
銀行丸ノ内代理店（三菱ＵＦＪ銀行新丸の内
支店））。ただし、利付国債の提供（保管有価
証券の取扱店 日本銀行丸ノ内代理店（三菱
ＵＦＪ銀行新丸の内支店））又は金融機関若し
くは保証事業会社の保証をもって契約保証金
の納付に代えることができる。
また、公共工事履行保証証券による保証を
付し、又は履行保証保険の締結を行った場合
は、契約保証金の納付を免除する。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 配置予定技術者の確認等 落札者決定後、
工事実績情報システム等により配置予定技術
者の専任制違反の事実が確認された場合、契
約を結ばないことがある。なお、死亡、傷病、
被災、出産、育児、介護、退職等の特別な場
合でやむを得ないものとして承認された場合
のほかは、資料の差し替えは認められない。
ただし、資料の提出期限の翌日以降において、
死亡等の特別な理由のほか、次のアからウま
でに該当する場合に認められる場合がある。
なお、傷病等特別な理由により、やむを得ず
配置予定技術者を変更する場合は、当初の配
置予定技術者と同等以上の者を配置しなけれ
ばならず、また、アからウまでに該当する場
合にあっても、工事の継続性、品質確保等に

支障を生じさせない観点から、資格及び同種
又は類似工事の経験について、当初の配置予
定技術者と同等以上の者を発注者の承認を得
た上で配置するほか、交代の時期は工程上一
定の区切りと認められる時点とすること、工
事の規模、難易度等に応じ一定期間重複して
工事現場に設置する等の措置が講じられるよ
うにすること。
ア 受注者の責によらない理由により、工事
中止又は工事内容の大幅な変更が発生し工
期を延長した場合
イ 工場から現地へ工事の現場が移行する場
合
ウ 一つの契約工期が多年に及ぶ場合
 手続における交渉の意図の有無 無
 契約書の作成の要否 要
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
６に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２Ａに掲げる一般競争参加資
格の認定を受けていない者も上記６により
申請書及び資料を提出することができるが、
競争に参加するためには、開札の時において、
当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格
の確認を受けていなければならない。
当該資格の認定に係る申請方法は法務省

ホ ー ム ペ ー ジ （https://www.moj.go.jp/
chotatsu̲kensetsu̲shikakushinsa.html）に
掲示している。
 技術提案資料等の内容のヒアリング 原則
として行わない。
なお、ヒアリングの必要が生じた場合は別
途通知する。
 施工体制確認のヒアリング 入札書（施工
体制の確認に係る部分に限る。）に関し、ヒア
リングを実施するとともに、ヒアリングに際
して追加資料の提出を求めることがある。

８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HOSOKAWA Takao, Di‑

rector of the Facilities Division, Minister's

Secretariat, Ministry of Justice

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : The Con‑

struction work of the building for large‑

scale bathroom, gymnasium and etc of the

Niigata Prison.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 15 : 00 4 September, 2026

 Time‑limit for the submission of tenders :

10 : 00 28 October, 2026 (tenders submitted

by mail should be reached before 10 : 00 28

October, 2026, only registered mail is ac‑

ceptable)

 Contact point for tendering documen‑

tation : Accounting Section, Facilities Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice, 111 Kasumigaseki Chiyoda‑ku,
Tokyo, 1008977, Japan, Tel 033592
7027

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房施設課長 細川 隆夫

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第６号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 新潟刑務所サービス棟等新営（電
気設備）工事
 工事場所 新潟県新潟市江南区山二ツ
381４
 敷地面積 840762
 工事内容
ア 棟名：サービス棟
建物用途 体育館・職業訓練棟・教室・
浴室 構造・階数 ＲＣ造２階 建築面積
2601 延べ面積 4747 工事種別
新設

イ 棟名：渡り廊下Ｄ
建物用途 渡り廊下 構造・階数 Ｓ造
２階 建築面積 143 延べ面積 ９
工事種別 新設

ウ 棟名：ごみ置場
建物用途 倉庫 構造・階数 Ｓ造１階
建築面積 60 延べ面積 60 工事
種別 新設
エ 棟名：屋内貯蔵所
建物用途 倉庫 構造・階数 ＲＣ造１
階 建築面積 20 延べ面積 20 工
事種別 新設
オ 棟名：仮渡り廊下
建物用途 渡り廊下 構造・階数 Ｓ造
１階 建築面積 22 延べ面積 ０
工事種別 新設
カ 棟名：仮渡り廊下
建物用途 渡り廊下 構造・階数 Ｓ造
１階 建築面積 29 延べ面積 ０
工事種別 新設
キ 工事種目：電灯設備一式、動力設備一式、
受変電設備一式、発電設備一式、通信設備
一式、昇降機設備一式
ク その他：既存棟改修、屋外設備
ケ 工事範囲 上記の全て（詳細は入札説明
書による。）

 工期 令和12年９月30日まで（指定部分：
渡り廊下Ｄ、屋内貯蔵所、仮渡り廊下 令
和10年６月２日まで）

 使用する主要な資機材 配電盤一式（総変
圧器容量約1350kVA）、自家発電機一式（約
750kVA）、直流電源装置（約50Ah）
 本工事は、入札時に工事の品質を高めるこ
とを目的とした技術提案を求め、価格と価格
以外（賃上げを実施する企業に対する総合評
価における加点を含む。）の要素を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式
（技術提案評価型Ｓ型）の工事である。また、
品質確保のための体制その他の施工体制の確
保状況を確認し、施工内容の実現可能性につ
いて審査し、評価を行う、施工体制確認型総
合評価落札方式の工事である（詳細は入札説
明書による。）。
 本工事は、企業の技術力（技術提案を除く。）
及び配置予定技術者の能力について記述した
競争参加資格確認申請書（以下「申請書」と
いう。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）を提出した者のうち、評価点合
計が上位の者に限り技術提案を求める段階的
選抜方式の適用工事である。


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 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、入札時において発注者が入札時
積算数量書を示し、入札参加者が入札時積算
数量書に記載された積算数量を活用して入札
に参加する入札時積算数量書活用方式の対象
工事である。
 本工事は、建設業法（昭和24年法律第100
号）第26条第３項第１号又は第２号の規定の
適用を受ける監理技術者又は主任技術者の配
置は認めない。
 本工事は、猛暑による作業不能日数を見込
んだ工事である。
 本件入札手続は、下記に定めるとおり、入
札参加申請手続、入札手続等を電子調達シス
テム（政府電子調達（https://www.p-portal.
go.jp/））により行う。
なお、電子調達システムにより難い者は、
支出負担行為担当官の承認を得た場合に限
り、入札参加申請手続及び入札手続の全てを
書面により行うこと（本件入札手続において
「紙入札方式」という。）ができる。
おって、特定建設工事共同企業体（以下「共
同企業体」という。）は、紙入札方式に限る。

２ 競争参加資格
単体有資格者は下記Ａの条件を、共同企業体
は下記Ｂの条件を満たしていること。
Ａ 単体有資格者
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。なお、
未成年者、被保佐人又は被補助人であって、
契約締結のために必要な同意を得ている者
は、予決令第70条における特別の理由がある
場合に該当する。
 本工事の業種区分（電気工事）において、
法務省の令和７・８年度における建設工事の
一般競争参加者の資格の認定を受けているこ
と（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされている

者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、法務省
が別に定める手続に基づく一般競争参加資格
の再認定を受けていること。）。
 法務省の令和７・８年度における電気工事
の一般競争参加資格の認定の際に算出して得
た総合数値が、1100点以上であること。
 平成23年度以降に、電気工事の元請として
完成引渡しが完了した次に掲げるア又はイの
基準をすべて満たす本工事と同種又は類似の
工事（以下「同種又は類似工事」という。）の
施工実績を有すること（共同企業体の構成員
としての実績は出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）
ア 同種工事 「同種工事」とは、次のか
らの基準を全て満たす国、地方公共団体
（都道府県、市町村、特別区、地方公共団
体の組合及び財産区）、公共工事の入札及
び契約の適正化の促進に関する法律（平成
12年法律第127号）第２条第１項の適用を
受ける特殊法人等（以下「特殊法人等」と
いう。）の工事をいう。
「特殊法人等」とは、公共工事の入札及
び契約の適正化の促進に関する法律施行令
第１条に定めるもののほか、国立大学法人
法に基づく国立大学法人及び大学共同利用
機関法人とする。
なお、過去において公共工事の入札及び
契約の適正化の促進に関する法律第２条第
１項の適用を受けていた特殊法人等が発注
者となった工事を実績として提出する場合
は、特殊法人等に該当していたことを確認
できる当時の法令等の根拠資料を提出する
こと。
 建物用途 庁舎（法務省収容施設を含
む。）
「庁舎」とは、国又は地方公共団体の
施設で一般行政事務に供される施設をい
い、特殊法人等の施設で一般事務に供さ
れる施設及び法務省収容施設は「庁舎」
と同様に取り扱うものとする。

 構造 Ｓ造、ＲＣ造又はＳＲＣ造
Ｓ造については、建築基準法施行令（昭
和25年政令第338号）第１条第３号に定
める「構造耐力上主要な部分」のうち柱
及び横架材は重量鉄骨であるものに限
る。
ＲＣ造及びＳＲＣ造には、ＰＣ造及び
ＰＣａ造を含む。
 建物規模 延べ面積3500以上
 建築種別 新築又は増築（増築は増築
部分が条件を満たすこと。）
 工事種目 電気工事（又はを含む
もの。）
動力設備及び電灯設備、通信設備

 施工期間 基礎工事の着手から完成ま
で施工していること。

イ 類似工事 「類似工事」とは、次のか
らの基準を全て満たす国、地方公共団体
（都道府県、市町村、特別区、地方公共団
体の組合及び財産区）、特殊法人等又はこ
れらの者を除く者の工事をいう。
 建物用途 事務所又は庁舎若しくは事
務所の類似施設、工場又は作業場
「庁舎若しくは事務所の類似施設」と
は、国、地方公共団体（都道府県、市町
村、特別区、地方公共団体の組合及び財
産区）、特殊法人等又はこれらの者を除
く者の施設であり、以下に定めるａから
ｃまでの用途に供する施設をいう。
ａ 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公
会堂又は集会場
ｂ 病院又は診療所（患者の収容施設が
あるものに限る。）、児童福祉施設、助
産所、身体障害者社会参加支援施設（補
装具製作施設及び視聴覚障害者情報提
供施設を除く。）、保護施設（医療保護
施設を除く。）、女性自立支援施設、老
人福祉施設、有料老人ホーム、母子保
健施設、障害者支援施設、地域活動支
援センター、福祉ホーム又は障害福祉
サービス事業施設（生活介護、自立訓
練、就労移行支援又は就労継続支援を
行う事業に限る。）
ｃ 学校、研究施設、体育館、博物館、
美術館、図書館、ボーリング場、スキー
場、スケート場、水泳場又はスポーツ
の練習場

 構造 上記アに同じ
 建物規模 上記アに同じ
 建築種別 上記アに同じ
 工事種目 上記アに同じ
 施工期間 上記アに同じ

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（監理技術者にあっては、監理技術
者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者）を本工事に専任で配置することができ
ること。
ア 一級電気工事施工管理技士又はこれと同
等以上の資格を有する者であること。
イ 上記に掲げる同種又は類似工事の経験
を有する者であること（共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。）。
ウ 所属建設業者から入札の申込みのあった
日以前に同建設業者と３か月以上の雇用関
係にあること。

 主任技術者又は監理技術者の専任期間は以
下のとおりである。
ア 契約締結日の翌日から工事の始期までの
期間については、主任技術者又は監理技術
者の設置を要しない。
イ 契約締結日の翌日から現場施工に着手す
るまでの期間（現場事務所の設置、資機材
の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの
期間）については、発注者と受注者の間で
書面により明確にした場合に限って、主任
技術者又は監理技術者の工事現場での専任
を要しない。
ウ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都
合により検査が遅延した場合を除く。）、事
務手続後、後片付け等のみが残っている期
間については、発注者と受注者の間で書面
により明確にした場合に限って、主任技術
者又は監理技術者の工事現場での専任を要
しない。なお、検査が終了した日は、発注
者が工事の完成を確認した旨、受注者に通
知した日とする。

 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、平成７年１月23日付け法務
省営第191号会計課長通達「工事請負契約に
係る指名停止等の措置要領の制定及び運用に
ついて」に基づく指名停止を受けていないこ
と。
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 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
注業者（協力事務所を含む。以下同じ。）でな
いこと又は当該受注業者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（入札説明書参照）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団が実質的に経営を支
配する業者又はこれに準ずる者として排除要
請があり、法務省大臣官房施設課長が契約の
相手方として不適当であると認めていないこ
と。
Ｂ 共同企業体
 共同企業体の代表者である構成員は上記Ａ
の条件を全て満たしていること。
 共同企業体の代表者以外の構成員は上記Ａ
から、からの条件を満たしているこ
と。ただし、上記Ａに掲げる総合数値は、
「950点以上」とし、上記Ａア及びイ
に掲げる建物規模は「延べ面積1750以上」
とする。
 共同企業体の代表者以外の構成員は上記Ａ
ア及びウの基準を満たす主任技術者を本工
事に専任で配置することができること。
また、主任技術者の専任期間については、
上記Ａのとおりである。
 共同企業体の構成員の数は２者とする。
 共同企業体の各構成員の出資比率は、均等
割の10分の６以上とする。
 共同企業体の代表者となる構成員は構成員
の中で最大の施工能力を有し、かつ、出資比
率が最大であるものとする。
 経常建設共同企業体でないこと。
 共同企業体の競争参加資格の有効期間は、
認定の日から本件工事の完成の日までとす
る。ただし、落札者以外の者にあっては、本
工事に係る契約が締結される日までとする。

３ 段階的選抜方式に関する事項
上記２に掲げる競争参加資格を満たす者につ
いて、申請書及び資料に記載された企業の技術
力及び配置予定技術者の能力について評価点を
算出し、評価点合計の上位10者までに含まれる
者（以下「選抜者」という。）を選定する。

また、各評価点の合計が上位10者目となる者
が複数いる場合は、その全ての者を選抜する。
競争参加資格を満たした者が10者未満の場合
は、選抜者を選定する際の評価は行わず、当該
競争参加資格を満たした全ての者を選抜する。
おって、選抜者の辞退等により、選抜者の数
が10者未満となった場合であっても、選抜され
なかった者を新たに選抜しない。
共同企業体による入札参加者については、共
同企業体の代表者である構成員について評価点
を算出する。
選抜者は、技術提案を提出し、入札に参加す
ることができる。
なお、選抜者を選定する際の評価は、落札者
を決定する際の評価には用いない。
４ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法 入札参加者は、「価格」、
「技術提案」、「従業員への賃金引上げ計画の
表明」及び「施工体制」をもって入札を行い、
次のア及びイの要件に該当する者のうち、下
記によって得られる数値（以下「評価値」
という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき評価値の最も高
い者が２者以上あるときは、くじにより落札
者を決定する。
なお、入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、次のア及びイの
要件に該当する入札をした他の者のうち、評
価値が最も高い者を落札者とすることがあ
る。
ア 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の範囲内であるこ
と。
イ 評価値が標準点を予定価格で除した数値
（基準評価値）に対して下回らないこと。

 総合評価の方法 総合評価は、「標準点」
（100点）、「加算点」（最高64点）、「施工体制評
価点」（最高30点）の合計を入札価格で除して
得られる数値（評価値）をもって行う。
ア 標準点 入札参加者全てに付与する。
イ 加算点 次のの提案項目についての評
価点（最高各30点）の合計に対し、施工体
制評価点を30で除した数値を乗じて算出さ

れる数値と、次のの従業員への賃金引上
げ計画の表明についての評価点（最高４点）
の合計を付与する。
 提案項目
 施設運営を継続しながらの送電切替
えに関する提案（最高30点）
 軟弱地盤における地中埋設配管等の
施工に関する提案（最高30点）

 従業員への賃金引上げ計画の表明（最
高４点）

ウ 施工体制評価点 品質確保の実効性につ
いての評価点（最高15点）及び施工体制確
保の確実性についての評価点（最高15点）
の合計を付与する。

 評価内容の担保 技術提案に記載された内
容については、契約書に記載するものとし、
工事完了後において、履行状況について検査
を行う。なお、技術提案に記載された内容に
ついては、受注者の責により評価内容が履行
されていない場合は、工事成績評定点から提
案項目ごとに５点を減点し、最大10点の減点
とする。
 その他具体的な内容等については入札説明
書による。

５ 入札時積算数量書活用方式に関する事項
 入札時積算数量書活用方式は、入札時にお
いて発注者が入札時積算数量書を示し、入札
参加者が入札時積算数量書に記載された積算
数量を活用して入札に参加することを通じ、
工事請負契約の締結後において、当該積算数
量に疑義が生じた場合に、発注者及び受注者
は、入札時積算数量書に基づき、積算数量に
関する協議を行うことができるものである。
なお、入札時積算数量書に記載された積算
数量については、当該積算数量に基づく工事
費内訳書の提出や契約締結後における工事の
施工を求めるものではない。
 受注者は、入札時積算数量書に記載された
積算数量に疑義が生じた場合は、直ちに協議
を求めるものとする。
ただし、当該疑義に係る積算数量の部分の
工事が完成した場合、協議を求めることがで
きないものとする。

 受注者からの請求によるの協議は、入札
時積算数量書における当該疑義に係る積算数
量と、これに対応する工事費内訳書における
当該数量とが同一であると確認できた場合に
のみ行うことができるものとする。
 の協議（発注者が請求する場合も含む。）
は、入札時積算数量書に基づき行うものとす
る。
ただし、入札時積算数量書の細目別内訳に
おいて数量を一式としている細目（設計図書
において施工条件が明示された項目を除く。）
を除く。
 の協議の結果、入札時積算数量書に記載
された積算数量に訂正が必要となった場合
は、契約書、設計図書及び数量基準に定める
ところによるものとする。

６ 入札手続等
 担当部局 〒1008977 東京都千代田区霞
が関１１１ 法務省大臣官房施設課経理
係 電話0335927027
電子メールアドレス：skeiri@moj.go.jp
 入札説明書等の入手期限及び入手方法
ア 入手期限 令和８年10月28日まで
イ 入手方法
 入札説明書等（入札説明書別冊の概略
図面（以下「概略図面」という。）を除く。）
は、法務省ホームページ（https://www.
moj.go.jp/chotatsu_kensetsu_
chotatsujyoho_homu.html）からダウン
ロードできる。
 概略図面は以下のａの方法で交付する
ので、「図面等の交付申請及び機密保持誓
約書（以下「誓約書」という。法務省ホー
ムページからダウンロードできる。）」の
ＰＤＦデータを上記の電子メールアド
レス宛てに送付し、必ず入手すること。
なお、ａの方法により概略図面を入手
することが困難な場合は以下のｂ又はｃ
の方法により交付するので、誓約書のＰ
ＤＦデータを電子メールで送付する際
に、メール本文に希望する方法を記載す
ること。
ａ クラウドストレージからのダウン
ロード 概略図面をダウンロードする
ためのＵＲＬを電子メールで通知する
ので同ＵＲＬからダウンロードするこ
と。また、概略図面を閲覧するための


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パスワードは別途電子メールで交付す
るので、上記の電子メールアドレス
宛てに、概略図面をダウンロードした
こと及び閲覧用パスワードの交付を申
請する旨を電子メールで送信するこ
と。
ｂ 窓口での交付 上記の窓口にてＰ
ＤＦデータ（ＣＤＲ）を交付する。
ただし、行政機関の休日に関する法律
（昭和63年法律第91号）第１条に規定
する行政機関の休日を除く日の午前10
時から午後５時までに限る。
また、概略図面を閲覧するためのパ
スワードは、概略図面の交付後、電子
メールで交付する。
ｃ 郵送による交付 郵送（着払い）に
てＰＤＦデータ（ＣＤＲ）を交付す
る。なお、速達での郵送を希望する場
合は、誓約書のＰＤＦデータを電子
メールで送付する際に電子メール本文
に付記すること。
また、概略図面を閲覧するためのパ
スワードは、概略図面の交付後、電子
メールで交付するので、上記の電子
メールアドレス宛てに、概略図面を受
領したこと及び閲覧用パスワードを申
請する旨の電子メールを別途送信する
こと。

 申請書及び資料の提出期限及び提出方法
ア 提出期限 令和８年９月４日午後３時
（必着）
イ 提出方法 申請書及び資料は電子調達シ
ステムにより提出すること。ただし、提出
ファイルの容量が50ＭＢを超える場合は、
申請書のみを電子調達システムにより提出
し、資料の全部を上記の場所に持参又は
郵送すること。この場合においては、申請
書及び資料のいずれも上記提出期限までに
提出場所に到達することを要するものとす
る。詳細は入札説明書による。なお、紙入
札方式による場合は上記の場所に持参又
は郵送すること。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
ア 提出期限 令和８年10月29日午前10時
（必着）
イ 提出場所及び提出方法 電子調達システ
ムにより提出すること。
なお、紙入札方式による場合は上記の
場所に持参又は郵送すること。

 開札の日時及び場所
ア 日時 令和８年10月30日午前11時
イ 場所 〒1008977 東京都千代田区霞が
関１１１ 法務省16階会議室（旧入札
室）又は電子調達システム

７ その他
 手続において使用する言語は日本語、通貨
は日本円、時間は日本の標準時及び単位は計
量法（平成４年法律第51号）による。
 入札保証金 免除
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日本
銀行丸ノ内代理店（三菱ＵＦＪ銀行新丸の内
支店））。ただし、利付国債の提供（保管有価
証券の取扱店 日本銀行丸ノ内代理店（三菱
ＵＦＪ銀行新丸の内支店））又は金融機関若し
くは保証事業会社の保証をもって契約保証金
の納付に代えることができる。
また、公共工事履行保証証券による保証を
付し、又は履行保証保険の締結を行った場合
は、契約保証金の納付を免除する。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 配置予定技術者の確認等 落札者決定後、
工事実績情報システム等により配置予定技術
者の専任制違反の事実が確認された場合、契
約を結ばないことがある。なお、死亡、傷病、
被災、出産、育児、介護、退職等の特別な場
合でやむを得ないものとして承認された場合
のほかは、資料の差し替えは認められない。
ただし、資料の提出期限の翌日以降において、
死亡等の特別な理由のほか、次のアからウま
でに該当する場合に認められる場合がある。
なお、傷病等特別な理由により、やむを得ず
配置予定技術者を変更する場合は、当初の配
置予定技術者と同等以上の者を配置しなけれ
ばならず、また、アからウまでに該当する場
合にあっても、工事の継続性、品質確保等に
支障を生じさせない観点から、資格及び同種

又は類似工事の経験について、当初の配置予
定技術者と同等以上の者を発注者の承認を得
た上で配置するほか、交代の時期は工程上一
定の区切りと認められる時点とすること、工
事の規模、難易度等に応じ一定期間重複して
工事現場に設置する等の措置が講じられるよ
うにすること。
ア 受注者の責によらない理由により、工事
中止又は工事内容の大幅な変更が発生し工
期を延長した場合
イ 工場から現地へ工事の現場が移行する場
合
ウ 一つの契約工期が多年に及ぶ場合
 手続における交渉の意図の有無 無
 契約書の作成の要否 要
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
６に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２Ａに掲げる一般競争参加資
格の認定を受けていない者も上記６により
申請書及び資料を提出することができるが、
競争に参加するためには、開札の時において、
当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格
の確認を受けていなければならない。
当該資格の認定に係る申請方法は法務省
ホ ー ム ペ ー ジ（https://www.moj.go.jp/
chotatsu_kensetsu_shikakushinsa.html）に
掲示している。
 技術提案資料等の内容のヒアリング 原則
として行わない。
なお、ヒアリングの必要が生じた場合は別
途通知する。
 施工体制確認のヒアリング 入札書（施工
体制の確認に係る部分に限る。）に関し、ヒア
リングを実施するとともに、ヒアリングに際
して追加資料の提出を求めることがある。

８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HOSOKAWA Takao, Di‑

rector of the Facilities Division, Minister's

Secretariat, Ministry of Justice

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Electric

installation work of the building for large‑

scale bathroom, gymnasium and etc of the

Niigata Prison.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 15 : 00 4 September, 2026

 Time‑limit for the submission of tenders :

10 : 00 29 October, 2026 (tenders submitted

by mail should be reached before 10 : 00 29

October, 2026, only registered mail is ac‑

ceptable)

 Contact point for tendering documen‑

tation : Accounting Section, Facilities Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice, 111 Kasumigaseki Chiyoda‑ku,
Tokyo, 1008977, Japan, Tel 033592
7027

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房施設課長 細川 隆夫

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第７号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 新潟刑務所サービス棟等新営（機
械設備）工事
 工事場所 新潟県新潟市江南区山二ツ
381４
 敷地面積 840762
 工事内容
ア 棟名：サービス棟
建物用途 体育館・職業訓練棟・教室・
浴室 構造・階数 ＲＣ造２階 建築面積
2601 延べ面積 4747 工事種別
新設

イ 棟名：渡り廊下Ｄ
建物用途 渡り廊下 構造・階数 Ｓ造
２階 建築面積 143 延べ面積 ９
工事種別 新設

ウ 棟名：ごみ置場
建物用途 倉庫 構造・階数 Ｓ造１階
建築面積 60 延べ面積 60 工事
種別 新設





令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

エ 棟名：屋内貯蔵所
建物用途 倉庫 構造・階数 ＲＣ造１
階 建築面積 20 延べ面積 20 工
事種別 新設
オ 工事種目：空気調和設備一式、給排水衛
生設備一式
カ その他：既存棟改修、屋外設備
キ 工事範囲 上記の全て（詳細は入札説明
書による。）

 工期 令和12年９月30日まで（指定部分：
渡り廊下Ｄ、屋内貯蔵所 令和10年６月２日
まで）
 使用する主要な資機材 空気調和機２台、
パッケージ形空気調和機６台、温水発生機（約
1740）２台、貯湯タンク２基
 本工事は、入札時に工事の品質を高めるこ
とを目的とした技術提案を求め、価格と価格
以外（賃上げを実施する企業に対する総合評
価における加点を含む。）の要素を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式
（技術提案評価型Ｓ型）の工事である。また、
品質確保のための体制その他の施工体制の確
保状況を確認し、施工内容の実現可能性につ
いて審査し、評価を行う、施工体制確認型総
合評価落札方式の工事である（詳細は入札説
明書による。）。
 本工事は、企業の技術力（技術提案を除く。）
及び配置予定技術者の能力について記述した
競争参加資格確認申請書（以下「申請書」と
いう。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）を提出した者のうち、評価点合
計が上位の者に限り技術提案を求める段階的
選抜方式の適用工事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、入札時において発注者が入札時
積算数量書を示し、入札参加者が入札時積算
数量書に記載された積算数量を活用して入札
に参加する入札時積算数量書活用方式の対象
工事である。

 本工事は、建設業法（昭和24年法律第100
号）第26条第３項第１号又は第２号の規定の
適用を受ける監理技術者又は主任技術者の配
置は認めない。
 本工事は、猛暑による作業不能日数を見込
んだ工事である。
 本件入札手続は、下記に定めるとおり、入
札参加申請手続、入札手続等を電子調達シス
テム（政府電子調達（https://www.p-portal.
go.jp/））により行う。
なお、電子調達システムにより難い者は、
支出負担行為担当官の承認を得た場合に限
り、入札参加申請手続及び入札手続の全てを
書面により行うこと（本件入札手続において
「紙入札方式」という。）ができる。
おって、特定建設工事共同企業体（以下「共
同企業体」という。）は、紙入札方式に限る。

２ 競争参加資格
単体有資格者は下記Ａの条件を、共同企業体
は下記Ｂの条件を満たしていること。
Ａ 単体有資格者
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。なお、
未成年者、被保佐人又は被補助人であって、
契約締結のために必要な同意を得ている者
は、予決令第70条における特別の理由がある
場合に該当する。
 本工事の業種区分（管工事）において、法
務省の令和７・８年度における建設工事の一
般競争参加者の資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、法務省が
別に定める手続に基づく一般競争参加資格の
再認定を受けていること。）。
 法務省の令和７・８年度における管工事の
一般競争参加資格の認定の際に算出して得た
総合数値が、1100点以上であること。
 平成23年度以降に、管工事の元請として完
成引渡しが完了した次に掲げるア又はイの基
準をすべて満たす本工事と同種又は類似の工
事（以下「同種又は類似工事」という。）の施

工実績を有すること（共同企業体の構成員と
しての実績は出資比率が20％以上の場合のも
のに限る。）
ア 同種工事 「同種工事」とは、次のか
らの基準を全て満たす国、地方公共団体
（都道府県、市町村、特別区、地方公共団
体の組合及び財産区）、公共工事の入札及
び契約の適正化の促進に関する法律（平成
12年法律第127号）第２条第１項の適用を
受ける特殊法人等（以下「特殊法人等」と
いう。）の工事をいう。
「特殊法人等」とは、公共工事の入札及
び契約の適正化の促進に関する法律施行令
第１条に定めるもののほか、国立大学法人
法に基づく国立大学法人及び大学共同利用
機関法人とする。
なお、過去において公共工事の入札及び
契約の適正化の促進に関する法律第２条第
１項の適用を受けていた特殊法人等が発注
者となった工事を実績として提出する場合
は、特殊法人等に該当していたことを確認
できる当時の法令等の根拠資料を提出する
こと。
 建物用途 庁舎（法務省収容施設を含
む。）
「庁舎」とは、国又は地方公共団体の
施設で一般行政事務に供される施設をい
い、特殊法人等の施設で一般事務に供さ
れる施設及び法務省収容施設は「庁舎」
と同様に取り扱うものとする。
 構造 Ｓ造、ＲＣ造又はＳＲＣ造
Ｓ造については、建築基準法施行令（昭
和25年政令第338号）第１条第３号に定
める「構造耐力上主要な部分」のうち柱
及び横架材は重量鉄骨であるものに限
る。
ＲＣ造及びＳＲＣ造には、ＰＣ造及び
ＰＣａ造を含む。
 建物規模 延べ面積3500以上
 建築種別 新築又は増築（増築は増築
部分が条件を満たすこと。）
 工事種目 管工事（又はを含むも
の。）
空気調和設備、給排水衛生設備

 施工期間 基礎工事の着手から完成ま
で施工していること。

イ 類似工事 「類似工事」とは、次のか
らの基準を全て満たす国、地方公共団体
（都道府県、市町村、特別区、地方公共団
体の組合及び財産区）、特殊法人等又はこ
れらの者を除く者の工事をいう。
 建物用途 事務所又は庁舎若しくは事
務所の類似施設、工場又は作業場
「庁舎若しくは事務所の類似施設」と
は、国、地方公共団体（都道府県、市町
村、特別区、地方公共団体の組合及び財
産区）、特殊法人等又はこれらの者を除
く者の施設であり、以下に定めるａから
ｃまでの用途に供する施設をいう。
ａ 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公
会堂又は集会場
ｂ 病院又は診療所（患者の収容施設が
あるものに限る。）、児童福祉施設、助
産所、身体障害者社会参加支援施設（補
装具製作施設及び視聴覚障害者情報提
供施設を除く。）、保護施設（医療保護
施設を除く。）、女性自立支援施設、老
人福祉施設、有料老人ホーム、母子保
健施設、障害者支援施設、地域活動支
援センター、福祉ホーム又は障害福祉
サービス事業施設（生活介護、自立訓
練、就労移行支援又は就労継続支援を
行う事業に限る。）
ｃ 学校、研究施設、体育館、博物館、
美術館、図書館、ボーリング場、スキー
場、スケート場、水泳場又はスポーツ
の練習場

 構造 上記アに同じ
 建物規模 上記アに同じ
 建築種別 上記アに同じ
 工事種目 上記アに同じ
 施工期間 上記アに同じ

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（監理技術者にあっては、監理技術
者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者）を本工事に専任で配置することができ
ること。
ア 一級管工事施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。
イ 上記に掲げる同種又は類似工事の経験
を有する者であること（共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。）。
ウ 所属建設業者から入札の申込みのあった
日以前に同建設業者と３か月以上の雇用関
係にあること。


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 主任技術者又は監理技術者の専任期間は以
下のとおりである。
ア 契約締結日の翌日から工事の始期までの
期間については、主任技術者又は監理技術
者の設置を要しない。
イ 契約締結日の翌日から現場施工に着手す
るまでの期間（現場事務所の設置、資機材
の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの
期間）については、発注者と受注者の間で
書面により明確にした場合に限って、主任
技術者又は監理技術者の工事現場での専任
を要しない。
ウ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都
合により検査が遅延した場合を除く。）、事
務手続後、後片付け等のみが残っている期
間については、発注者と受注者の間で書面
により明確にした場合に限って、主任技術
者又は監理技術者の工事現場での専任を要
しない。なお、検査が終了した日は、発注
者が工事の完成を確認した旨、受注者に通
知した日とする。

 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、平成７年１月23日付け法務
省営第191号会計課長通達「工事請負契約に
係る指名停止等の措置要領の制定及び運用に
ついて」に基づく指名停止を受けていないこ
と。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
注業者（協力事務所を含む。以下同じ。）でな
いこと又は当該受注業者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（入札説明書参照）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団が実質的に経営を支
配する業者又はこれに準ずる者として排除要
請があり、法務省大臣官房施設課長が契約の
相手方として不適当であると認めていないこ
と。

Ｂ 共同企業体
 共同企業体の代表者である構成員は上記Ａ
の条件を全て満たしていること。
 共同企業体の代表者以外の構成員は上記Ａ
から、からの条件を満たしているこ
と。ただし、上記Ａに掲げる総合数値は、
「950点以上」とし、上記Ａア及びイ
に掲げる建物規模は「延べ面積1750以上」
とする。
 共同企業体の代表者以外の構成員は上記Ａ
ア及びウの基準を満たす主任技術者を本工
事に専任で配置することができること。
また、主任技術者の専任期間については、
上記Ａのとおりである。
 共同企業体の構成員の数は２者とする。
 共同企業体の各構成員の出資比率は、均等
割の10分の６以上とする。
 共同企業体の代表者となる構成員は構成員
の中で最大の施工能力を有し、かつ、出資比
率が最大であるものとする。
 経常建設共同企業体でないこと。
 共同企業体の競争参加資格の有効期間は、
認定の日から本件工事の完成の日までとす
る。ただし、落札者以外の者にあっては、本
工事に係る契約が締結される日までとする。

３ 段階的選抜方式に関する事項
上記２に掲げる競争参加資格を満たす者につ
いて、申請書及び資料に記載された企業の技術
力及び配置予定技術者の能力について評価点を
算出し、評価点合計の上位10者までに含まれる
者（以下「選抜者」という。）を選定する。
また、各評価点の合計が上位10者目となる者
が複数いる場合は、その全ての者を選抜する。
競争参加資格を満たした者が10者未満の場合
は、選抜者を選定する際の評価は行わず、当該
競争参加資格を満たした全ての者を選抜する。
おって、選抜者の辞退等により、選抜者の数
が10者未満となった場合であっても、選抜され
なかった者を新たに選抜しない。
共同企業体による入札参加者については、共
同企業体の代表者である構成員について評価点
を算出する。
選抜者は、技術提案を提出し、入札に参加す
ることができる。
なお、選抜者を選定する際の評価は、落札者
を決定する際の評価には用いない。

４ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法 入札参加者は、「価格」、
「技術提案」、「従業員への賃金引上げ計画の
表明」及び「施工体制」をもって入札を行い、
次のア及びイの要件に該当する者のうち、下
記によって得られる数値（以下「評価値」
という。）の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき評価値の最も高
い者が２者以上あるときは、くじにより落札
者を決定する。
なお、入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、次のア及びイの
要件に該当する入札をした他の者のうち、評
価値が最も高い者を落札者とすることがあ
る。
ア 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の範囲内であるこ
と。
イ 評価値が標準点を予定価格で除した数値
（基準評価値）に対して下回らないこと。

 総合評価の方法 総合評価は、「標準点」
（100点）、「加算点」（最高64点）、「施工体制評
価点」（最高30点）の合計を入札価格で除して
得られる数値（評価値）をもって行う。
ア 標準点 入札参加者全てに付与する。
イ 加算点 次のの提案項目についての評
価点（最高各30点）の合計に対し、施工体
制評価点を30で除した数値を乗じて算出さ
れる数値と、次のの従業員への賃金引上
げ計画の表明についての評価点（最高４点）
の合計を付与する。
 提案項目
 浴室・洗濯工場における給排水設備
の品質の向上に関する提案（最高30点）
 講堂における換気設備の騒音・振動
を低減するための品質の向上に関する
提案（最高30点）

 従業員への賃金引上げ計画の表明（最
高４点）

ウ 施工体制評価点 品質確保の実効性につ
いての評価点（最高15点）及び施工体制確
保の確実性についての評価点（最高15点）
の合計を付与する。

 評価内容の担保 技術提案に記載された内
容については、契約書に記載するものとし、
工事完了後において、履行状況について検査
を行う。なお、技術提案に記載された内容に
ついては、受注者の責により評価内容が履行
されていない場合は、工事成績評定点から提
案項目ごとに５点を減点し、最大10点の減点
とする。
 その他具体的な内容等については入札説明
書による。

５ 入札時積算数量書活用方式に関する事項
 入札時積算数量書活用方式は、入札時にお
いて発注者が入札時積算数量書を示し、入札
参加者が入札時積算数量書に記載された積算
数量を活用して入札に参加することを通じ、
工事請負契約の締結後において、当該積算数
量に疑義が生じた場合に、発注者及び受注者
は、入札時積算数量書に基づき、積算数量に
関する協議を行うことができるものである。
なお、入札時積算数量書に記載された積算
数量については、当該積算数量に基づく工事
費内訳書の提出や契約締結後における工事の
施工を求めるものではない。
 受注者は、入札時積算数量書に記載された
積算数量に疑義が生じた場合は、直ちに協議
を求めるものとする。
ただし、当該疑義に係る積算数量の部分の
工事が完成した場合、協議を求めることがで
きないものとする。
 受注者からの請求によるの協議は、入札
時積算数量書における当該疑義に係る積算数
量と、これに対応する工事費内訳書における
当該数量とが同一であると確認できた場合に
のみ行うことができるものとする。
 の協議（発注者が請求する場合も含む。）
は、入札時積算数量書に基づき行うものとす
る。
ただし、入札時積算数量書の細目別内訳に
おいて数量を一式としている細目（設計図書
において施工条件が明示された項目を除く。）
を除く。
 の協議の結果、入札時積算数量書に記載
された積算数量に訂正が必要となった場合
は、契約書、設計図書及び数量基準に定める
ところによるものとする。
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６ 入札手続等
 担当部局 〒1008977 東京都千代田区霞
が関１１１ 法務省大臣官房施設課経理
係 電話0335927027
電子メールアドレス：skeiri@moj.go.jp
 入札説明書等の入手期限及び入手方法
ア 入手期限 令和８年10月28日まで
イ 入手方法
 入札説明書等（入札説明書別冊の概略
図面（以下「概略図面」という。）を除く。）
は、法務省ホームページ（https://www.
moj.go.jp/chotatsu̲kensetsu̲

chotatsujyoho̲homu.html）からダウン
ロードできる。
 概略図面は以下のａの方法で交付する
ので、「図面等の交付申請及び機密保持誓
約書（以下「誓約書」という。法務省ホー
ムページからダウンロードできる。）」の
ＰＤＦデータを上記の電子メールアド
レス宛てに送付し、必ず入手すること。
なお、ａの方法により概略図面を入手
することが困難な場合は以下のｂ又はｃ
の方法により交付するので、誓約書のＰ
ＤＦデータを電子メールで送付する際
に、メール本文に希望する方法を記載す
ること。
ａ クラウドストレージからのダウン
ロード 概略図面をダウンロードする
ためのＵＲＬを電子メールで通知する
ので同ＵＲＬからダウンロードするこ
と。また、概略図面を閲覧するための
パスワードは別途電子メールで交付す
るので、上記の電子メールアドレス
宛てに、概略図面をダウンロードした
こと及び閲覧用パスワードの交付を申
請する旨を電子メールで送信するこ
と。
ｂ 窓口での交付 上記の窓口にてＰ
ＤＦデータ（ＣＤＲ）を交付する。
ただし、行政機関の休日に関する法律
（昭和63年法律第91号）第１条に規定
する行政機関の休日を除く日の午前10
時から午後５時までに限る。
また、概略図面を閲覧するためのパ
スワードは、概略図面の交付後、電子
メールで交付する。

ｃ 郵送による交付 郵送（着払い）に
てＰＤＦデータ（ＣＤＲ）を交付す
る。なお、速達での郵送を希望する場
合は、誓約書のＰＤＦデータを電子
メールで送付する際に電子メール本文
に付記すること。
また、概略図面を閲覧するためのパ
スワードは、概略図面の交付後、電子
メールで交付するので、上記の電子
メールアドレス宛てに、概略図面を受
領したこと及び閲覧用パスワードを申
請する旨の電子メールを別途送信する
こと。

 申請書及び資料の提出期限及び提出方法
ア 提出期限 令和８年９月４日午後３時
（必着）
イ 提出方法 申請書及び資料は電子調達シ
ステムにより提出すること。ただし、提出
ファイルの容量が50ＭＢを超える場合は、
申請書のみを電子調達システムにより提出
し、資料の全部を上記の場所に持参又は
郵送すること。この場合においては、申請
書及び資料のいずれも上記提出期限までに
提出場所に到達することを要するものとす
る。詳細は入札説明書による。なお、紙入
札方式による場合は上記の場所に持参又
は郵送すること。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
ア 提出期限 令和８年10月29日午前10時
（必着）
イ 提出場所及び提出方法 電子調達システ
ムにより提出すること。
なお、紙入札方式による場合は上記の
場所に持参又は郵送すること。

 開札の日時及び場所
ア 日時 令和８年10月30日午後１時
イ 場所 〒1008977 東京都千代田区霞が
関１１１ 法務省16階会議室（旧入札
室）又は電子調達システム

７ その他
 手続において使用する言語は日本語、通貨
は日本円、時間は日本の標準時及び単位は計
量法（平成４年法律第51号）による。
 入札保証金 免除
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日本
銀行丸ノ内代理店（三菱ＵＦＪ銀行新丸の内
支店））。ただし、利付国債の提供（保管有価

証券の取扱店 日本銀行丸ノ内代理店（三菱
ＵＦＪ銀行新丸の内支店））又は金融機関若し
くは保証事業会社の保証をもって契約保証金
の納付に代えることができる。
また、公共工事履行保証証券による保証を
付し、又は履行保証保険の締結を行った場合
は、契約保証金の納付を免除する。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 配置予定技術者の確認等 落札者決定後、
工事実績情報システム等により配置予定技術
者の専任制違反の事実が確認された場合、契
約を結ばないことがある。なお、死亡、傷病、
被災、出産、育児、介護、退職等の特別な場
合でやむを得ないものとして承認された場合
のほかは、資料の差し替えは認められない。
ただし、資料の提出期限の翌日以降において、
死亡等の特別な理由のほか、次のアからウま
でに該当する場合に認められる場合がある。
なお、傷病等特別な理由により、やむを得ず
配置予定技術者を変更する場合は、当初の配
置予定技術者と同等以上の者を配置しなけれ
ばならず、また、アからウまでに該当する場
合にあっても、工事の継続性、品質確保等に
支障を生じさせない観点から、資格及び同種
又は類似工事の経験について、当初の配置予
定技術者と同等以上の者を発注者の承認を得
た上で配置するほか、交代の時期は工程上一
定の区切りと認められる時点とすること、工
事の規模、難易度等に応じ一定期間重複して
工事現場に設置する等の措置が講じられるよ
うにすること。
ア 受注者の責によらない理由により、工事
中止又は工事内容の大幅な変更が発生し工
期を延長した場合
イ 工場から現地へ工事の現場が移行する場
合
ウ 一つの契約工期が多年に及ぶ場合
 手続における交渉の意図の有無 無
 契約書の作成の要否 要
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
６に同じ。

 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２Ａに掲げる一般競争参加資
格の認定を受けていない者も上記６により
申請書及び資料を提出することができるが、
競争に参加するためには、開札の時において、
当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格
の確認を受けていなければならない。
当該資格の認定に係る申請方法は法務省

ホ ー ム ペ ー ジ （https://www.moj.go.jp/
chotatsu̲kensetsu̲shikakushinsa.html）に
掲示している。
 技術提案資料等の内容のヒアリング 原則
として行わない。
なお、ヒアリングの必要が生じた場合は別
途通知する。
 施工体制確認のヒアリング 入札書（施工
体制の確認に係る部分に限る。）に関し、ヒア
リングを実施するとともに、ヒアリングに際
して追加資料の提出を求めることがある。

８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HOSOKAWA Takao, Di‑

rector of the Facilities Division, Minister's

Secretariat, Ministry of Justice

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Machin‑

ery installation work of the building for

large‑scale bathroom, gymnasium and etc

of the Niigata Prison.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 15 : 00 4 September, 2026

 Time‑limit for the submission of tenders :

10 : 00 29 October, 2026 (tenders submitted

by mail should be reached before 10 : 00 29

October, 2026, only registered mail is ac‑

ceptable)

 Contact point for tendering documen‑

tation : Accounting Section, Facilities Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice, 111 Kasumigaseki Chiyoda‑ku,
Tokyo, 1008977, Japan, Tel 033592
7027


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入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本工事は、総合評価落札方式（技術提案評価型
Ｓ型）「技術提案簡易評価型」、「余裕期間制度（フ
レックス方式）」、「建設業法第26条第３項第一号の
規定の適用を受ける監理技術者又は主任技術者及
び建設業法第26条第３項第二号の規定の適用を受
ける監理技術者（以下、「専任特例の監理技術者
等」）の配置を認めない工事」である。
また、本工事は、賃上げを実施する企業に対し
て総合評価における加点を行う工事である。
令和８年８月 17 日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 西澤賢太郎

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ８江戸川右岸篠崎地先高規格堤
防関連整備工事（電子入札対象案件）（電子契
約対象案件）
 工事場所 東京都江戸川区篠崎地先
 工事内容 ボックスカルバート Ｂ8500
×Ｈ4900 Ｌ＝約250ｍ 道路土工 １式
掘削工 約300 盛土工 約1000 地盤
改良工 １式 固結工 １式 カルバート工
１式 場所打函渠工 約3400 構造物

撤去工 １式 仮設工 １式
 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、余裕期間を設定した
工事である。詳細は入札説明書による。
全体工期：契約締結の翌日から令和11年２
月28日まで
 使用する主要な資機材 コンクリート 約
3400、鉄筋 約630ｔ セメント系固化材
約2400ｔ

 本工事は、入札時に技術提案［ＶＥ提案］
を受け付けるとともに、「工事全般の施工計
画」、「賃上げの実施に関する評価」、「ワーク・
ライフ・バランス関連認定企業の評価」を求
め、価格と価格以外の要素を総合的に評価し
て落札者を決定する［総合評価落札方式（技
術提案評価型Ｓ型）］の工事である。また、品
質確保のための体制その他の施工体制の確保
状況を確認し、施工内容を確実に実現できる
かどうかについて審査し、評価を行う施工体

制確認型総合評価落札方式の試行工事であ
る。また、本工事は、契約締結後に施工方法
等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行
工事である。
 本発注工事は、以下に示す試行等の対象工
事である。詳細は、入札説明書別表１によ
る。
 「工事環境の改善」実施工事
 完成時の工事成績評定の結果により、総
合評価落札方式の加算点等を減ずる試行工
事。
 工事コスト調査結果により、工事成績評
定を減ずる試行工事
 建設リサイクル法対象工事
 総価契約単価合意方式
 「施工者と契約した第三者による品質証
明」の試行工事
 出来高部分払方式
 「設計審査会」の設置対象工事
 現場代理人と配置予定の主任（監理）技
術者の兼務を認めない試行工事
 ＩＣＴ活用工事【土工（発注者指定型）、
地盤改良工（発注者指定型）】
 ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事【受注者希望型】
 工事工程表の開示の試行工事
 技術提案簡易評価型
 「生産性向上チャレンジ」試行工事
 熱中症対策に資する現場管理費の補正の
試行工事
 条件明示チェックリスト開示の試行工事
 ＣＣＵＳ義務化モデル工事
 監理技術者育成交代モデル工事（試行）
 契約変更手続きの透明性を確保するため
の第三者による適正性チェックについて
（試行）
 直轄土木工事における賃金・労働時間等
の実態調査試行工事
 施工の効率化等による猛暑対策に関する
技術提案テーマを設定し、猛暑対策の取組
を評価する試行対象工事

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。

 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おける一般土木工事に係る一般競争参加資格
の認定を受けていること（会社更生法（平成
14年法律第154号）に基づき更生手続開始の
申立てがなされている者又は民事再生法（平
成11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手続
開始の決定後、関東地方整備局長（以下「局
長」という。）が別に定める手続に基づく一般
競争参加資格の再認定を受けていること。）。
 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おける一般土木工事に係る一般競争参加資格
の認定の際に客観的事項（共通事項）につい
て算定した点数（経営事項評価点数）が、
1200点以上であること（の再認定を受け
た者にあっては、当該再認定の際に、経営事
項評価点数が1200点以上であること。）。
 会社更生法に基づき、更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者（
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 平成23年４月１日以降に、元請けとして完
成・引渡しが完了した下記の要件を満たす同
種工事の施工実績を有すること（共同企業体
の構成員としての実績は、出資比率が20％以
上の場合のものに限る（ただし、異工種建設
工事共同企業体については適用しない。））。
 構造物内幅が５ｍ以上で施工延長240ｍ
以上の現場打ち函渠（パイプ除く）工事で
あること。
ただし、申請できる同種工事の施工実績は
１件のみとし、これを超える件数の施工実績
を申請した場合は、申請されたすべての工事
を実績として認めない。
なお、当該実績が国土交通省が発注した工
事のうち入札説明書に示すものに係る実績で
ある場合にあっては、評定点合計が入札説明
書に示す点数未満であるものを除く。
経常建設共同企業体にあっては、構成員の
それぞれが上記施工実績を有すること。
また、異工種建設工事共同企業体としての
実績は、協定書による分担工事の実績のみ同
種工事の実績として認める。
 工事全般の施工計画が適正であること。

 次に掲げる基準を満たす主任（監理）技術
者を当該工事に専任で配置できること。また、
本発注工事は受注者が工事の始期と終期を設
定することができる工事であり、契約締結日
の翌日から工事の始期までの間は、主任（監
理）技術者の配置を要しない。複数の技術者
を申請する場合は、申請する全ての者につい
て次に掲げる基準を満たしていること。
 主任技術者にあっては、１級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。あるいは、本発注工事の工
事種別に対応した登録基幹技能者講習修了
証を有する者であること。
監理技術者にあっては、１級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。
詳細は入札説明書による。

 １人の者が、平成23年４月１日以降に元
請けとして完成・引渡しが完了した下記
に掲げる工事の経験を有する者であるこ
と。ただし、上記期間に育児休業等を取得
していた場合及び事業促進ＰＰＰに従事し
ていた場合は、その期間と同等の期間を評
価期間に加えることができる。詳細は入札
説明書による。（共同企業体の構成員として
の経験は、出資比率が20％以上の場合のも
のに限る。（ただし、異工種建設工事共同企
業体については適用しない。））
 鉄筋コンクリート構造物工事であるこ
と。
ただし、申請できる同種工事の工事経験
は１件のみとし、これを超える件数の工事
経験を申請した場合は、申請されたすべて
の工事を経験として認めない。
なお、当該経験が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る経
験である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。
ただし、経常建設共同企業体にあっては、
１社の主任（監理）技術者が上記の工事経
験を有していればよい。
また、異工種建設工事共同企業体として
の経験は、協定書による分担工事において
の経験のみ同種工事の経験として認める。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証を有し、監理技術者講習を修了してい
る者であること。
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 配置予定の主任（監理）技術者にあって
は直接的かつ恒常的な雇用関係が必要であ
るので、その旨を明示することができる資
料を入札説明書別記様式１１で求めて
おり、その明示がなされない場合は入札に
参加できない。詳細は入札説明書による。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、局長から工事請負契約に係る指
名停止等の措置要領（昭和59年３月29日付け
建設省厚第91号）に基づく指名停止を受けて
いないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連のある建設業者でないこと。なお、
設計業務等の受託者が設計共同体である場合
は、設計共同体の各構成員又は当該構成員と
資本若しくは人事面において関連がある建設
業者でないこと。詳細は入札説明書による。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。詳細は入札説明書
による。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 総合評価に関する事項
 落札方式
 入札参加者は「価格」、「技術提案［ＶＥ
提案］」、「工事全般の施工計画」、「賃上げの
実施に関する評価」、「ワーク・ライフ・バ
ランス関連認定企業の評価」及び「施工体
制」をもって入札し、次の、の要件に
該当する者のうち、「総合評価の方法」
によって得られた数値（以下「評価値」と
いう。）の最も高い者を落札者とする。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 評価値が、標準点を予定価格で除した
数値（「基準評価値」）に対して下回らない
こと。

 において、評価値の最も高い者が２人
以上あるときは、当該者にくじを引かせ落
札者を決定する。

 総合評価の方法
 「標準点」を100点とし、「施工体制評価
点」の最高点を30点、及び「加算点」の最
高点を63点とする。
 「加算点」の算出方法は、予定価格の制
限の範囲内での入札参加者のうち、下記、
、、のそれぞれの評価項目毎に評価
を行い加算点を算出する。また、「施工体制
評価点」は下記の評価項目を評価して算
出する。なお、「施工体制評価点」の低い者
に対しては「加算点」を減ずる場合がある。
 技術提案［ＶＥ提案］の項目として「工
事全般におけるコンクリートの品質確保
に関する具体的な提案」
 工事全般の施工計画
 賃上げの実施に関する評価
 ワーク・ライフ・バランス関連認定企
業の評価
 施工体制（施工体制評価点）
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は入札参加者の「標準点」と、「加算点」
及び「施工体制評価点」の合計を、当該入
札者の入札価格で除して得た評価値をもっ
て行う。
 、、、、の評価項目につい
て、共通仕様書、特記仕様書及び関係法令
を遵守し、一般的な施工機械により施工（詳
細は入札説明書参照。）及び管理する方法を
用いて作業を行う者で、入札説明書等に記
載された要求要件を実現できると認められ
る場合に標準点（100点）を与え、さらに
の技術提案［ＶＥ提案］、の工事全
般の施工計画、の賃上げの実施に関す
る評価、のワーク・ライフ・バランス
関連認定企業の評価ならびにの施工体
制の内容に応じて、それぞれ加算点及び施
工体制評価点を算出し与える。なお、
技術提案［ＶＥ提案］を行わない者は、
の内容に応じて、それぞれ加算点
及び施工体制評価点を算出し与える。
 の「工事全般におけるコンクリート
の品質確保に関する具体的な提案」の技術
提案［ＶＥ提案］については、予定価格の
制限の範囲内の入札参加者のうち、提案内
容に応じて、それぞれ、Ⅴ（30点）、Ⅳ
（23点）、Ⅲ（15点）、Ⅱ（８点）、Ⅰ（３
点）及び不採用により評価を行い加算点を
与える。

の「工事全般の施工計画」について
は、縮減率が最大の競争参加者の提案を満
点（30点）とし、最低限の要求要件を満た
す縮減率の数値を８点とする。その他の競
争参加者が提案した縮減率に応じて、それ
ぞれの縮減率の数値に応じ按分し評価す
る。なお、縮減率５％未満は加点評価しな
い。
また、按分した評価は小数点第３位まで
とし、小数点第４位を切り捨てとする。
さらに、未提出である又は全ての提案が
不適切である場合は欠格とする。
の「賃上げの実施に関する評価」に
ついては、予定価格の制限の範囲内の入札
参加者のうち、賃上げの実施を表明し、評
価基準を満たした企業等に対し、２点の加
算点を与える。なお、賃上げの実施を表明
しない場合、又は表明内容が評価基準を満
たしていない場合は０点とする。
の「ワーク・ライフ・バランス関連
認定企業の評価」については、ワーク・ラ
イフ・バランス関連の認定を受けていると
申請し、評価基準を満たした企業等に対し、
１点の加算点を与える。なお、認定を受け
ていると申請しない場合、又は申請内容が
評価基準を満たしていない場合は０点とす
る。

 、、、の評価基準の詳細は入
札説明書による。
 「工事全般におけるコンクリートの
品質確保に関する具体的な提案」については、
受注者の責により入札時の評価内容が実施さ
れていないと判断された場合は、ペナルティ
として、工事成績評定を減ずることとし、未
実施の評価項目毎に５点減ずる。
 で求めた、工事全般の施工計画につ
いては、履行状況から、受注者の責により入
札時の評価項目の内容が実施されていないと
判断された場合は、工事成績評定を減ずるこ
ととし、５点を減ずる。
 で求めた、賃上げの実施に関する評
価については、中小企業等の場合、受注者の
事業年度等が終了した後、実施の確認を行っ
た結果、実施を確認するための書類が提出さ

れない場合、表明書に記載した賃上げ基準に
達していない場合、本制度の趣旨を意図的に
逸脱していると判断された場合は、別途、関
東地方整備局総務部契約課が通知する減点措
置の開始の日から１年間に政府調達の総合評
価落札方式による入札公告が行われる調達に
参加する場合、本取組により加点する割合よ
りも大きな割合（関東地方整備局（港湾空港
関係を除く。）が調達する案件については１点
大きな配点）の減点を行う。
また、大企業の場合、受注者の事業年度等
が終了した後、実施の確認を行った結果、実
施を確認するための書類が提出されない場
合、表明書に記載した賃上げ基準に達してい
ない場合、本制度の趣旨を意図的に逸脱して
いると判断された場合は、別途、関東地方整
備局総務部契約課が通知する減点措置の開始
の日から１年間に国土交通省直轄工事・業務
の総合評価落札方式による入札公告が行われ
る調達に参加する場合、本取組により加点す
る割合よりも大きな割合（関東地方整備局（港
湾空港関係を除く。）が調達する案件について
は１点大きな配点）の減点を行う。

４ 入札手続等
 担当部局 関東地方整備局総務部契約課工
事契約調整係 電話0486013151㈹ 内線
2525
電子メール ktr-denshi-baitai@mlit.go.jp
 入札説明書の交付期間及び方法 入札説明
書を電子入札システムにより交付する。ただ
し、やむを得ない事由により、上記交付方法
による入手ができない入札参加希望者に対し
ては、電子メールにより電子データを交付す
るので、上記に電子メールにて依頼を行う
こと。交付期間は令和８年８月17日から令和
８年11月17日までの土曜日、日曜日及び祝日
等（行政機関の休日に関する法律（昭和63年
法律第91号）第１条第１項に規定する行政機
関の休日（以下「休日」という。））を除く毎
日、９時00分から17時00分まで。ただし最終
日は、９時00分から12時00分までとする。
 申請書及び資料の提出期間及び方法 令和
８年８月17日から令和８年９月11日までの休
日を除く毎日、９時00分から17時00分まで（最
終日は15時00分まで）電子入札システムによ
り提出を行うこと。


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 歩掛見積参考資料の交付期間及び方法 競
争参加資格を有する者に対しては、歩掛見積
参考資料を電子入札システムにより交付す
る。交付期間は令和８年10月８日から令和８
年11月17日までの休日を除く毎日、９時00分
から17時00分まで。ただし最終日は、９時00
分から12時00分までとする。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法 令和８年10月９日から令
和８年11月17日まで 〒3309724 埼玉県さ
いたま市中央区新都心２１さいたま新都心
合同庁舎２号館17階 関東地方整備局総務部
契約課契約第一係 電話0486013151㈹
郵送（書留郵便に限る。提出期間内必着。）又
は託送（書留郵便等、記録の残るものに限る。
提出期間内必着。）により提出すること。
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。入札の締め切りは、令和
８年11月17日12時00分。
開札は、令和８年11月20日11時00分関東地
方整備局総務部契約課にて行う。
なお、落札決定の日は開札の翌日（休日は
除く。）を予定する。

５ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行浦和代理店（埼玉りそな銀行さいた
ま営業部））。ただし、利付国債の提供（取
扱官庁 関東地方整備局）又は銀行等の保
証（取扱官庁 関東地方整備局）をもって
入札保証金の納付に代えることができる。
また、入札保証保険契約の締結を行い、又
は契約保証の予約を受けた場合は、入札保
証金を免除する。
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行浦和代理店（埼玉りそな銀行さいた
ま営業部））。ただし、利付国債の提供（取
扱官庁 関東地方整備局）又は金融機関若
しくは保証事業会社の保証（取扱官庁 関
東地方整備局）をもって契約保証金の納付
に代えることができる。また、公共工事履

行保証証券による保証を付し、又は履行保
証保険契約の締結を行った場合は、契約保
証金を免除する。なお、契約の締結と同時
に契約の保証を付すこと。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 上記３に定めると
ころに従い、評価値の最も高い者を落札者と
する。ただし、落札者となるべき者の入札価
格によっては、その者により当該契約の内容
に適合した履行がなされないおそれがあると
認められるとき、又はその者と契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととなる
おそれがあって著しく不適当であると認めら
れるときは、予定価格の制限の範囲内で発注
者の定める最低限の要求要件を全て満たして
入札した他の者のうち評価値の最も高い者を
落札者とすることがある。なお、落札者とな
るべき者の入札価格が予決令第85条に基づく
調査基準価格を下回る場合は、入札説明書に
示す予決令第86条の調査を行うものとする。
 契約締結後のＶＥ提案 契約締結後、受注
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額を低
減することを可能とする施工方法等に係る設
計図書の変更について、発注者に提案するこ
とができる。提案が適正と認められた場合に
は、設計図書を変更し、必要があると認めら
れる場合には請負代金額の変更を行うものと
する。詳細は特記仕様書等による。
 配置予定監理技術者の確認 落札者決定
後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技
術者の専任制違反の事実が確認された場合、
契約を結ばないことがある。なお、種々の状
況からやむを得ないものとして承認された場
合の外は、申請書の差し替えは認められない。
 本工事に係る申請書及び資料の提出にあ
たって、技術提案［ＶＥ提案］により施工し
ようとする場合は、その内容を示した技術提
案書［ＶＥ提案］を提出すること。ただし、
技術提案［ＶＥ提案］が適正と認められなかっ
た場合においては、標準案により入札に参加
ができる。

また、標準案に基づいて施工しようとする
場合は、標準案によって入札に参加する旨を
記載した書面を提出すること（詳細は入札説
明書参照。）。
 専任の監理技術者の配置を義務付けられて
いる工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、監理
技術者とは別に同等の要件を満たす技術者の
配置を求めることがある（詳細は入札説明書
参照。）。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 入札書（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 技術提案の採否 技術提案の採否について
は、競争参加資格の確認の通知に併せて通知
する。
 競争参加資格の確認の通知において、ＶＥ
提案により競争参加資格を認められた者は当
該提案に基づく入札を行い、標準案を提出し
た者は、標準案に基づく入札を行うことを条
件とし、これに違反した入札は無効とする。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記４により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札の時において、
当該一般競争参加資格の認定を受け、かつ、
競争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８
年３月31日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が経常建
設共同企業体である場合においては、その代
表者。）の本店所在地（日本国内に本店がない
場合においては、日本国内の主たる営業所の
所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記に
定める提出場所において、随時受け付ける。

また、当該者が申請書及び資料を提出したと
きに限り、関東地方整備局総務部契約課
（〒3309724 埼玉県さいたま市中央区新都
心２１さいたま新都心合同庁舎２号館17階
電話0486013151㈹）においても当該一
般競争参加資格の認定に係る申請を受け付け
る。
 本案件は、提出資料、入札を電子入札シス
テムで行う対象工事である。また、契約手続
きにかかる書類の授受を電子契約システムで
行う対象工事である。ただし、電子入札シス
テム及び電子契約システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式及び紙契
約方式に代えるものとする。電子入札システ
ム等によらない手続きについては入札説明書
による。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NISHIZAWA Kentaro

Director‑General of Kanto Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of the R8 Edo river right bank

Shinozaki area high standard levee box cul‑

vert.

 Time‑limit for the submission of appli‑

cation forms and relevant documents for

the qualification by electronic bidding sys‑

tem : 3 : 00 P.M. 11 September 2026.

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 P.M.

(noon) 17 November 2026 (tenders brought

with or submitted by mail : 3 : 00 P.M. 17

November 2026).

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, Kanto Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism Sai‑

tama shintoshin National Government Buil‑

ding Tower‑2 21, Shintoshin, Chuou
Ward, Saitama City, Saitama Prefecture

3309724 Japan TEL 0486013151 (ex
2525)
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入 札 公 告（建設工事）
本入札公告に記載の工事は、技術資料を共通化
できる２件の工事を対象に、一括して公告し、審
査を実施する試行工事である。
本件の入札にあたっては、電子入札システムに
おいて２件の工事が別々に案件登録されているの
で、複数の工事に参加を希望する場合は、参加を
希望する工事毎に申請書の提出及び入札が必要で
ある。また、工事件数に関わらず、同一の配置予
定技術者２名まで申請可能とする。ただし、同一
参加者による複数工事の落札は認めない。
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日

支出負担行為担当官
九州地方整備局長 森下 博之

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名
【Ａ】宮崎218号新津花トンネル（西工区）
新設工事

【Ｂ】熊本57号網津長浜トンネル（網津工区）
新設工事
（上記工事全て電子入札及び電子契約対象
案件である）
 工事場所
【Ａ】宮崎県西臼杵郡五ヶ瀬町大字三ヶ所地
先

【Ｂ】熊本県宇土市網津町地先
 工事内容
【Ａ】構造形式：本坑、避難坑（ＮＡＴＭ工
法）
延長：本 坑 （18660ｍ）、 避 難 坑
（18730ｍ）
内空断面：本坑（917）、避難坑（155）
掘削工法：本坑、避難坑（発破掘削）

【Ｂ】構造形式：本坑、避難坑（ＮＡＴＭ工
法）
延長：本 坑 （12520ｍ）、 避 難 坑
（12800ｍ）
内空断面：本坑（913）、避難坑（155）
掘削工法：本坑、避難坑（発破掘削）

 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、事前に建設資材、労
働者確保等の準備を行うことができる余裕期

間を設定した工事であり、発注者が示した工
事完了期限までの間で、受注者は工事の始期
及び終期を任意に設定できる。ただし、契約
を締結するまでの間に、別途配布する工期通
知書により、工事の始期及び終期を通知する
こと。
工事の始期までの余裕期間内は、主任技術
者又は監理技術者を配置することを要しな
い。また、現場に搬入しない資材等の準備を
行うことができるが、資材の搬入や仮設物の
設置等、工事の着手を行ってはならない。ま
た、余裕期間内に行う準備は受注者の責によ
り行うものとする。
【Ａ】全体工期：契約締結日の翌日から令和
13年３月14日まで

【Ｂ】全体工期：契約締結日の翌日から令和
13年２月28日まで

 使用する主要な資機材
【Ａ】コンクリート：約30000
【Ｂ】コンクリート：約20000
 本工事は、入札時に施工計画等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式
（技術提案評価型（Ｓ型））の工事のうち、品
質確保の為の体制その他の施工体制の確保状
況を確認し、施工内容を確実に実現できるか
どうかについて審査し、評価を行う施工体制
確認型総合評価落札方式の試行工事である。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、段階的選抜方式の試行工事であ
る。一次審査においては審査評価点により以
下のとおり選抜するものとし、選抜されな
かった者の入札は無効とする。
ア）参加者数が20者未満の場合：上位10者
（上位から10番目の審査評価点と同点の者
が複数いる場合は、その全ての者とし、参
加者数が10者未満の場合は参加者全てを選
抜する。）
イ）参加者数が20者以上の場合：上位15者
（上位から15番目の審査評価点と同点の者
が複数いる場合は、その全ての者）

 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等を
推進する企業を評価する適用工事である。
 本工事は、段階的選抜方式において、高度
なマネジメントの実績を表彰と同等に評価す
る試行工事である。

 本工事は、段階的選抜方式において、建設
業における労務賃金改善に関する取組みを促
進するため、「労務費見積り尊重宣言」を行い、
下請企業への見積り依頼に際して労務費（労
務賃金）を内訳明示した見積書の提出を求め
る取組みを実施する企業に対して、総合評価
や工事成績評点において加点評価等を行うモ
デル工事を試行するものである。
 本工事は、段階選抜方式において、カーボ
ンニュートラルの取組実績を評価する試行工
事である。
 本工事は、円滑な技術継承を推進すること
を目的として、主任技術者又は監理技術者を
専任で補助する技術者（以下「専任補助者」
という。）を配置することができる「専任補助
者制度」の試行工事である。専任補助者の配
置を希望する場合は、落札決定後から工期の
始期までに、「専任補助者の配置の申出書」を
提出するものとし、併せて専任補助者制度を
活用する主任技術者（監理技術者）及び専任
補助者について、現場代理人等通知書（案）、
経歴書、資格者証、３ヵ月以上の雇用関係を
証明する資料を提出するものとする。「専任補
助者の配置の申出書」は、落札決定後、専任
補助者の配置を希望する場合に、契約担当課
より配布する。
専任補助者は、本工事に専任するものとし
他工事との兼務は認めない。ただし、現場代
理人、担当技術者を兼務することができる。
また、専任補助者制度を活用する主任技術者
（監理技術者）及び専任補助者については、
やむを得ない事由を除き、原則、途中交代は
認めない。
 本工事は、特定建設工事共同企業体の対象
工事である。
ただし、同一の企業が単体、経常建設共同
企業体又は特定建設工事共同企業体のいずれ
かの形態をもって入札に同時に参加すること
は認めない。また、１記載の工事に特定建
設工事共同企業体として参加資格の申請を行
う場合は、その構成員は１記載の他の工事
に単体企業として参加資格の申請を行うこと
はできない。並びに１記載の工事ごとに構
成員の組合せを変更することはできない。

 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。ただし、総合評価に係る技術提案の範囲
は対象としない。
 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、建設業法（昭和24年法律第100
号）第26条第３項ただし書の規定の適用を受
ける監理技術者（以下、「特例監理技術者」と
いう。）の配置は認めない。
 本工事においては、資料の提出及び入札等
を電子入札システムにより行う。ただし、紙
入札の申請に関しては、九州地方整備局総務
部契約課に承諾願を提出して行うものとす
る。
 本工事は、入札説明書等を電子入札システ
ムからダウンロードする適用工事である。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。また、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙方式と
することができるものとする。
 本工事は、ＩＳＯ9001認証取得を活用した
監督業務等の取り扱いの対象工事である。た
だし、低入札価格調査の対象となった場合を
除く。
 本工事は、発注者が新たな積算方式として
「施工パッケージ型積算方式」の試行を行う
工事である。
 総価契約単価合意方式の適用
 本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。
 本方式の実施方式としては、
イ 単価個別合意方式（工事数量総括表の
細別の単価（一式の場合は金額。ロにお
いて同じ。）のそれぞれを算出した上で、
当該単価について合意する方式）


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ロ 包括的単価個別合意方式（工事数量総
括表の細別の単価に請負代金比率を乗じ
て得た各金額について合意する方式）が
あり、受注者が選択するものとする。た
だし、受注者が単価個別合意方式を選択
した場合において、の協議の開始の日
から14日以内に協議が整わないときは、
包括的単価個別合意方式を適用するもの
とする。

 受注者は、「包括的単価個別合意方式」を
選択したときは、契約締結後14日以内に、
契約担当課が契約締結後に送付する「包括
的単価個別合意方式希望書」に、必要事項
を記載の上、当該契約担当課に提出するも
のとする。
 その他本方式の実施手続は、「総価契約単
価合意方式実施要領」及び「総価契約単価
合意方式実施要領の解説」によるものとす
る。

 本工事は、『「公共工事の品質確保に関する
新たな取組」の試行運用について』（Ｈ
18. 5.16国九整契第51２号他）に基づき、
入札説明書別紙１「低入札価格調査制度調査
対象工事に関する事項」により、低入札価格
調査制度調査対象工事に対する取組みを行う
試行工事である。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合は、工事の監督補
助並びに安全対策を目的として、工事現場に
モニターカメラを設置するものとする。
モニターカメラの設置費用については、工
事の監督補助として活用するものについては
発注者が負担するが、工事現場内の安全対策
として活用するものについては受注者が負担
するものとする。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合は、ビデオ撮影に
より不可視部分の出来形管理を行うものとす
る。ビデオ撮影した映像については、監督職
員へ提出するものとする。
 本工事のうち【Ａ】宮崎218号新津花トン
ネル（西工区）新設工事は、国庫債務負担行
為に基づく契約の中間年度における請負代金
の支払いの限度額（以下「支払い限度額」と

いう。）について、当初契約の時点で「０」と
設定し、補正予算が措置されるなど追加で予
算の執行が可能となった場合に各年度の支払
限度額を変更し、前倒しで既済部分払等の支
払いを可能とする「事業加速円滑化国債」を
採用する。支払い条件等については、入札説
明書及び現場説明書の内容を十分に確認する
こと。
 本工事のうち【Ｂ】熊本57号網津長浜トン
ネル（網津工区）新設工事において、中間前
金払に代わり既済部分払を選択した場合に
は、短い間隔で出来高に応じた部分払や設計
変更協議を実施する「出来高部分払方式」を
採用する。
 本工事は、工程上一定の区切りと認められ
る時点で、主任技術者又は監理技術者（以下、
「配置予定技術者」という。）の途中交代を認
める試行工事である。
 本工事は、契約後、現地状況や労働者・資
機材の厳しい確保状況等を踏まえ、受発注者
間の協議により、見積を活用した積算により
直接工事費及び間接工事費を設計変更の対象
とできる試行工事である。
 本工事は、「施工者と契約した第三者による
品質証明の試行の延長について（令和５年６
月１日付け国会公契第11号、国官技第64号、
国北予第７号）」による「施工者と契約した第
三者による品質証明」の試行対象工事である。
本工事においては、工事施工中、受注者が
委託した第三者の品質証明者が工事の実施状
況、出来形及び品質について契約図書との適
合状況の確認を行った上で品質証明結果とし
てとりまとめ、発注者はその結果を踏まえて
既済部分検査及び完成検査を行うこととす
る。また、【Ｂ】熊本57号網津長浜トンネル（網
津工区）新設工事の支払い条件は「出来高部
分払方式」を採用する。
本試行の実施にあたっては、「施工者と契約
した第三者による品質証明実施要領」及び「施
工者と契約した第三者による品質証明業務運
用ガイドライン（案）」に基づき受注者が希望
する場合に行うものとする。
 本工事は、発注者が競争参加資格確認申請
書を提出した者から、本工事の積算に必要な
工事費の一部について見積書を求める工事で
ある。見積書の提出は、競争参加資格確認申
請書提出後に、発注者より別途通知する依頼
書により行う。

 快適トイレの設置 本工事は、施工現場付
近に特記仕様書に記載の仕様を満たす快適ト
イレを設置することを原則とする。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正を行うことができる試行工事である。
 本工事は、工期設定の根拠とした工事工程
表を開示することにより、適切な工期設定の
取組みを行う「工事工程表の開示工事」であ
る。
 本工事は、当該工事において他の模範とな
るような働き方改革に関する取組みとして、
若手技術者（35歳以下）や女性技術者の登用
など、担い手の確保に向けた取組みが図られ
ている場合に、工事成績で加点評価する工事
である。
 本工事は、国土交通省が提唱するi‑Const‑
ructionの取組みにおいて、ＢＩＭ／ＣＩＭ
（Building／Construction Information Mo‑
deling, Management）を導入することによ
り、ＩＣＴの全面的活用を推進し、ＢＩＭ／
ＣＩＭモデルの活用による建設生産・管理シ
ステム全体の課題解決および業務効率化を図
ることを目的とするＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事
（発注者指定型）である。
 本工事は、新技術活用の促進を図るため、
施工者が原則１技術以上の新技術を選定した
うえで活用を図る新技術活用工事である。
本工事は、以下に示す新技術のうち原則１
技術以上を選定したうえで活用を行うものと
する。
 新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）
登録技術
 「公共工事等における新技術活用の促進
について（平成26年３月28日付け国官総第
344号、国官技第319号）のテーマ設定型（技
術公募）で作成された技術比較表に掲載さ
れている技術
 「i‑Constructionを推進するための現場
ニーズ・技術シーズのマッチングによる新
技術の現場試行について」（平成30年５月24
日付国官技第52号）及び「i‑Construction
を推進するための現場ニーズ・技術シーズ
のマッチング実施要領について」（令和３年
９月30日付国官技第164号）に基づき現場
試行し、現場試行結果の評価で従来技術と
同等以上と確認できた技術

 本工事は、契約変更手続きの透明性を確保
するため、契約変更前に必要に応じて第三者
による適正性チェックを実施する試行工事で
ある。
 本工事のうち【Ｂ】熊本57号網津長浜トン
ネル（網津工区）新設工事は、「令和８年度熊
本地震の被災地（熊本県）で適用する施工パッ
ケージ型積算方式標準単価表」を用いた積算
方式の試行対象工事である。
 本工事のうち【Ｂ】熊本57号網津長浜トン
ネル（網津工区）新設工事は、「土木請負工事
工事費積算基準」等により各工種区分、施工
地域補正等を考慮した共通仮設費率（率分）
及び現場管理費率に、それぞれの補正係数を
乗じる試行対象工事である。ただし、補正係
数については以下のとおりとする。
【共通仮設費率（率分）：１．１現場管理費
率：１．１】
 本工事は、建設キャリアアップシステム義
務化モデル工事の試行対象工事である。試行
内容の詳細は、特記仕様書によることとする。
 本工事は、建設現場の遠隔臨場を実施する
工事である。詳細は特記仕様書によることと
する。
 本工事は、施工条件明示に関するチェック
リストを提示する試行工事である。
 本工事は、技術提案の作成にあたり、当該
工事の設計データの閲覧ができる試行工事で
ある。詳細は、入札説明書を参照すること。
 本工事は、受注者の協力の下、下請業者へ
の賃金の支払いや適正な労働時間確保に関
し、賃金・労働時間・労務費の実態を調査す
る試行工事（受注者希望方式）である。
 本工事は、配置予定技術者の評価項目に、
過去に同種工事に携わった際の立場（監理技
術者等）を求めない試行工事である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者、又は次に
掲げる条件を満たしている者により構成される
特定建設工事共同企業体であって「競争参加者
の資格に関する公示」（令和８年８月17日付け九
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州地方整備局長）に示すところにより、九州地
方整備局長から宮崎218号新津花トンネル（西
工区）新設工事、熊本57号網津長浜トンネル（網
津工区）新設工事に係る特定建設工事共同企業
体としての競争参加資格の認定を受けている者
であること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 九州地方整備局における一般土木工事に係
る一般競争参加資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、当該地方
整備局長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再認定を受けていること。）
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 九州地方整備局における一般土木工事に係
る一般競争参加資格の認定の際に、客観的事
項（共通事項）について算定した点数（経営
事項評価点数）が1200点以上（特定建設工
事共同企業体のうち代表者以外の構成員に
あっては、1000点以上）であること（上記
の再認定を受けた者にあっては、当該再認
定の際に、経営事項評価点数が1200点以上
（特定建設工事共同企業体のうち代表者以外
の構成員にあっては、1000点以上）である
こと。）。
 平成23年度以降に完成した、元請けとして
次に掲げる【】はア）及びイ）の要件を、【】
はア）の要件を満たす同種工事の施工実績を
有すること。（受注形態を明らかにするものと
し、甲型共同企業体の構成員としての実績は、
出資比率が20％以上の場合のものに限る。乙
型共同企業体の施工経験については、出資比

率に関わらず各構成員が施工を行った分担工
事の経験であること。）ただし、【】のア）及
びイ）は同一工事であることとし、施工延長
については掘削、覆工を実施した区間の延長
であること。
【】単体もしくは、特定建設工事共同企業
体の代表者
ア）ＮＡＴＭによるトンネル内空断面積が
（覆工後の内空面積）80以上であるこ
と。（トンネル内空断面積（覆工後の内空
面積）80㎡以上の施工実績は、非常駐車
帯部を除く。）
イ）施工延長が1100ｍ以上であること。
【】特定建設工事共同企業体のうち代表者
以外の構成員
ア）ＮＡＴＭによるトンネル内空断面積が
（覆工後の内空面積）40以上であるこ
と。（トンネル内空断面積（覆工後の内空
面積）40以上の施工実績は、非常駐車
帯部を除く。）
ただし、特定建設工事共同企業体にあって
は、代表者は上記【】、代表者以外のすべて
の構成員は上記【】の同種工事の実績を有
すること。また、経常建設共同企業体にあたっ
ては、構成員のいずれか１社が上記【】の
同種工事の実績を有すること。
また、当該実績が地方整備局が発注した工
事に係る実績である場合にあっては、工事成
績評定通知書の評定点が65点未満のもの又は
工事成績評定の通知を受けていないものは実
績として認めない。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に配置できること。
また、建設業法第26条第３項本文及び建設
業法施行令（昭和31年政令第273号）第27条
第１項に該当する場合は、当該技術者は専任
でなければならない。
本入札説明書に示す（別記様式３）で申請
できる配置予定技術者は２名までとする。（本
入札説明書３工事概要で記載した複数の工事
に参加を希望する場合でも同一の配置予定技
術者２名までとする。また、３名以上申請し
た場合は、欠格とする。）

本工事は、受注者が工事の始期と終期を設
定することができる工事であり、契約締結日
の翌日から工事の始期までの間は、主任技術
者又は監理技術者の配置を要しない。
 １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
また、「これと同等以上の資格を有する

者」とは、次のものをいう。
・１級建設機械施工管理技士の資格を有す
る者
・技術士（建設部門、農業部門（選択科目
を「農業土木」又は「農業農村工学」と
するものに限る。）、林業又は森林部門（選
択科目を「森林土木」とするものに限る。）
又は総合技術監理部門（選択科目を「建
設」、「農業農業土木又は農業農村工学」
又は「林業又は森林森林土木」とする
ものに限る。））の資格を有する者
・これらと同等以上の資格を有するものと
国土交通大臣が認定した者

 平成23年度以降に完成した、元請けの技
術者として、上記【】に掲げる同種工
事の経験を有する者であること。（受注形態
を明らかにするものとし、甲型共同企業体
の構成員としての実績は、出資比率が20％
以上の場合のものに限る。乙型共同企業体
の施工経験については、出資比率に関わら
ず各構成員が施工を行った分担工事の経験
であること。）
但し、一人の主任（監理）技術者が同種
工事の全ての要件を満たさなければならな
い。
また、特定建設工事共同企業体及び経常
建設共同企業体にあっては、構成員のいず
れか１人の主任（監理）技術者が同種工事
の経験を有していればよい。
ただし、当該実績が地方整備局が発注し
た工事に係る実績である場合にあっては、
工事成績評定通知書の評定点が65点未満の
もの又は工事成績評定の通知を受けていな
いものは実績として認めない。（工事成績評
定通知書の再発行等については、５年以内
のものは該当工事発注事務所にて、それ以
前のものは企画部技術管理課に申請すれば
再発行が可能です。）
さらに、当該実績が、工期１年未満の工
事にあっては工期の半分未満の従事期間、
工期１年以上の工期の工事にあっては６ヶ
月未満の従事期間である場合は実績として
認めない。

 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。登録基幹技能者が主任技術者
となる場合にあっては、登録基幹技能者講
習修了証を有する者であること。
 配置予定の主任（監理）技術者にあって
は直接的かつ恒常的な雇用関係が必要であ
るので、その旨を明示することができる資
料を提出するものとし、その明示がなされ
ない場合は入札に参加できないことがあ
る。また、次に掲げる通達において定めら
れた在籍出向の要件に適合しない場合又は
当該要件に適合することを証する資料の提
出がなされない場合は入札に参加できな
い。また、当該要件に適合しない者を監理
技術者等として設置していることが確認さ
れた場合は契約を解除する。
１）「建設業者の営業譲渡又は会社分割に
係る主任技術者又は監理技術者の直接的
かつ恒常的な雇用関係の確認の事務取扱
いについて」
２）「官公需適格組合における組合員から
の在籍出向者たる監理技術者又は主任技
術者の直接的かつ恒常的な雇用関係の取
扱い等について（試行）」
３）「企業集団内の出向社員に係る監理技
術者等の直接的かつ恒常的な雇用関係の
取扱い等について」
４）「持株会社の子会社が置く主任技術者
又は監理技術者の直接的かつ恒常的な雇
用関係の確認の取扱いについて（改正）」

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、九州地方整備局長から工事請負
契約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年
３月29日付け建設省厚第91号）に基づく指名
停止を受けていないこと。
ただし、特定建設工事共同企業体を結成し
て申請書を提出した者の構成員の一部が指名
停止措置を受けたことにより、残余の構成員
が新たな特定建設工事共同企業体を結成して
特定建設工事共同企業体の認定及び競争参加
資格の確認申請を行う場合及び残余の構成員
が単独で競争参加資格の確認申請を行う場合
においては、令和８年９月11日以降の認定及
び確認申請に係るものについては、競争参加
資格を認めない。
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 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある又は特別な提携関係等があ
る建設業者でないこと。また、上記１に示し
た工事に係る設計業務等の受託者である設計
共同体の各構成員又は当該構成員と資本若し
くは人事面において関連がある又は特別な提
携関係等がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に以下の基
準のいずれかに該当する関係がないこと。
 資本関係 次のいずれかに該当する二者
の場合。
 子会社等（会社法（平成17年法律第86
号）第２条第３号の２に規定する子会社
等をいう。において同じ。）と親会社等
（同条第４号の２に規定する親会社等を
いう。において同じ。）の関係にある場
合
 親会社等を同じくする子会社等同士の
関係にある場合

 人的関係 次のいずれかに該当する二者
の場合。ただし、については、会社等（会
社法施行規則（平成18年法務省令第12号）
第２条第３項第２号に規定する会社等をい
う。以下同じ。）の一方が民事再生法第２条
第４号に規定する再生手続が存続中の会社
等又は更生会社（会社更生法第２条第７項
に規定する更正会社をいう。）である場合を
除く。
 一方の会社等の役員（会社法施行規則
第２条第３項第３号に規定する役員のう
ち、次に掲げる者をいう。以下同じ。）が、
他方の会社等の役員を現に兼ねている場
合
１）株式会社の取締役。ただし、次に掲
げる者を除く。
 会社法第２条第11号の２に規定す
る監査等委員会設置会社における監
査等委員である取締役
 会社法第２条第12号に規定する指
名委員会等設置会社における取締役
 会社法第２条第15号に規定する社
外取締役
 会社法第348条第１項に規定する
定款に別段の定めがある場合により
業務を執行しないこととされている
取締役

２）会社法第402条に規定する指名委員
会等設置会社の執行役
３）会社法第575条第１項に規定する持
分会社（合名会社、合資会社又は合同
会社をいう。）の社員（同法第590条第
１項に規定する定款に別段の定めがあ
る場合により業務を執行しないことと
されている社員を除く。）
４）組合の理事
５）その他業務を執行する者であって、
１）から４）までに掲げる者に準ずる
者

 一方の会社等の役員が、他方の会社等
の民事再生法第64条第２項又は会社更生
法第67条第１項の規定により選任された
管財人（以下単に「管財人」という。）を
現に兼ねている場合
 一方の会社等の管財人が、他方の会社
等の管財人を現に兼ねている場合

 その他入札の適正さが阻害されると認め
られる場合 組合（共同企業体を含む。）と
その構成員が同一の入札に参加している場
合その他上記又はと同視しうる資本関
係又は人的関係があると認められる場合。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 一次審査に関する事項
競争参加資格があると認められた者につい

て、工事請負業者選定事務処理要領（昭和41年
12月23日付け建設省厚第76号）第16の指名基準
を踏まえ４Ⅰによって得られる審査評価点の
以下の者までを選抜し、技術提案書の提出要請
を行うものとする。
ア）参加者数が20者未満の場合：上位10者（上
位から10番目の審査評価点と同点の者が複数
いる場合は、その全ての者とし、参加者数が
10者未満の場合は参加者全てを選抜する。）
イ）参加者数が20者以上の場合：上位15者（上
位から15番目の審査評価点と同点の者が複数
いる場合は、その全ての者）

４ 総合評価に関する事項等
 本工事の総合評価は以下のとおり実施す
る。
 一次審査における審査評価点の算出にお
いては、下記Ⅰ一次審査項目について、評
価点を評価基準に従って与え、審査評価点
を算出する。（最大得点400点）
 二次審査における加算点の算出において
は、下記Ⅱ二次審査項目について、評価点
を評価基準に従って与え、加算点を算出す
る。（最大得点620点）
Ⅰ 一次審査 下記１）～３）の項目におけ
る審査評価点の合計の以下の者までを選抜
する。
ア）参加者数が20者未満の場合：上位10者
（上位から10番目の審査評価点と同点の
者が複数いる場合は、その全ての者とし、
参加者数が10者未満の場合は参加者全て
を選抜する。）
イ）参加者数が20者以上の場合：上位15者
（上位から15番目の審査評価点と同点の
者が複数いる場合は、その全ての者）
また、国内実績のない外国籍企業が国外
での施工実績により参加する場合、九州地
方整備局において競争参加資格を確認の
上、上記２の同種工事の施工実績として
妥当と判断された場合、選抜者に加える。
１）技術提案（１提案）
◆現場状況に適合した施工上の課題に関
する事項
施工上配慮すべき事項

２）配置予定技術者の能力
３）企業の施工実績
Ⅱ 二次審査（選抜された者） ３に示す「一
次審査に関する事項」により選抜された者
の中から、下記６２）の期間内に技術
提案書を提出した者を対象に実施する。
１）施工体制（施工体制評価点）
 品質確保の実効性：15点
 施工体制確保の確実性：15点
２）技術提案（加算点）※４Ⅰ１）を含
む
◆現場状況に適合した施工上の課題に関
する事項
 施工上配慮すべき事項（※４Ⅰ１）
と同じ）：20点
※一次審査で既に提出しているため再度
の提出は不要とする。

◆工事目的物の性能・機能に関する事項
 品質確保や向上：20点
◆現場状況に適合した施工上の課題に関
する事項
 施工上配慮すべき事項：20点
◆賃上げの実施に関する評価
 賃上げの実施を表明した企業等：２
点
 賃上げ基準に達していない場合等の
減点：－３点

 ３に示す「一次審査に関する事項」により
選抜された者は、価格及び技術資料をもって
入札を行い、の要件に該当する者のうち、
によって得られる標準点、施工体制評価点
（０～30点）及び加算点（０～62点）の合計
を入札価格で除した数値（以下、「評価値」と
いう。）の最も高い者（複数存在する場合は
による。）を落札者とする。
 評価対象要件
 入札価格が予決令第79条の規定に基づ
いて作成された予定価格の制限の範囲内
であること。
 評価値が標準点（100点）を予定価格
で除した数値（以下、「基準評価値」とい
う。）に対して下回らないこと。

 評価方法
 標準点 当該工事について、入札説明
書等に記載された要求要件を実現できる
と認められる場合には、標準点100点を
与える。
 施工体制評価点及び加算点 の評価
項目について、施工体制評価点及び加算
点を与える。
 評価項目及び得点配分 評価項目（
Ⅱ～）毎に評価を行い、及びに
おける評価点の合計点を施工体制評価点
とし、～における評価点の合計点を
加算点とする。

 評価値の最も高い者が２人以上あるとき
は、くじへと移行する。くじは、電子入札
システムの電子くじにて実施する。





令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 技術提案資料の作成 技術提案資料は入札
説明書に基づき作成するものとする。
ただし、本入札公告に記載の複数の工事に
参加を希望する場合でも技術提案に基づく施
工計画は共通とし、工事毎に異なる施工計画
をした場合は欠格とする。
 ヒアリングの実施（施工体制の審査） ど
のように施工体制を構築し、それが入札説明
書等に記載された要求要件の実現確実性の向
上につながるかを審査するためのヒアリング
を実施するとともに、ヒアリングに際して追
加資料を求めることがある。（詳細は入札説明
書による。）
 その他 技術提案に基づく施工計画の採否
については、二次審査の結果として、電子入
札システム（紙により申請した者については、
紙）により通知する。

５ 担当部局 〒8120013 福岡市博多区博多駅
東２丁目10番７号（福岡第二合同庁舎） 九州
地方整備局総務部契約課契約第一係 電話
0924763509（直通）（内線2528）
６ 入札説明書の交付及び申請書の提出に係る事
項
 入札説明書の交付
 交付期間：別表１に示す期間。
 交付場所：上記５に同じ。
 その他：電子入札システムにより交付す
る。ただし、電子入札に対応していない等
の理由でダウンロードによる入手ができな
い場合は、交付終了日の２日前までに５の
担当部局に連絡すること。

 申請書の提出方法 本入札公告の複数の工
事に参加希望する場合の申請書は、希望する
工事毎に提出すること。さらに資料等は、参
加を希望する何れか１件の工事にまとめて添
付すればよいが、資料等を添付しない他の工
事には、入札説明書で示す様式を資料等に代
えて添付すること。（詳細は入札説明書によ
る。）
１）申請書及び一次審査に関する資料
 提出期間：別表１に示す期間。
 提出場所：上記５に同じ。
 提出方法：
 電子入札の場合 電子入札システム
により提出。ただし、容量が10ＭＢを
超える場合は、提出場所へ持参、又は

郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送
は書留郵便と同等のものに限る。提出
期間内必着。以下同じ。）により提出す
ること。
 紙入札方式による場合 提出場所へ
持参、又は郵送等により提出すること。
 申請書及び資料等は、提出期限以降
の内容変更及び取り下げは認めない。
ただし、取り下げについては入札説明
書に示す場合を除く。

２）二次審査に関する資料（選抜された者）
４Ⅰに掲げる一次審査で選抜された者
は、次に従い技術提案書を提出すること。
 提出期間：別表１に示す期間
 提出場所：上記５に同じ。
 提出方法：
 電子入札の場合 電子入札システム
により提出。ただし、容量が10ＭＢを
超える場合は、提出場所へ持参、又は
郵送等により提出する。
 紙入札方式による場合 提出場所へ
持参、又は郵送等により提出する。
 申請書及び資料等は、提出期限以降
の内容変更及び取り下げは認めない。
ただし、取り下げについては入札説明
書に示す場合を除く。
二次審査に関する資料を上記期限までに
提出しない場合は、本入札を辞退したもの
と見なし、二次審査に関する資料を提出し
ない者がした入札についても、当該入札を
無効とするので、留意すること。

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
 提出期間：別表１に示す期間
 提出場所：上記５に同じ。
 提出方法：提出場所へ持参、又は郵送等
により提出すること。

 入札、開札の日時、場所及び入札書の提出
方法 入札書は、電子入札システムにより提
出すること。ただし、支出負担行為担当官（以
下、「当職」という。）の承諾を得た場合は、紙

により九州地方整備局契約課に持参又は郵送
（書留郵便に限る。）すること。電送（ファク
シミリ）による提出は認めない。
 入札書の締切日時
 電子入札対応の場合 別表１に示す
期日。
 紙入札方式による場合 上記に同
じ。

 開札の日時及び場所 開札は、別表１
に示す日時に以下の場所にて行う。
〒8120013 福岡市博多区博多駅東２丁
目10番７号（福岡第二合同庁舎） 九州地
方整備局契約課入札室

 電子入札により送信された入札書（紙入札
による参加が認められている場合は、提出さ
れた入札書。）については、入札心得第６条各
号に該当するものを除き、入札金額の誤記入
又は積算ミス等により意図しない金額による
入札を行った場合においても有効なものとし
て取り扱うこととなるので留意すること。ま
た、落札決定後に当該契約を辞退する場合は、
原則として、指名停止措置が講じられるので
留意すること。

７ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行福岡支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 九州地方整備局）又は銀行
等の保証（取扱官庁 九州地方整備局）を
もって入札保証金の納付に代えることがで
きる。また、入札保証保険契約の締結を行
い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行福岡支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 九州地方整備局）又は金融
機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官
庁 九州地方整備局）をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共
工事履行保証証券による保証を付し、又は
履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金を免除する。
また、受注者は、余裕期間と実工事期間
を合計した全体工期を保証期間に含むこ
と。

 入札の無効 本公告における選抜を受けて
いない者のした入札、選抜を受けた者であっ
ても、申請書又は資料に虚偽の記載をした者
のした入札及び入札に関する条件に違反した
入札は無効とする。
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で、上記３に定めるところに従い、評価値の
最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、当職の定
める最低限の要求要件を全て満たして入札し
た他の者のうち評価値が最も高い者を落札者
とすることがある。
 総合評価落札方式に伴う技術提案 本工事
における施工計画の提出にあたって、入札説
明書の別冊図面及び別冊仕様書に参考として
示された図面及び仕様書（標準案）の内容に
ついて、これと異なる施工方法等（技術提案）
で施工しようとする場合は、その内容を示し
た施工計画を提出すること。
技術提案による施工計画が適正と認められ
ない場合又は標準案により施工しようとする
場合は、標準案による施工を行うことを示す
資料を提出すること。
また、提出を行う技術提案書の作成にあ
たっては、当該入札に参加しようとする他の
技術提案提出者と技術提案の内容等につい
て、いかなる相談・協議等を行ってはならな
い。これに違反した場合は、当該入札に係る
競争参加資格を与えないものとする。
 配置予定技術者と建設業法第７条第２号又
は第15条第２号に定める営業所の専任技術者
（以下「営業所の専任技術者」という。）の重
複確認 本工事が建設業法第26条第３項に該
当する場合、入札に参加し落札者となった者
は、落札決定後、契約締結までに、配置予定
技術者が営業所の専任技術者と重複していな
いことが確認できる資料を提出するものとす
る。
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 配置予定技術者の確認 落札者決定後、Ｃ
ＯＲＩＮＳ等により配置予定技術者等の専任
制違反の事実が確認された場合、契約を結ば
ないことがある。種々の状況からやむを得な
いものとして承認された場合の外は、申請書
の差替えは認められない。
 専任の監理技術者の配置が義務付けられて
いる工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約するときは、専任の監理技
術者とは別に、同等の要件を満たす技術者の
配置を求めることがある（入札説明書参照。）。
 契約締結後の技術提案 契約締結後、受注
者は設計図書に定める工事目的物の機能、性
能等を低下させることなく請負代金額を低減
することを可能とする施工方法等に係る設計
図書の変更について、当職に提案することが
できる。ただし、総合評価に係る技術提案の
範囲は対象としない。
提案が適正であると認められた場合には、
設計図書を変更し、必要があると認められる
ときは請負代金額の変更を行うものとする。
詳細は特記仕様書等による。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記６により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札の時において、
当該一般競争参加資格の認定を受け、かつ、
競争参加資格の確認及び選抜を受けていなけ
ればならない。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８
年３月31日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が経常建
設共同企業体である場合においては、その代
表者。）の本店所在地（日本国内に本店がない
場合においては、日本国内の主たる営業所の
所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記に

定める提出場所において、随時受け付ける。
また、当該者が申請書及び資料を提出したと
きに限り、九州地方整備局総務部契約課
（〒8120013 福岡県福岡市博多区博多駅東
２10７福岡第二合同庁舎 電話092
4763509）においても当該一般競争参加資
格の認定に係る申請を受け付ける。
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MORISHITA Hiroyuki

Director‑General of Kyushu Regional De‑

velopment Bureau Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract :

【Ａ】Construction work for establishment
of The Shintsubana Tunnel (west)

route 218 in Miyazaki Prefecture

【Ｂ】Construction work for establishment
of The Amidunagahama Tunnel (am‑

idu) route 57 in Kumamoto Prefecture

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 P.M. 11 September

2026

 Time‑limit for the submission of techni‑

cal proposal : 12 : 00 P.M. 28 October 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 P.M.

(noon) 14 December 2026 (tenders bring

with 12 : 00 P.M. (noon) 14 December 2026

or submitted by mail 12 : 00 P.M. (noon) 14

December 2026)

 Contact point for tender documentation :

The Contract Division, Kyushu Regional

Development Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism,

2107, Hakataeki‑Higashi, Hakata

Ward, Fukuoka City, 8120013, Japan,
TEL＋81924763509 EX. 2528

別表１ 本入札手続きに係る期間等
 入札説明書の交付期間 令和８年８月17日
から令和８年12月14日までの土曜日、日曜日
及び祝日を除く毎日、８時30分から18時00分
まで。（最終日は入札書受付締切予定時刻であ
る12時00分。）

 申請書及び一次審査に関する資料等の提出
期間 令和８年８月17日から令和８年９月11
日までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、
９時30分から17時00分まで（ただし、最終日
は12時00分まで。）
 二次審査に関する資料（選抜された者）の
提出期間 令和８年10月９日から令和８年10
月28日までの土曜日、日曜日及び祝日を除く
毎日、９時30分から17時00分まで（ただし、
最終日は12時00分まで。）
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期間
令和８年10月９日から令和８年12月14日ま
での土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９
時30分から17時00分まで。（最終日は入札書受
付締切予定時刻である12時00分。）
 入札書の締切日時 令和８年12月14日12時
00分
 開札の日時
【Ａ】宮崎218号新津花トンネル（西工区）
新設工事 令和８年12月17日14時00分

【Ｂ】熊本57号網津長浜トンネル（網津工区）
新設工事 令和８年12月17日15時00分

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
（契約責任者）
西日本高速道路株式会社関西支社

支社長 諸富 正和
◎調達機関番号 419 ◎所在地番号 27
〇案件番号 第 16 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 新名神高速道路 城陽第一高架橋
（鋼上部工）拡幅工事（不落札協議）
 工事場所
自）京都府城陽市富野中ノ芝
至）京都府城陽市水主大将軍
 工事内容 本工事は、新名神高速道路 大
津ＪＣＴ～城陽ＪＣＴ間の城陽第一高架橋の
６車線幅への拡幅工事を施工するもの。
 工事概算数量 鋼重 13千ｔ
 工期 工事の始期日から1140日間（ただ
し、令和９年２月１日（工事開始期限）まで
に工事を開始すること）

 使用する主要な資機材


 落札方式 総合評価落札方式（施工計画提
案型（標準型））
 契約金額の約定方法 総価単価契約
 単価表の提出 必要
２ 競争参加資格 次に掲げる条件をすべて満足
し、かつ、契約責任者による当該工事に係る競
争参加資格確認の結果、資格があると認められ
た者は、本件競争に参加することができる。
 審査基準日（下記３に示す申請書等の提
出期間の最終日をいう。以下同じ。）において、
「西日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第７号）」第６条の規定に該当
しない者であること。
 開札時において、「令和７・８年度西日本高
速道路株式会社工事一般競争（指名競争）参
加資格」のうち、以下の全ての条件に該当す
ること。
ただし、「会社更生法（平成14年法律第154

号）」に基づき更生手続開始の申立てがなされ
ている者又は「民事再生法（平成11年法律第
225号）」に基づき再生手続開始の申立てがな
されている者については、手続き開始の決定
後、「工事等競争参加資格登録の特例を定める
要領（平成21年３月31日制定要領第41号）」に
基づく工事一般競争（指名競争）参加資格の
再認定を受けて、当該再認定において以下の
全ての条件に該当すること。
 単体で参加する場合 「鋼橋上部工工事」
の資格を有するもの。客観的事項に係る点
数（経営事項評価点数）が1200点以上であ
る者
 特定建設工事共同企業体（以下「特定Ｊ
Ｖ」という。）で参加する場合 「鋼橋上部
工工事」の資格を有し、かつ、客観的事項
に係る点数が1200点以上である２者で構成
された共同企業体。
なお、経常建設共同企業体（以下「経常
ＪＶ」という。）、協業組合及び事業協同組
合は、特定ＪＶの構成員となれないものと
する。


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 審査基準日において、平成23年度以降に元
請けとして完成・引渡しが完了した次に示す
同種工事の施工実績を有すること。
 単体、特定ＪＶの代表者及び代表者以外
の構成員の場合 次のａ）及びｂ）の施工
実績を有すること。
ａ）鋼連続箱桁橋（新設）の工場製作
ｂ）クレーン相吊り架設により架設した鋼
道路橋の工事

 特定ＪＶの代表者以外の構成員の場合
次のａ）及びｂ）の施工実績を有すること。
ａ）鋼連続箱桁橋（新設）の工場製作
ｂ）トラッククレーンベント工法により架
設した鋼道路橋の工事

※特定ＪＶの代表者以外の構成員について
は、若しくはに掲げるいずれかの施工
実績を有すること
【注意事項】
〇次のⅠ～Ⅲのいずれかに該当する場合
は、施工実績として認めない。
Ⅰ）西日本高速道路株式会社（旧日本道
路公団含む）が発注した工事で、評定
点合計が65点未満のもの
Ⅱ）「国、地方公共団体及び公共工事の
入札及び契約の適正化の促進に関する
法律（平成12年法律第127号）」第２条
第１項の政令で定める法人が発注した
工事であって、工事成績評定が一定の
点数未満であるために当該機関の競争
入札において施工実績として認めてい
ないもの
Ⅲ）特定ＪＶ及び経常ＪＶの構成員とし
ての施工実績のうち、出資比率が均等
割の10分の６未満のもの

〇複数の施工実績を求める場合は、同種工
事の項に掲げる各工事の施工実績を同一
の工事において有する必要はない。

 施工計画が適正であること。
 審査基準日（審査基準日を含む。）から落札
者を決定する日（決定する日を含む。）までの
期間に、「西日本高速道路株式会社入札参加資
格停止等事務処理要領（平成17年要領第96
号）」に基づき、「地域１」において、入札参加
資格停止を受けていないこと。共同企業体の
場合は、各構成員が前述の期間に入札参加資
格停止を受けていないこと。

 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受注者、又は当該受注者と、審査基準日（審
査基準日を含む。）から入札書提出期限の日
（期限の日を含む。）までの期間に、資本若し
くは人事面において関連がある建設業者でな
いこと。
 審査基準日（審査基準日を含む。）から入札
書提出期限の日（期限の日を含む。）までの期
間に、資本・人的関係のある者同士が入札手
続に参加していないこと。

３ 入札手続等
 契約担当部署 西日本高速道路株式会社関
西支社 総務企画部契約課
（住所）〒5670871 大阪府茨木市岩倉町１

番13号
（電話）0663449241
 図書交付期間及び方法
 交付期間 令和８年８月17日（月）から
令和８年10月２日（金）まで（土曜日、日
曜日、祝日及び年末年始（12月29日から翌
年１月３日まで）（以下「休日」という。）を
除く。）
 交付方法 入札情報公開システム
https://corp.w-nexco.co.jp/procurement/
library/

当案件のダウンロードに必要なパスワー
ドは、「261000015」である。
なお、通信環境の不具合等やむを得ない
事由により、上記交付方法による入手がで
きない場合は、上記交付期間の毎日午前10
時00分から午後４時00分まで、上記３に
おいて入手することができる。

 申請書等の提出期間及び方法
 提出期間 令和８年８月18日（火）から
令和８年10月２日（金）午後４時00分まで
（休日を除く。）
 提出方法 電子入札システム
 入札書の提出期限及び提出方法
 提出期限 令和８年12月21日（月）午前
11時00分まで
 提出方法 電子入札システム
 開札の日時及び場所
 開札日時 令和８年12月24日（木）午後
１時30分
 開札場所 上記３に同じ。

４ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る

 入札保証及び契約保証金
入札保証金 免除
契約保証金 納付

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書等に虚偽の記載
をした者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記３に同じ。
 詳細は入札公告・入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Masakazu Morodomi Di‑

rector General of Kansai Branch, West

Nippon Expressway Company Limited

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Widening

work of Shin Meishin Expressway the first

Joyo viaduct

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

4 : 00 PM 2 October 2026 (if brought with

you, 4 : 00 PM 2 October 2026. if by mail,

4 : 00 PM 2 October 2026)

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 11 : 00 AM 21

December 2026 (if brought with you, 11 : 00

AM 21 December 2026. if by mail 11 : 00

AM 21 December 2026)

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese.

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, General Affairs and

Planning Department, Kansai Branch West

Nippon Expressway Company Limited, 1
13, Iwakura‑cho, Ibaraki‑City, Osaka Pre‑

fecture 5670871 Japan, Tel. 066344
9241

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
（契約責任者）西日本高速道路株式会社

中国支社 中国支社長 本園 民雄
◎調達機関番号 419 ◎所在地番号 34
〇第８号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 中国自動車道（特定更新等） 木
谷橋（上り線）他１橋床版取替工事（不落札
協議）
 工事場所
自）岡山県真庭市五名
至）岡山県新見市高尾
 工事内容 中国自動車道 木谷橋（上り線）
他１橋の床版取替工事を実施するものであ
る。
 工事概算数量
床版取替工 約2300
床版防水工 約2400
塗替塗装工 約7900
覆工補強工 約650
 工期 工事の始期日から1470日間（ただ
し、令和９年２月18日（工事開始期限）まで
に工事を開始すること）
 使用する主要な資機材
プレキャストＰＣ床版 133枚
 落札方式 総合評価落札方式（施工計画提
案型（標準型））
 契約金額の約定方法 総価単価契約
 単価表の提出 必要
２ 競争参加資格 次に掲げる条件をすべて満足
し、かつ、契約責任者による当該工事に係る競
争参加資格確認の結果、資格があると認められ
た者は、本件競争に参加することができる。
 審査基準日（下記３に示す申請書等の提
出期間の最終日をいう。以下同じ。）において、
「西日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第７号）」第６条の規定に該当
しない者であること。



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 開札時において、「令和７・８年度西日本高
速道路株式会社工事一般競争（指名競争）参
加資格」のうち、以下の全ての条件に該当す
ること。ただし、「会社更生法（平成14年法律
第154号）」に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は「民事再生法（平成11年
法律第225号）」に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続き開始
の決定後、「工事等競争参加資格登録の特例を
定める要領（平成21年３月31日制定要領第41
号）」に基づく工事一般競争（指名競争）参加
資格の再認定を受けて、当該再認定において
以下の全ての条件に該当すること。
 単体で参加する場合 「橋梁補修改築工
事」の資格を有するもの。客観的事項に係
る点数（経営事項評価点数）が1150点以
上である者
 特定建設工事共同企業体（以下「特定Ｊ
Ｖ」という。）で参加する場合 「橋梁補修
改築工事」の資格を有し、かつ、客観的事
項に係る点数が1150点以上である２者で
構成された共同企業体。なお、経常建設共
同企業体（以下「経常ＪＶ」という。）、協
業組合及び事業協同組合は、特定ＪＶの構
成員となれないものとする。

 施工計画が適正であること。
 審査基準日（審査基準日を含む。）から落札
者を決定する日（決定する日を含む。）までの
期間に、「西日本高速道路株式会社入札参加資
格停止等事務処理要領（平成17年要領第96
号）」に基づき、「地域２」において、入札参加
資格停止を受けていないこと。共同企業体の
場合は、各構成員が前述の期間に入札参加資
格停止を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受注者、又は当該受注者と、審査基準日（審
査基準日を含む。）から入札書提出期限の日
（期限の日を含む。）までの期間に、資本若し
くは人事面において関連がある建設業者でな
いこと。
 審査基準日（審査基準日を含む。）から入札
書提出期限の日（期限の日を含む。）までの期
間に、競争に参加しようとする者の間に、資
本・人的関係がないこと。

３ 入札手続等
 契約担当部署 西日本高速道路株式会社
中国支社 総務企画部 経理課
（住所）〒7310103 広島県広島市安佐南区
緑井２26１
（電話）0828314441
 図書交付期間及び方法
 交付期間 令和８年８月17日（月）から
令和８年10月１日（木）まで（土曜日、日
曜日、祝日及び年末年始（12月29日から翌
年１月３日まで）（以下「休日」という。）を
除く。）

 交付方法 入札情報公開システム
https://corp.w-nexco.co.jp/
procurement/library/

当案件のダウンロードに必要なパスワー
ドは、「262001012」である。なお、通信環
境の不具合等やむを得ない事由により、上
記交付方法による入手ができない場合は、
上記交付期間の毎日午前10時00分から午後
４時00分まで、上記３において入手する
ことができる。

 申請書等の提出期間及び方法
 提出期間 令和８年８月18日（火）から
令和８年10月１日（木）午後４時00分まで
（休日を除く。）
 提出方法 電子入札システム
 入札書の提出期限及び提出方法
 提出期限 令和９年１月13日（水）午前
11時00分まで
 提出方法 電子入札システム
 開札の日時及び場所
 開札日時 令和９年１月18日（月）午後
１時30分
 開札場所 上記３に同じ。

４ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る

 入札保証及び契約保証 入札保証 免除
契約保証 納付
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書等に虚偽の記載
をした者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記３に同じ。
 詳細は入札公告・入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Motozono Tamio Direc‑

tor General of Chugoku Branch, West Nip‑

pon Expressway Company Limited

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
契約責任者
西日本高速道路株式会社 四国支社

支社長 喜久里真二
◎調達機関番号 419 ◎所在地番号 37
〇案件番号 第１号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 徳島自動車道 柿ノ木谷高架橋他
２橋（ＰＣ上部工）工事（不落札協議）
 工事場所
自）徳島県阿波市市場町尾開
至）徳島県阿波市土成町土成

 審査基準日において、平成23年度以降に元
請けとして完成・引渡しが完了した次に示す
同種工事の施工実績を有すること。
 単体、特定ＪＶの代表者及び代表者以外
の構成員の場合 次の施工実績を有するこ
と。
・橋面積900以上の道路橋のコンクリー
ト床版の新設又は取替を実施した工事

 特定ＪＶの代表者以外の構成員の場合
次の施工実績を有すること。
・橋梁のコンクリート床版の新設又は取替
を実施した工事

※特定ＪＶの代表者以外の構成員について
は、若しくはに掲げるいずれかの施工
実績を有すること
【注意事項】
〇次のⅠ～Ⅲのいずれかに該当する場合
は、施工実績として認めない。
Ⅰ）西日本高速道路株式会社（旧日本道
路公団含む）が発注した工事で、評定
点合計が65点未満のもの

Ⅱ）「国、地方公共団体及び公共工事の
入札及び契約の適正化の促進に関する
法律（平成12年法律第127号）」第２条
第１項の政令で定める法人が発注した
工事であって、工事成績評定が一定の
点数未満であるために当該機関の競争
入札において施工実績として認めてい
ないもの
Ⅲ）特定ＪＶ及び経常ＪＶの構成員とし
ての施工実績のうち、出資比率が均等
割の10分の６未満のもの

〇複数の施工実績を求める場合は、同種工
事の項に掲げる各工事の施工実績を同一
の工事において有する必要はない。

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Chugoku

Expressway (specific renewal, etc.) Kitani

Bridge (inbound line) and 1 other bridge

slab replacement work

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

4 : 00 PM 1 October 2026 (if brought with

you, 4 : 00 PM 1 October 2026. if by mail,

4 : 00 PM 1 October 2026)

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 11 : 00 AM 13

January 2027 (if brought with you, 11 : 00

AM 13 January 2027. if by mail 11 : 00 AM

13 January 2027)

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese.

 Contact point for tender documentation :

Accounting Division, General Affairs and

Planning Department, Chugoku Branch

West Nippon Expressway Company Limit‑

ed, 2261, Midorii, Asaminami‑ku, Hi‑
roshima City, Hiroshima Prefecture 731
0103 Japan, TEL 0828314441
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 工事内容 本工事は、徳島自動車道（土成
ＩＣ～脇町ＩＣ間）４車線化事業における柿
ノ木谷高架橋・日吉高架橋・殿開高架橋の上
部工を新設する工事である。
 工事概算数量 新設ＰＣ橋：橋面積
柿ノ木谷高架橋 25千
日吉高架橋 ２千
殿開高架橋 ２千

 工期 工事の始期日から1380日間（ただし、
令和９年５月１日（工事開始期限）までに工
事を開始すること）
 使用する主要な資機材 －
 落札方式 総合評価落札方式（施工計画提
案型（標準型））
 契約金額の約定方法 総価単価契約
 単価表の提出 必要
２ 競争参加資格
次に掲げる条件をすべて満足し、かつ、契約
責任者による当該工事に係る競争参加資格確認
の結果、資格があると認められた者は、本件競
争に参加することができる。
 審査基準日（下記３に示す申請書等の提
出期間の最終日をいう。以下同じ。）において、
「西日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第７号）」第６条の規定に該当
しない者であること。
 開札時において、「令和７・８年度西日本高
速道路株式会社工事一般競争（指名競争）参
加資格」のうち、以下の全ての条件に該当す
ること。
ただし、「会社更生法（平成14年法律第154

号）」に基づき更生手続開始の申立てがなされ
ている者又は「民事再生法（平成11年法律第
225号）」に基づき再生手続開始の申立てがな
されている者については、手続き開始の決定
後、「工事等競争参加資格登録の特例を定める
要領（平成21年３月31日制定要領第41号）」に
基づく工事一般競争（指名競争）参加資格の
再認定を受けて、当該再認定において以下の
全ての条件に該当すること。
 単体で参加する場合
「ＰＣ橋上部工工事」の資格を有するも
の。
客観的事項に係る点数（経営事項評価点
数）が1250点以上である者

 特定建設工事共同企業体（以下「特定Ｊ
Ｖ」という。）で参加する場合
「ＰＣ橋上部工工事」の資格を有し、か
つ、客観的事項に係る点数が1250点以上で
ある２者で構成された共同企業体。
なお、経常建設共同企業体（以下「経常
ＪＶ」という。）、協業組合及び事業協同組
合は、特定ＪＶの構成員となれないものと
する。

 施工計画が適正であること。
 審査基準日（審査基準日を含む。）から落札
者を決定する日（決定する日を含む。）までの
期間に、「西日本高速道路株式会社入札参加資
格停止等事務処理要領（平成17年要領第96
号）」に基づき、「地域３」において、入札参加
資格停止を受けていないこと。共同企業体の
場合は、各構成員が前述の期間に入札参加資
格停止を受けていないこと。

 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受注者、又は当該受注者と、審査基準日（審
査基準日を含む。）から入札書提出期限の日
（期限の日を含む。）までの期間に、資本若し
くは人事面において関連がある建設業者でな
いこと。
 審査基準日（審査基準日を含む。）から入札
書提出期限の日（期限の日を含む。）までの期
間に、競争に参加しようとする者の間に、資
本・人的関係がないこと。

３ 入札手続等
 契約担当部署 西日本高速道路株式会社
四国支社 総務企画部 経理課（住所）
〒7600065 香川県高松市朝日町４１３
電話0878251886

 図書交付期間及び方法
 交付期間 令和８年８月17日（月）から
令和８年９月17日（木）まで（土曜日、日
曜日及び祝日（以下「休日」という。）を除
く。）
 交付方法 入札情報公開システム
https://corp.w-nexco.co.jp/
procurement/library/

当案件のダウンロードに必要なパスワー
ドは、「263000004」である。
なお、通信環境の不具合等やむを得ない
事由により、上記交付方法による入手がで
きない場合は、上記交付期間の毎日午前10
時00分から午後４時00分まで、上記３に
おいて入手することができる。

 申請書等の提出期間及び方法
 提出期間 令和８年８月18日（火）から
令和８年９月17日（木）午後４時00分まで
（休日を除く。）
 提出方法 電子入札システム
 入札書の提出期限及び提出方法
 提出期限 令和８年12月10日（木）午前
11時00分まで
 提出方法 電子入札システム
 開札の日時及び場所
 開札日時 令和８年12月15日（火）午後
１時30分
 開札場所 上記３に同じ。

４ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る

 入札保証及び契約保証
入札保証 免除
契約保証 納付

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書等に虚偽の記載
をした者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記３に同じ。
 詳細は入札公告・入札説明書による。

 審査基準日において、平成23年度以降に元
請けとして完成・引渡しが完了した次に示す
同種工事の施工実績を有すること。
 単体及び特定ＪＶの代表者の場合
次の施工実績を有すること。
・架設桁架設工法により架設した最大支間
長25ｍ以上あるＰＣ連結合成桁橋の工事

 特定ＪＶの代表者以外の構成員の場合
次の施工実績を有すること。
・架設桁架設工法により架設したＰＣ連結
合成桁橋の工事
【注意事項】
〇次の～のいずれかに該当する場
合は、施工実績として認めない。
 西日本高速道路株式会社（旧日
本道路公団含む）が発注した工事
で、評定点合計が65点未満のもの
 「国、地方公共団体及び公共工
事の入札及び契約の適正化の促進
に関する法律（平成12年法律第
127号）」第２条第１項の政令で定
める法人が発注した工事であっ
て、工事成績評定が一定の点数未
満であるために当該機関の競争入
札において施工実績として認めて
いないもの
 特定ＪＶ及び経常ＪＶの構成員
としての施工実績のうち、出資比
率が均等割の10分の６未満のもの

５ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Shinji Kikuzato Director

General of Shikoku Branch, West Nippon

Expressway Company Limited

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of the Tokushima Expressway

Kakinokidani Bridge and other two bridges

(PC superstructure）
 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

4 : 00 P.M. 17 September 2026 (if brought

with you, 4 : 00 P.M. 17 September 2026. if

by mail, 4 : 00 P.M. 17 September 2026)

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 11 : 00 A.M.

10 December 2026 (if brought with you,

11 : 00 A.M. 10 December 2026. if by mail

11 : 00 A.M. 10 December 2026）
 The language used for application and

inquiry shall be Japanese．
 Contact point for tender documentation :

Accounting Division, General Affairs and

Planning Department, Shikoku Branch

West Nippon Expressway Company Limit‑

ed, 413, Asahi‑machi, Takamatsu City,
Kagawa Prefecture 7600065 Japan,

Tel.0878251886
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入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 17 日
国立大学法人東北大学副学長 伊豆 仁志

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 04
〇第７号
１ 工事概要等
 品目分類番号 41
 工事名 東北大学（富沢）実験棟等（電子
光理学系）改修機械設備工事
 工事場所 宮城県仙台市太白区三神峯一丁
目２番地１号 東北大学富沢団地構内
 工事概要 本工事は、富沢団地において実
験棟（鉄筋コンクリート造、地上１階・地下
１階建て、延床面積 3550）他５棟の改
修に伴う機械設備工事を行うものである。な
お、関連する建築、電気設備工事については、
別途発注する予定である。
 工期 令和11年３月30日まで。
 本工事は、「企業の技術力」及び「企業の信
頼性・社会性」について記述した、競争参加
資格確認申請書（以下「申請書」という。）を
受け付け、価格と価格以外の要素を総合的に
評価して落札者を決定する総合評価落札方式
（実績評価型）を実施する工事である。
 本工事は「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）」に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務づけられた工事で
ある。
 本工事においては、資料の提出、入札等を
電子入札システムにより行う。なお、電子入
札システムにより難いものは、発注者の承諾
を得て紙入札方式に代えることができる。
 使用する主な資材等 空気調和設備（空冷
ヒートポンプモジュールチラー、外調機、密
閉式冷却塔、空冷ヒートポンプマルチエアコ
ン等）一式、換気設備（ＲＩフィルターユニッ
ト、全熱交換型換気扇、送排風機）一式、自
動制御設備一式、二次側動力設備一式、衛生
器具設備一式、給水設備一式、排水設備一式、
給湯設備一式、消火設備一式

 本工事は、受注者が工事着手前に発注者に
対して週休２日について取り組む内容を協議
したうえで工事を実施する月単位の週休２日
工事である。

２ 競争参加資格
 国立大学法人東北大学契約事務取扱細則第
６条及び第７条の規定に該当しない者である
こと。
 文部科学省における管工事の一般競争参加
者の資格（会社更生法（平成14年法律第154
号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ
ている者又は民事再生法（平成11年法律第
225号）に基づき再生手続開始の申立てがな
されている者については、手続開始の決定後
に一般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。）を有し、「一般競争参加者の資格」（平成13
年１月６日文部科学大臣決定）第１章第４条
で定めるところにより算定した点数（一般競
争（指名競争）参加資格認定通知書の記２の
点数）が1100点以上であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続き開始の申立てがなされている者（上
記の再認定を受けた者を除く。）でないこ
と。
 元請けとして、2011年度以降に完成・引渡
が完了した次の基準を満たす工事を施工した
実績を有すること。（共同企業体の構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合のも
のに限る。）
・用途 ＲＩ施設、研究施設又は医療施設
・新営又は改修の別 新営又は改修
・工種 管工事
経常建設共同企業体にあっては、構成員の
うち１社が上記の施工実績を有すること。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。なお、施工場所から10km以内又は東北
大学が発注する仙台市内の同一工種工事につ
いては、主任技術者の兼務を２件まで認める。
また、監理技術者の職務を補佐する者として
政令で定める者を専任で置いた場合には、監
理技術者の兼務を２件まで認める。
 １級管工事施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。

 2011年度以降に、元請けとして完成・引
渡が完了した下記に掲げる工事を施工した
経験を有する者であること。経常建設共同
企業体にあっては、１社の主任技術者又は
監理技術者が上記の工事経験を有していれ
ばよい。
・新営又は改修の別 新営又は改修
・工種 管工事
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
 経常建設共同企業体にあっては、代表者
以外の構成員については、上記に定める
国家資格を有する主任技術者又は監理技術
者を専任で配置できること。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、文部科学省又は本学から、「建設
工事の請負契約に係る指名停止等の措置要
領」（平成18年１月20日付け17文科施第345号
文教施設企画部長通知）に基づく指名停止を
受けていないこと。
 １に示した工事に係る設計業務等の受託者
（協力を受ける他の建設コンサルタント等を
含む。以下同じ。）又は当該受託者と資本若し
くは人事面において関連がある建設業者でな
いこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。（資本関係又は人的
関係がある者のすべてが共同企業体の代表者
以外の構成員である場合を除く（入札説明書
参照。）。）
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、文部科学省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法
 入札参加者は、「企業の技術力」及び「企
業の信頼性・社会性」並びに「価格」をもっ
て入札に参加し、次のア、イの要件に該当

する者のうち、によって得られる数値
（以下「評価値」という。）の最も高い者を
落札者とする。
ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
イ 評価値が、標準点を予定価格で除した
数値（基準評価値）に対して下回らない
こと。

 において、評価値の最も高い者が２人
以上ある時は、くじを引かせて落札者を決
定する。

 総合評価の方法
 「標準点」を100点、「加算点」は最高25
点とする。
 「加算点」の算出方法は、下記及び
の評価項目毎に評価を行い、各評価項目
の評価点数の合計を加算点とする。
 価格及び価格以外の要素による総合評価
は、入札参加者の「標準点」とによって
得られる「加算点」の合計を、当該入札者
の「入札価格」で除して得た「評価値」を
もって行う。

 評価項目 評価項目は以下のとおりとす
る。（詳細は入札説明書による。）
 企業の技術力
・企業の施工能力
・配置予定技術者の能力
 企業の信頼性・社会性
・法令遵守（コンプライアンス）
・地域精通度・地域貢献度
・ワーク・ライフ・バランス等の推進

４ 入札手続等
 担当部局 〒9808577 宮城県仙台市青葉
区片平二丁目１番１号 東北大学施設部計画
課契約・監理室契約・監理係 電話番号
0222174946
 入札説明書の交付期間及び方法
令和８年８月17日から令和８年９月11日ま
で。
入札説明書の交付に当たっては、「文部科学
省電子入札システムＨＰ」
（https://portal.ebid03.mext.go.jp/top/）
本学の当該調達案件からダウンロードする
こと。
また、図面等の交付に当たっては、上記４
から電子メールにより競争参加予定業者へ
交付する。なお、図面等の交付は令和８年８
月17日を予定している。
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 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法
令和８年８月17日から令和８年９月11日15
時00分まで。
上記４に同じ。
電子入札システムにより、提出すること。
ただし、発注者の承諾を得た場合は持参又は
郵送（簡易書留等の配達記録が残るものに限
る。）すること。
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法
入札書は、令和８年10月８日15時00分まで
に、電子入札システムにより、提出すること。
ただし、発注者の承諾を得た場合は上記４
に持参又は郵送（簡易書留等の配達記録が残
るものを必ず利用するものとする。）するこ
と。
開札は、令和８年10月９日10時00分 東北
大学施設部会議室にて行う。

５ その他
 手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 見積もる入札金額（税込み）
の100分の５以上の入札保証金を納付する
こと。ただし、銀行等の保証をもって入札
保証金の納付に代えることができる。なお、
落札者が契約を結ばない場合は、本学に帰
属する。また、入札保証保険契約の締結を
行い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。
 契約保証金 契約金額の100分の30以上
の契約保証金又はこれに代わる担保を納付
又は提供すること。ただし、保険会社との
間に国立大学法人東北大学副学長を被保険
者とする履行保証証券契約（契約金額の
100分の30以上）を締結し、その証書を提
出する場合又は保険会社と工事履行保証契
約（契約金額の100分の30以上）を締結し、
その証書を提出する場合は契約保証金の納
付を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。

 落札者の決定方法 国立大学法人東北大学
契約事務取扱細則第20条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で有効な入
札を行った者のうち評価値の最も高い者を落
札者とする。ただし、落札者となるべき者の
入札価格によっては、その者により当該契約
の内容に適合した履行がなされない恐れがあ
ると認められるとき、又はその者と契約する
ことが公正な取引の秩序を乱すこととなる恐
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは予定価格の制限の範囲内の価格をもっ
て入札した他の者のうち評価値が最も高い者
を落札者とすることがある。
 配置予定監理技術者の確認落札者決定後、
ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技術者
等の専任制違反の事実が確認された場合、契
約を結ばないことがある。なお、種々の状況
からやむを得ないものとして承認された場合
の外は、申請書の差替えは認められない。
 契約書作成の要否 要。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記４により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札の時において、
当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格
の確認を受けていなければならない。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hitoshi Izu, Vice Presi‑

dent, Tohoku University

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of Building for Tohoku Universi‑

ty

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 3 : 00 P.M. 11 September,

2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 3 : 00 P.M. 8

October, 2026 (tenders brought along : 3 : 00

P.M. 8 October, 2026 or tenders submitted

by mail : 3 : 00 P.M. 8 October, 2026)

 Contact point for tender documentation :

Accounts of institution section, Facilities

Planning Division, Facilities Department,

Tohoku University, 211 Katahira, Ao‑
ba‑ku, Sendai‑shi, Miyagi‑ken, 9808577
Japan, TEL 0222174946

２ 指名されるために必要な要件
 入札参加者に要求される資格
 審査基準日（下記３に示す参加表明書
等の提出期限をいう。）において、「西日本高
速道路株式会社契約規程実施細則（平成17
年細則第７号）」第６条の規定に該当しない
者であること。

 開札時において、以下の条件に該当する
こと。
ただし、会社更生法（平成14年法律第

154号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者については、手続き
開始の決定後、「工事等競争参加資格登録の
特例を定める要領（平成21年要領第41号）」
に基づく調査等競争参加資格の再認定を受
けて、当該再認定において以下の条件に該
当すること。
令和７・８年度調査等競争参加資格（地
質・土質調査）の認定を受けている者
 参加表明書の提出期限の日（提出期限の
日を含む。）から落札者を決定する日（決定
する日を含む。）までの期間に、「西日本高速
道路株式会社入札参加資格停止等事務処理
要領（平成17年要領第96号）」に基づき、「地
域４」において、入札参加資格停止を受け
ていないこと。
 審査基準日（審査基準日を含む。）から入
札書提出期限の日（期限の日を含む。）まで
の期間に、競争に参加しようとする者の間
に、資本・人的関係がないこと。

 入札参加者を選定するための基準 「調査
等契約事務処理要領（平成20年要領第42号）」
第12条に規定する調査等請負契約標準指名基
準による。なお、同基準中の「当該調査にお
ける技術的適性」については、以下の項目を
勘案する。
 企業の経験及び業務実施能力
 業務実施体制
 配置予定技術者の経験及び業務実施能力
 企業の社会性
 働き方改革への取組み

３ 入札手続等
 担当部署 西日本高速道路株式会社 九州
支社 総務企画部 経理課
（住所）〒8120013 福岡県福岡市博多区博
多駅東３1315
（電話）0922606115
 図書交付期間及び方法
 交付期間 令和８年８月17日（月）から
令和８年８月31日（月）まで（土曜日、日
曜日、祝日及び年末年始（12月29日から翌
年１月３日まで）を除く。）

公募型競争入札方式に係る手続開始の公示
（建築のためのサービスその他の技術的
サービス（建設工事を除く））

次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続を
開始します。
令和８年８月 17 日
（契約責任者）
西日本高速道路株式会社 九州支社

支社長 西岡 大造
◎調達機関番号 419 ◎所在地番号 40
〇第 10 号
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 調査等名 東九州自動車道 福山地区土質
調査業務
 業務箇所
自）鹿児島県霧島市福山町佳例川
至）鹿児島県霧島市国分川内
 業務内容 本業務は、東九州自動車道末吉
財部ＩＣ～国分ＩＣ間の４車線化に伴う福山
地区の土質調査業務である。
 履行期間 契約締結日の翌日から450日間
 落札方法 総合評価落札方式（簡易型）
 契約金額の約定方法 ＜総価契約＞
 調査等費内訳明細書の提出 必要


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 交付方法 入札情報公開システム
https://corp.w-nexco.co.jp/procurement/
library/

当案件のダウンロードに必要なパスワー
ドは、「264000011」である。
なお、通信環境の不具合等やむを得ない
事由により、上記交付方法による入手がで
きない者は、上記交付期間の毎日午前10時
00分から午後４時00分まで、上記３にお
いて入手することができる。

 参加表明書の提出期限及び方法
 提出期限 令和８年８月31日（月）午後
４時00分
 提出方法 電子入札システム
 技術提案書の提出期限並びに提出場所及び
方法
 提出期限 令和８年10月７日（水）午後
４時00分
 提出場所 上記３に同じ。
 提出方法 本業務に係る入札参加を希望
する者は、手続開始の公告・説明書に基づ
き技術提案書を作成し、持参又は郵送によ
り提出すること。

 入札書の提出期限及び方法
 提出期限 令和８年11月10日（火）午前
11時00分まで
 提出方法 電子入札システム
 開札の日時及び場所
 開札日時 令和８年11月13日（金）午前
10時00分
 開札場所 上記３に同じ。

４ その他
 手続において使用する言語及び通貨は、日
本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証及び契約保証 入札保証 免除
契約保証 納付
 入札の無効 本公告に示した指名されるた
めに必要な要件を満たさない者のした入札、
参加表明書に虚偽の記載をした者のした入札
及び入札に関する条件に違反した入札は、無
効とする。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記３に同じ。
 詳細は手続開始の公告・説明書による。

５ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Daizo Nishioka Director

General of Kyushu Branch, West Nippon

Expressway Company Limited

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Geo‑

technical Investigation of Higashikyushu

Expressway Fukuyama District

 Time Limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

4 : 00 P.M. 31 August 2026 (if brought with

you, 4 : 00 P.M. 31 August 2026. if by mail,

4 : 00 P.M. 31 August 2026)

 Time Limit for the submission of propos‑

als : 4 : 00 P.M. 7 October 2026 .

 Time Limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 11 : 00 AM 10

November 2026 (If brought with you, 11 : 00

AM 10 November 2026 If by mail 11 : 00

AM 10 November 2026)

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese

 Contact point for tender documentation :

Accounting Division, General Affairs and

Planning Department, Kyushu BranchWest

Nippon Expressway Company Limited, 3
1315, Hakataekihigashi, Hakata‑ku, Fu‑
kuoka City, Fukuoka Prefecture 8120013
Japan, Tel. 0922606115

公募型競争入札方式に係る手続開始の公示
（建築のためのサービスその他の技術的
サービス（建設工事を除く））

次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続を
開始します。
令和８年８月 17 日
（契約責任者）
西日本高速道路株式会社 九州支社

支社長 西岡 大造

◎調達機関番号 419 ◎所在地番号 40
〇第 11 号
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 調査等名 東九州自動車道 国分川原地区
土質調査業務
 業務箇所
自）鹿児島県霧島市国分川内
至）鹿児島県霧島市国分川原
 業務内容 本業務は、東九州自動車道末吉
財部ＩＣ～国分ＩＣ間の４車線化に伴う国分
川原地区の土質調査業務である。
 履行期間 契約締結日の翌日から450日間
 落札方法 総合評価落札方式（簡易型）
 契約金額の約定方法 ＜総価契約＞
 調査等費内訳明細書の提出 必要
２ 指名されるために必要な要件
 入札参加者に要求される資格
 審査基準日（下記３に示す参加表明書
等の提出期限をいう。）において、「西日本高
速道路株式会社契約規程実施細則（平成17
年細則第７号）」第６条の規定に該当しない
者であること。
 開札時において、以下の条件に該当する
こと。
ただし、会社更生法（平成14年法律第

154号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者については、手続き
開始の決定後、「工事等競争参加資格登録の
特例を定める要領（平成21年要領第41号）」
に基づく調査等競争参加資格の再認定を受
けて、当該再認定において以下の条件に該
当すること。
令和７・８年度調査等競争参加資格（地
質・土質調査）の認定を受けている者
 参加表明書の提出期限の日（提出期限の
日を含む。）から落札者を決定する日（決定
する日を含む。）までの期間に、「西日本高速
道路株式会社入札参加資格停止等事務処理
要領（平成17年要領第96号）」に基づき、「地
域４」において、入札参加資格停止を受け
ていないこと。
 審査基準日（審査基準日を含む。）から入
札書提出期限の日（期限の日を含む。）まで
の期間に、競争に参加しようとする者の間
に、資本・人的関係がないこと。

 入札参加者を選定するための基準 「調査
等契約事務処理要領（平成20年要領第42号）」
第12条に規定する調査等請負契約標準指名基
準による。なお、同基準中の「当該調査にお
ける技術的適性」については、以下の項目を
勘案する。
 企業の経験及び業務実施能力
 業務実施体制
 配置予定技術者の経験及び業務実施能力
 企業の社会性
 働き方改革への取組み

３ 入札手続等
 担当部署 西日本高速道路株式会社 九州
支社 総務企画部 経理課
（住所）〒8120013 福岡県福岡市博多区博
多駅東３1315
（電話）0922606115
 図書交付期間及び方法
 交付期間 令和８年８月17日（月）から
令和８年８月31日（月）まで（土曜日、日
曜日、祝日及び年末年始（12月29日から翌
年１月３日まで）を除く。）
 交付方法 入札情報公開システム
https://corp.w-nexco.co.jp/procurement/
library/

当案件のダウンロードに必要なパスワー
ドは、「264000012」である。
なお、通信環境の不具合等やむを得ない
事由により、上記交付方法による入手がで
きない者は、上記交付期間の毎日午前10時
00分から午後４時00分まで、上記３にお
いて入手することができる。

 参加表明書の提出期限及び方法
 提出期限 令和８年８月31日（月）午後
４時00分
 提出方法 電子入札システム
 技術提案書の提出期限並びに提出場所及び
方法
 提出期限 令和８年10月７日（水）午後
４時00分
 提出場所 上記３に同じ。
 提出方法 本業務に係る入札参加を希望
する者は、手続開始の公告・説明書に基づ
き技術提案書を作成し、持参又は郵送によ
り提出すること。
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 入札書の提出期限及び方法
 提出期限 令和８年11月24日（火）午前
11時00分まで
 提出方法 電子入札システム
 開札の日時及び場所
 開札日時 令和８年11月27日（金）午前
10時00分
 開札場所 上記３に同じ。

４ その他
 手続において使用する言語及び通貨は、日
本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証及び契約保証 入札保証 免除
契約保証 納付
 入札の無効 本公告に示した指名されるた
めに必要な要件を満たさない者のした入札、
参加表明書に虚偽の記載をした者のした入札
及び入札に関する条件に違反した入札は、無
効とする。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記３に同じ。
 詳細は手続開始の公告・説明書による。
５ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Daizo Nishioka Director

General of Kyushu Branch, West Nippon

Expressway Company Limited

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Geo‑

technical Investigation of Higashikyushu

Expressway Kokubukawahara District

 Time Limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

4 : 00 P.M. 31 August 2026 (if brought with

you, 4 : 00 P.M. 31 August 2026. if by mail,

4 : 00 P.M. 31 August 2026)

 Time Limit for the submission of propos‑

als : 4 : 00 P.M. 7 October 2026 .

 Time Limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 11 : 00 AM 24

November 2026 (If brought with you, 11 : 00

AM 24 November 2026 If by mail 11 : 00

AM 24 November 2026)

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese

 Contact point for tender documentation :

Accounting Division, General Affairs and

Planning Department, Kyushu BranchWest

Nippon Expressway Company Limited, 3
1315, Hakataekihigashi, Hakata‑ku, Fu‑
kuoka City, Fukuoka Prefecture 8120013
Japan, Tel. 0922606115
公募型プロポーザル方式に係
る手続開始の公示

令和８年８月 17 日
分任契約担当者
国立研究開発法人科学技術振興機構
参事役（文献情報提供勘定担当）

大山 健志
◎調達機関番号 813 ◎所在地番号 13
１ 事業概要
 事業名 科学技術文献情報提供事業に係る
コンテンツ提供サービス事業
 事業内容 機構の科学技術文献情報提供事
業では、機構が日本国の内外から収集した科
学技術文献をもとに書誌・抄録・索引等の文
献情報のデータベースを整備し、民間事業者
が当該データベースを活用したさまざまな
サービスを提供している。
近年の様々な検索サービスの台頭、オープ
ンアクセスの普及、技術進歩等に鑑み、本年
度は、データの新たな価値を引き出した新し
いコンテンツ提供サービスの実現に取り組む
民間事業者を公募する。
 公募名 科学技術文献情報提供事業に係る
コンテンツ提供サービス事業
2026新サービス公募

 公募枠
 新サービス事業者枠 自らサービスを提
供する事業者
 技術補完事業者枠 既存のサービス運営
事業者へ技術を提供する事業者

 事業期間 契約締結日より令和14年３月31
日まで

２ 参加資格及び提案項目
 参加資格要件 本公募の応募者は以下を要
件とする。なお事業者は、契約期間にわたっ
て本要件を満たすことが求められる。
［新サービス事業者枠の参加資格要件］
⒜ 日本国内に拠点を有する法人であるこ
と。
⒝ 民間の事業者であり、法律で定められた
法人税、消費税を完納していること（特例
猶予の場合は証明書類提出が可能なこと）。
⒞ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条の規定に該当しない者及び
第71条第１項各号のいずれかに該当し、期
間を定めて一般競争に参加させないことと
された者のうち、当該期間を経過しない者
⒟ 本公募における「採択事業者」決定の日
までの期間、機構から指名停止、取引停止、
一般競争参加資格停止又は営業停止を受け
ている期間中に該当しない者であること。
⒠ 破産法、会社更生法、民事再生法又はこ
れらに類似する日本法又は日本国外法上の
倒産法制に基づく、手続の開始の申立がな
されていないこと。ただし、会社更生法に
基づく更生手続開始の決定を受けた者及び
民事再生法に基づく再生計画認可決定（確
定した者に限る。）を受けた者を除く。
⒡ 役員のうち、次に該当する者が所属して
いないこと。
・成年被後見人若しくは被保佐人又は日本
国外の法令上これらと同様に取り扱われ
ている者
・破産手続開始の決定を受けて復権を得な
い者又は日本国外の法令上これと同様に
取り扱われている者
・禁錮以上の刑（これに相当する日本国外
の法令による刑を含む。）に処せられ、そ
の執行を終わり、又は執行を受けること
がなくなった日から起算して五年を経過
しない者
・暴力団員による不当な行為の防止等に関
する法律（平成三年法律第七十七号）第
二条第六号に規定する暴力団員（以下「暴
力団員」という。）、又は暴力団員でなく
なった日から五年を経過しない者

⒢ 暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴
力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼう
ゴロ、特殊知能暴力集団その他これらに準
ずる者（以下「反社会的勢力」という。）と
現在も将来も一切の関係を有しないこと。
また、反社会的勢力による不当要求等に対
しては、毅然とした態度で臨み、これを拒
絶することを約定できること。
⒣ 親会社が存在する場合、親会社が上記
⒠～⒢に該当しないこと。
⒤ ISO／IEC27701又はJISQ15001に準拠し
ていること。
もしくはプライバシーマーク（Ｐマーク）
の認証の取得、又は同等の個人情報保護管
理を実施していること。同等の個人情報保
護管理とは、プライバシーポリシーが制定
され、個人情報保護に関する実施管理、教
育、内部監査を文書化された手順により実
施していることをいう。
⒥ ISO／IEC27001又はJISQ27001に準拠し
た管理、又は同等の情報セキュリティ管理
を実施していること。
同等の情報セキュリティ管理とは、情報
セキュリティ方針が制定され、情報セキュ
リティ管理体制が構築され、リスクアセス
メント、リスクアセスメントに基づく管理
策、内部監査、教育を文書化された手順に
より実施していることをいう。
⒦ 安定性のある財務的基盤を有する者及び
経営状態が著しく不健全でないと認められ
る者として、少なくとも早期に倒産等の可
能性が少ない者であること。
※複数の法人で応募する場合には、応募者に
求める要件は以下の通り取り扱う。
⒜ 構成する複数の法人のうち、代表法人
を含む１以上の法人が要件を満たすこ
と。
⒝～⒥ 構成する複数の法人それぞれが要
件を満たすこと。
⒦ 構成する代表法人が要件を満たすこ
と。

［技術補完事業者枠の参加資格要件］
⒜から⒥までは新サービス事業者枠の参加資
格要件と同様
⒦ ISO 9001の品質マネジメントシステム
の認証の取得、又は、同等の品質管理・保
証体制（業務マニュアルの整備、トラブル
対応手順の策定等）を有していること。
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⒧ 企業の社会的責任（CSR）を十分に認
識し、以下に掲げる事項について適切に対
応することを約定できること。
・雇用しているすべての労働者は、署名入
りの雇用同意書または契約書を結んでい
る
・時間外労働に対して、基本賃金率を超え
る額を支払っている
・15歳未満を雇用しない方針があり、実際
に雇用はしていない
・仕事の内容に基づき、法的最低賃金を遵
守し、賃金相場に見合った労働者（派遣・
請負労働者含む）賃金を決める方法があ
る
・ビジネスを獲得または保持する、あるい
は決定に影響を及ぼすために、価値の高
い物を提供または受領していない
・ステークホルダーに関する機密情報の取
り扱いは、法律に則りあるいは当事者と
の契約内容に基づいて実施している
・上記の他、関係法令及び社会規範を遵守
する

⒨ 過去５年間（令和３年４月１日以降）に
おいて、サービスまたはシステムにおける、
本公募と同種もしくは類似の技術・機能実
装に関わる業務（実証実験：PoC、技術検
証を含む）の履行実績を有すること。
⒩ 安定性のある財務的基盤を有する者、ま
たは経営状態が著しく不健全でないと認め
られる者であること。

 提案審査評価項目
［新サービス事業者枠］
⒜ 事業実施方針
⒝ サービスの内容
⒞ 事業実施に関する内容
⒟ サービスシステムに関する内容
⒠ サービス営業に関する内容
⒡ コンプライアンス等
⒢ ワーク・ライフ・バランス等の推進に関
する指標
⒣ データ利用許諾に対する対価
［技術補完事業者枠］
⒜ 事業実施方針
⒝ 技術・サービスの内容
⒞ 事業実施に関する内容

⒟ 技術・サービスシステムに関する内容
⒠ コンプライアンス等
⒡ ワーク・ライフ・バランス等の推進に関
する指標
⒢ コスト構造と費用負担

３ 手続等
 担当部局 〒1028666 東京都千代田区四
番町５番地３サイエンスプラザ 国立研究開
発法人科学技術振興機構 情報事業部 情報
資産企画グループ 担当 公募担当
ＴＥＬ：0352148444
E‑mail：jouhou-koubo@jst.go.jp

 募集要項等の交付期間、本公告日から下記
URLのお知らせ欄に掲載・ダウンロード可
能。
URL:https://jipsti.jst.go.jp/jouhou-koubo/
top.html

 説明会の日時・場所
日時 令和８年８月25日（火）14時00分
場所 東京都千代田区四番町５番地３ サ
イエンスプラザ
※開催場所の詳細は、参加申込者に別途連
絡する。

 資格審査申請書類の提出期限及び方法
提出期限 令和８年９月９日（水）必着
提出場所 ３に同じ
提出方法 当機構が受領した送達過程が記

録される下記のいずれかにより
送達すること。

 一般書留郵便
 簡易書留郵便
 一般信書便事業者又は特定信書便事業者
による信書便（送達記録の残るもの）
 日本国外から送達する場合は、送達過程
が記録される方法
※メール便では送らないこと。

 提案書の提出期限並びに場所及び方法
提出期限 令和８年10月14日（水）14時00

分
提出場所 ３に同じ
提出方法 当機構が受領した送達過程が記

録される下記のいずれかにより
送達すること。

 一般書留郵便
 簡易書留郵便

 一般信書便事業者又は特定信書便事業者
による信書便（送達記録の残るもの）
 日本国外から送達する場合は、送達過程
が記録される方法
※メール便では送らないこと。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 契約保証金 免除
 虚偽の内容が記載されている資格審査申請
書類又は応募提案書は、無効とする。
 契約書作成の要否 要
 参加資格を満たす者に対して応募提案書の
ヒアリングを実施する。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
３に同じ。
 詳細は３で交付する募集要項、仕様書、
提出書類作成要領、契約書等による。

５ Summary

 Subject matter of the contract : Content

provision service business of science and

technology literature information provision

business

 Time‑limit for the submission of eligibili‑

ty screening : Must be received by Septem‑

ber 9, 2026

 Time‑limit for the submission of propos‑

als : 14 : 00, October 14, 2026

 Contact point for the notice : Kou‑

botantou, Department of Information Plan‑

ning, JST, 53, Yonban‑cho, Chiyoda‑ku,
Tokyo 1028666
E‑mail : jouhou-koubo@jst.go.jp

競争参加者の資格に関する公示
宮崎218号新津花トンネル（西工区）新設工事、
熊本57号網津長浜トンネル（網津工区）新設工事
に係る特定建設工事共同企業体としての競争参加
者の資格（以下「特定建設工事共同企業体として
の資格」という。）を得ようとする者の申請方法等
について、次のとおり公示します。
令和８年８月 17 日

九州地方整備局長 森下 博之

４ 予定工期
本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確
保を図るため、事前に建設資材、労働者確保等
の準備を行うことができる余裕期間を設定した
工事であり、発注者が示した工事完了期限まで
の間で、受注者は工事の始期及び終期を任意に
設定できる。ただし、契約を締結するまでの間
に、別途配布する工期通知書により、工事の始
期及び終期を通知すること。
工事の始期までの余裕期間内は、主任技術者
又は監理技術者を配置することを要しない。ま
た、現場に搬入しない資材等の準備を行うこと
ができるが、資材の搬入や仮設物の設置等、工
事の着手を行ってはならない。また、余裕期間
内に行う準備は受注者の責により行うものとす
る。
【Ａ】全体工期：契約締結日の翌日から令和13
年３月14日まで

【Ｂ】全体工期：契約締結日の翌日から令和13
年２月28日まで

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40
１ 工事名
【Ａ】宮崎218号新津花トンネル（西工区）新
設工事

【Ｂ】熊本57号網津長浜トンネル（網津工区）
新設工事

２ 工事場所
【Ａ】宮崎県西臼杵郡五ヶ瀬町大字三ヶ所地先
【Ｂ】熊本県宇土市網津町地先
３ 工事内容
【Ａ】構造形式：本坑、避難坑（ＮＡＴＭ工法）

延長：本坑（18660ｍ）、避難坑（18730
ｍ）
内空断面：本坑（917）、避難坑（155）
掘削工法：本坑、避難坑（発破掘削）

【Ｂ】構造形式：本坑、避難坑（ＮＡＴＭ工法）
延長：本坑（12520ｍ）、避難坑（12800
ｍ）
内空断面：本坑（913）、避難坑（155）
掘削工法：本坑、避難坑（発破掘削）
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５ 申請の時期
令和８年８月17日から令和８年９月11日まで
（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。
ただし、令和８年９月14日以降当該工事に係
る開札の時まで（土曜日、日曜日及び祝日を除
く。）においても、随時、申請を受け付けるが、
当該開札の時までに審査が終了せず、競争に参
加できないことがある。
６ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加者資格審査
申請書（特定建設工事）」（以下「申請書」と
いう。）は、当該工事の入札説明書と併せて交
付する。入手方法については、当該工事の「入
札公告（建設工事）」（令和８年８月17日付け
支出負担行為担当官九州地方整備局長）６
を参照すること。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる書類を添付し、持参又は郵送（書留
郵便に限る。）により提出すること。提出場所
は次のとおりとする。
〒8120013 福岡市博多区博多駅東２

10７ 九州地方整備局総務部契約課調査係
電話0924763509（内線2522）
 特定建設工事共同企業体協定書（甲）（下
記７の条件を満たすものに限る。）の写し
 下記７の要件を満たすことを判断でき
る工事の施工実績を記載した書類（申請書
とともに交付する様式により作成したもの
に限る。ただし、当該様式は、当該工事の
「入札公告（建設工事）」（令和８年８月17
日付け支出負担行為担当官九州地方整備局
長）に示すところにより交付する入札説明
書の別記様式２と同一であるので、それを
使用して作成しても差し支えない。）

 申請書の作成に用いる言語 申請書及び添
付書類は、日本語で作成すること。

７ 特定建設工事共同企業体としての資格及びそ
の審査
「競争参加者の資格に関する公示」（令和８年
３月31日付け国土交通省大臣官房会計課長、国
土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「令
和８年３月31日付け公示」という。）５（建設工
事）のからまでに該当する者を構成員に含
む特定建設工事共同企業体及び次に掲げる条件
を満たさない特定建設工事共同企業体について
は、特定建設工事共同企業体としての資格がな

いと認定する。それ以外の特定建設工事共同企
業体については、令和８年３月31日付け公示６
（建設工事）のに掲げる客観的事項（共通事
項）の項目及びに掲げる主観的事項（特別事
項）の項について総合点数を付与して特定建設
工事共同企業体としての資格があると認定す
る。
 特定建設工事共同企業体の構成 特定建設
工事共同企業体の構成は、次の条件を満たす
者２又は３社の組合せとする。
 九州地方整備局における一般土木工事に
係る一般競争参加資格の認定を受けている
こと（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされて
いる者又は民事再生法（平成11年法律第
225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決
定後、当該地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受け
ていること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者、又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者（上記の再認定を受けた者を除く。）で
ないこと。
 当該競争参加資格に係る申請の期限の日
から開札の時までの期間に、九州地方整備
局長から工事請負契約に係る指名停止等の
措置要領（昭和59年３月29日付け建設省厚
第91号）に基づく指名停止を受けていない
こと。

 構成員の技術的要件 特定建設工事共同企
業体の構成員は、令和８年９月11日において
次の条件を満たすものとする。
 特定建設工事共同企業体のすべての構成
員は、平成23年度以降に完成した、元請け
として次に掲げる【】はア）及びイ）の
要件を、【】はア）の要件を満たす同種工
事の施工実績を有すること。（受注形態を明
らかにするものとし、甲型共同企業体の構
成員としての実績は、出資比率が20％以上
の場合のものに限る。乙型共同企業体の施
工経験については、出資比率に関わらず各
構成員が施工を行った分担工事の経験であ
ること。）

ただし、【】のア）及びイ）は同一工事
であることとし、施工延長については掘削、
覆工を実施した区間の延長であること。
【】単体もしくは、特定建設工事共同企
業体の代表者
ア）ＮＡＴＭによるトンネル内空断面積
が（覆工後の内空面積）80以上であ
ること。（トンネル内空断面積（覆工後
の内空面積）80以上の施工実績は、
非常駐車帯部を除く。）
イ）施工延長が1100ｍ以上であること。
【】特定建設工事共同企業体のうち代表
者以外の構成員
ア）ＮＡＴＭによるトンネル内空断面積
が（覆工後の内空面積）40以上であ
ること。（トンネル内空断面積（覆工後
の内空面積）40以上の施工実績は、
非常駐車帯部を除く。）
ただし、特定建設工事共同企業体にあっ
ては、代表者は上記【】、代表者以外のす
べての構成員は上記【】の同種工事の実
績を有すること。また、経常建設共同企業
体にあたっては、構成員のいずれか１社が
上記【】の同種工事の実績を有すること。
また、当該実績が地方整備局が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る実
績である場合にあっては、工事成績評定通
知書の評定点が65点未満であるもの又は工
事成績評定の通知を受けていないものは実
績として認めない。
 建設業法（昭和24年法律第100号）の土
木工事業につき、許可を有しての営業年数
が５年以上あること。ただし、相当の施工
実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確
保できると認められる場合においては、許
可を有しての営業年数が５年未満であって
もこれを同等として取扱うことができるも
のとする。
 建設業法の土木工事業に係る監理技術者
又は国家資格を有する主任技術者を当該工
事に専任で配置できること。

 出資比率要件 特定建設工事共同企業体の
すべての構成員が、均等割の10分の６以上の
出資比率であるものとする。

 代表者要件 特定建設工事共同企業体の代
表者は、構成員の中で最大の施工能力を有す
るものであって、その出資比率が構成員中最
大であるものとする。
 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、「建設工事共同企
業体の事務取扱いについて」（昭和53年11月１
日付け建設省計振第69号）の別添「建設工事
共同企業体の事務取扱いについて（回答）」（昭
和53年11月１日付け建設省茨計振第771号）
の別紙に示された「特定建設工事共同企業体
協定書（甲）」を準用するものとする。

８ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体の取扱い
上記７の認定（上記７の再認定を含
む。以下同じ。）を受けていない者を構成員に含
む特定建設工事共同企業体も上記５及び６によ
り申請をすることができる。この場合において、
特定建設工事共同企業体としての資格が認定さ
れるためには、上記７の認定を受けていな
い構成員が上記７の認定を受けることが必
要である。また、この場合において、当該工事
に係る開札の時までに特定建設工事共同企業体
としての資格の審査が終了しない場合は、競争
に参加できないことがある。
９ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格確認通知書」により通知
する。
10 資格の有効期間 特定建設工事共同企業体と
しての資格の認定の日から当該工事の完成する
日までとする。ただし、当該工事に係る契約の
相手方以外の者にあっては、当該工事に係る契
約が締結される日までとする。
11 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「宮崎
218号新津花トンネル（西工区）新設工事〇
〇・〇〇特定建設工事共同企業体」、「熊本57
号網津長浜トンネル（網津工区）新設工事〇
〇・〇〇特定建設工事共同企業体」とする。
 当該工事にかかる競争に特定建設工事共同
企業体として参加するためには、開札の時に
おいて、特定建設工事共同企業体としての資
格の認定を受け、かつ、当該工事の「入札公
告（建設工事）」に示すところにより競争参加
者資格の確認及び選抜を受けていなければな
らない。


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資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和８年８月 17 日

関東管区警察局静岡県情報通信部長
佐野 徹

◎調達機関番号 009 ◎所在地番号 22
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 15、29
 導入計画物品及び数量 静岡県警察本部用
指令通信装置（情報処理系） １式
 調達方法 借入
 導入予定時期 令和９年度
 調達に必要とされる基本的な要求要件詳細
は導入説明書による。

２ 資料及びコメントの提供方法
 資料等の提供期限 令和８年９月17日17時
15分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒4208610 静岡県静岡市葵区追
手町９６ 関東管区警察局静岡県情報通信
部通信施設課 電話0542710110

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和８年８月17日から令和８年
９月17日まで。
 交付場所 上記２に同じ。

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を検討していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和８年８月 17 日
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構

セキュリティ・情報化推進部
部長 佐藤 正章

◎調達機関番号 587 ◎所在地番号 13
〇第 26008 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 導入計画物品及び数量

JAXA Supercomputer System genera‑

tion ４ （ＪＳＳ４） コンピュータ基盤
システム 一式
 調達方法 借入又は購入等
 導入検討目的 JAXA Supercomputer

System generation ４ コンピュータ基盤
（ＪＳＳ４）の目指す役割は次の３点のとお
り。
 航空宇宙分野の国際競争力を強化する
スーパーコンピュータ
 セキュリティを高レベルで確保したスー
パーコンピュータ
 ポストムーアの時代を切り拓くスーパー
コンピュータ
このような背景を踏まえ、今後６年程度の
運用期間を目途に、ＪＡＸＡの第五～六期
中長期計画に予定されている事業の実施を
確実化するＪＳＳ４の導入を目的とする。

 稼働予定時期 令和11年４月
 調達に必要とされる基本的な要求要件 導
入を計画しているスーパーコンピュータ基盤
は、ＨＰＣシステム、汎用システム、ログイ
ンシステム、ファイルシステム、ポータルシ
ステム、ネットワークシステム、運用管理シ

ステム、セキュリティシステム、空調冷却電
力設備、量子コンピュータシステム等及び、
関連するソフトウェアからなる総合システム
であり、その基本的要求要件として以下を有
すること。
Ａ ＨＰＣシステム
Ｂ 汎用システム（可視化・大メモリ・Ｍ
Ｌ／ＡＩシステムを含む）
Ｃ ログインシステム
Ｄ ファイルシステム
Ｅ ポータルシステム
Ｆ ネットワークシステム
Ｇ 運用管理システム
Ｈ セキュリティシステム
Ｉ 空調冷却電力設備
Ｊ 量子コンピュータシステム
Ｋ オペレーティングシステム
Ｌ 開発環境
Ｍ 仮想化環境
Ｎ オープンソースソフトウェア
Ｏ ネットワーク・インターネット連携機能
Ｐ 市販アプリケーション
Ｑ ジョブ管理
Ｒ ファイル管理
Ｓ 運用管理
Ｔ 総合システムとしての非機能要件
Ｔ１ システム構成・運用の柔軟性、統一

性
Ｔ２ 信頼性、可用性、保守性
Ｔ３ 移行性
Ｔ４ セキュリティ
Ｔ５ 電力量削減
Ｔ６ 設置性
Ｔ７ アクセス性
Ｔ８ 支援と体制
Ｔ９ 情報流通
Ｔ10 提供可能なマニュアル類

２ 資料及びコメントの提出方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同の要求要
件等に関するコメント等の提供を招請する。
 資料等の提出期限 令和８年９月28日（月）
17時00分（郵送の場合は必着のこと）
 提出先 〒1828522 東京都調布市深大寺
東町７44１ 宇宙航空研究開発機構 セ
キュリティ・情報化推進部スーパーコン
ピュータ活用課 牧野 香 電話070
11702425
メールアドレス
SCO-soukatsu@ml.jaxa.jp

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和８年８月17日から令和８年
９月28日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会を
開催する。
 開催日時 令和８年８月26日（水）13時30
分から最大15時00分まで
 開催場所 東京都調布市深大寺東町７
44１ 宇宙航空研究開発機構 調布航空宇
宙センター スーパーコンピュータ棟２階会
議室１、２

５ その他 この導入計画の詳細は、導入説明書
による。なお、本公表内容は予定であり、変更
することがあり得る。
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

procured : JAXA Supercomputer System

generation 4 (1 set)

 Type of the procurement : Purchase,

Rent or a combination of these

 Schedule of operation : April 2029

 Basic requirements of the procurement :

The Supercomputer platform planned for

implementation is a comprehensive in‑

tegrated system consisting of an HPC sys‑

tem, general‑purpose system, login system,

file system, portal system, network system,

operation and management system, secu‑

rity system, air conditioning cooling power

system, quantum computer system, and re‑

lated software. The basic requirements

needed for this system are as stipulated be‑

low.

Ａ HPC System

Ｂ General‑purpose System (including Vi‑

sualization, Large‑memory, and ML／AI
Systems)

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 15, 29

 Nature and quantity of the services to be

required : Command Communications

Equipment for Shizuoka Prefectural Police

Headquarters (Information processing sys‑

tem), 1 Set

 Type of the procurement : Services

 Year of introduction : 2027 fiscal year

 Basic requirements of the procurement :

as enclosure

 Time limit for the submission of the re‑

quested material : 17 : 15 17 September,

2026

 Contact point for the notice : Communi‑

cations Facilities Section, Shizuoka Pre‑

fectural Info‑Communications Department,

kanto Regional Police Bureau, 96 Ote‑
machi Aoi‑Ku Shizuoka‑Shi Shizuoka‑Ken

4208610 Japan. TEL 0542710110
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Ｃ Login System

Ｄ File System

Ｅ Portal System

Ｆ Network System

Ｇ Operation／Management System
Ｈ Security System

Ｉ Air conditioning cooling power System

Ｊ Quantum computer System

Ｋ Operating System

Ｌ Development environment

Ｍ Virtualization environment

Ｎ Open source software

Ｏ Network／Internet integration capa‑
bilities

Ｐ Commercial application

Ｑ Job management

Ｒ File management

Ｓ Operation management

Ｔ Non‑functional requirements for the in‑

tegrated system

Ｔ1 Flexibility and consistency of Sys‑

tem configuration／Operation
Ｔ2 Reliability, Availability, Maintai‑
nability

Ｔ3 Migration

Ｔ4 Security

Ｔ5 Reduction of power consumption
Ｔ6 Installation properties

Ｔ7 Accessibility

Ｔ8 Support and systemization

Ｔ9 Information sharing

Ｔ10 Manuals available for provision

 Time limit for the submission of the re‑

quested material : 17 : 00 September 28,

2026 (Monday). (For postal submission, this

would be the deadline for receipt of the

post)

 Contact point for the notice : MAKINO

Kaori, Supercomputer Division, Security

and Information Systems Department

JAXA 7441, Jindaiji Higashimachi,
Chofu, 1828522 Tokyo, Japan. TEL 070
11702425
E‑mail SCO-soukatsu@ml.jaxa.jp

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 17 日
警察庁長官官房会計課理事官 重成 麻利

◎調達機関番号 009 ◎所在地番号 13
〇第 801 号
１ 調達内容
 品目分類番号 15、28
 購入等物品及び数量
電子交換機（Ｅ74ｉ）数量未定

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月17日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008974 東京都千代田区霞が
関２１２ 警察庁長官官房通信基盤課課
長補佐 中川 誠一 電話0335810141
内線6189

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月17日から令和８年
９月17日まで。
 交付方法 本公告日から調達ポータル上に
てダウンロード可能。
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
UAA01/OAA0101

４ 関心表明の方法
 関心表明書の提出期限 上記２に同じ。
 提出先 上記２に同じ。
５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 28

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Internet Protocol Private

Branch Exchange (E74i), Quantity is un‑

decided

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 17 September, 2026

 Contact point for the notice :

NAKAGAWA Seiichi, Communications

Infrastructure Division, Commissioner Ge‑

neral's Secretariat, National Police Agen‑

cy, 212 Kasumigaseki Chiyoda‑ku

Tokyo 1008974 Japan. TEL 033581
0141 ext. 6189

 A briefing session on this implementation

will be held based on this announcement.

 Date and time : August 26, 2026 (Wed‑

nesday) 13 : 30 ‑ (MAX) 15 : 00

 Venue : Conference Room 1, 2, 2F Su‑

percomputer Bldg, JAXA Chofu Ae‑

rospace Center (JAXA) 7441, Jindaiji
Higashimachi, Chofu, Tokyo, Japan.

 Other Based on this announcement, ex‑

planatory documentation on this imp‑

lementation will be issued to applicant ven‑

dors from August 17, 2026 to September 28,

2026. In addition, details provided in this an‑

nouncement are provisional and may be

subject to change.

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和８年８月 17 日
大学共同利用機関法人
情報・システム研究機構長 喜連川 優

◎調達機関番号 416 ◎所在地番号 13
〇第 10 号情報研
１ 調達内容
 品目分類番号 15、28
 導入計画物品及び数量 学術情報ネット
ワーク（ＳＩＮＥＴ７）用 ＩＰルータ 一
式
 調達方法 借入
 導入予定時期 令和10年１月以降
 調達に必要とされる基本的な要求要件
 １ Gigabit Ethernetから800 Gigabit
Ethernetまでの各種インタフェースを収容
できること。
 ＩＰ／ＭＰＬＳ機能、ＶＰＮ（ＲＦＣ
6624、ＲＦＣ4761、ＲＦＣ7432）機能、
QoS制御機能、論理的なバックボーンスラ
イス機能を有すること。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
 資料等の提供期限 令和８年９月24日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）

 提供先 〒1018430 東京都千代田区一ツ
橋２１２学術総合センター 大学共同利
用機関法人情報・システム研究機構 国立情
報学研究所総務部会計課 加藤 久美
Email ： youdo-all@nii.ac.jp 電 話 03
42122070

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和８年８月17日から令和８年
９月24日まで。
 交付場所 電子メールにて交付申請を受け
付けるものとする。（youdo-all@nii.ac.jp）

４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会を
開催する。
 開催日時 令和８年８月25日15時00分
 開催場所 インターネット上での開催とす
る。（詳細は、入札説明書による。）

５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 15, 28

 Nature and quantity of the services to be

required : IP Routers for Science Informa‑

tion NETwork 7 (SINET7) 1 Set

 Type of the procurement : Rent

 Basic requirements of the procurement :

 Supporting a range of interfaces from 1

Gigabit Ethernet up to 800 Gigabit Et‑

hernet.

 Supporting functions IP/MPLS, VPN

(RFC 6624, RFC 4761, RFC 7432), QoS

control and logical slicing.

 Time limit for the submission of the

requested material : 17 : 00 24 Septem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : KATO

Kumi, Budget and Accounts Division,

National Institute of Informatics, Research

Organization of Information and Systems,

National Center Of Sciences Bldg. 212
Hitotsubashi Chiyoda‑ku Tokyo 1018430
Japan, Email : youdo-all@nii.ac.jp
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意見招請に関する公示
次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 17 日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 件名及び数量
令和９年度医療国家試験オンライン手続シ
ステム運用保守及び機能改修等業務一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月７日11時00
分（郵送による場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008916 東京都千代田区霞が
関１２２ 厚生労働省大臣官房会計課経
理室契約班契約第一係 髙松 電話03
52531111（内線7918）
メール keiyaku1@mhlw.go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月17日から令和８年
９月６日まで。
 交付場所 調達ポータルサイト（https://
www.p-portal.go.jp）の「調達情報検索」か
ら該当案件にアクセスし入手すること

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Publication of the Official Ga‑

zette of the Request for Comments on the

Complete Set of Operations, Maintenance,

and Functionality Improvements of the Na‑

tional Medical Examination Online Pro‑

cedure System for FY 2027

 Time‑limit for the submission of com‑

ments ; 11 : 00 September 7, 2026

 Contact point for the notice :

TAKAMATSU Procurement Section, Ac‑

counts Division, Minister's Secretariat, Mi‑

nistry of Health, Labour and Welfare,

122 Kasumigaseki Chiyoda‑ku Tokyo
1008916 Japan TEL 0352531111 (ext.
7918)

意見招請に関する公示
次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 17 日

厚生労働省労働基準局
労災保険業務課長 田中 勝之

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 名称及び数量 労働基準行政システムの法
令改正等（労災保険法関係）に係る改修業務
一式（令和９年度開始）一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月７日午前10
時（郵送の場合は必着のこと）
 提出先 〒1770044 東京都練馬区上石神
井４８４ 厚生労働省労働基準局労災保
険業務課労働基準行政デジタル化推進室労働
基準行政デジタル化推進第四係 電話03
39203311 内線（334、335、336）
メール kijun-rousai@mhlw.go.jp

３ 仕様書案の交付
郵送又は電子メールにて仕様書案等を交付す
る。
郵送での交付を希望する場合は、返信用封筒
と担当者の連絡先が分かる物（名刺等）を同封
のうえ上記２の宛先まで送付すること。
電子メールでの交付を希望する場合は、上記
２のメールアドレスに電子メールにて交付希
望の旨連絡すること。
交付の申込みは、期限までに到着するように
送付しなければならない。未着の場合、その責
任は送付者に属するものとし、期限内の送付が
なかったものとみなす。
交付期間 令和８年８月17日から同年９月７
日まで
４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

required : System development to reflect

law and regulation revision (workers' acci‑

dent compensation insurance law) of the

Labour Standards Administration System

(The mission starts from fiscal year 2027), 1

set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 10 : 00 AM, September 7, 2026
 Contact point for the notice : Fourth La‑

bour Standards Administration Digitaliza‑

tion Promotion Section, Labour Standards

Administration Digitalization Promotion

Office, Worker's Compensation Operation

Division, Labour Standards Bureau, Minis‑

try of Health, Labour and Welfare, 484
Kamishakujii, Nerima‑ku, Tokyo 177
0044 Japan, TEL 0339203311 ext. 334,
335, 336

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 17 日
独立行政法人日本スポーツ振興センター
分任契約担当役
総務・財務業務担当理事 永井 勉

◎調達機関番号 576 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 15
 購入等件名及び数量 ハイパフォーマンス
スポーツセンターにおける専用練習場競技映
像撮影システムの更新 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月７日12時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1600013 東京都新宿区霞ヶ丘
町４番１号 独立行政法人日本スポーツ振興
センター 財務部調達管財課 田上 電話
0354109140

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月17日から令和８年
９月７日まで。
 交付場所 独立行政法人日本スポーツ振興
センターホームページ（トップページ＞調達
情報）にて交付。

４ Summary
 Classification of the services to be pro‑

cured : 15
 Nature and quantity of the services to be

require : Purchase of the video recording

systems for dedicated training facilities at

the Japan High Performance Sport Center,

1 Set
 Time limit for the submission of com‑

ments : 12 : 00 PM, 7 September 2026

 Contact point for the notice : Tanoue,

Finance Department, JAPAN SPORT

COUNCIL 41 Kasumigaokamachi Shin‑
juku‑ku Tokyo 1600013 Japan TEL 03
54109140

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 17 日

独立行政法人日本学術振興会
理事長 杉野 剛

◎調達機関番号 575 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 借入物品及び数量 財務会計システム 一
式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月７日17時00
分
 提出先 〒1020083 東京都千代田区麹町
５３１麹町ビジネスセンター６階 独立
行政法人日本学術振興会総務部会計課契約・
管理係 大西 琢磨 電話0332635192

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月17日から令和８年
９月７日まで。
 交付場所 上記２又は電子メールにおい
て交付する。電子メールでの交付を希望する
ものは下記ＵＲＬから該当案件にアクセス
し、記載されている方法で問い合わせること。
https://www.jsps.go.jp/j-choutatsu//

４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和８年８月25日10時30分
 開催場所 独立行政法人日本学術振興会入
札室（麹町ビジネスセンター６階）

５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

rent : Financial Accounting System 1 Set

 Time limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 7 September, 2026

 Contact point for the notice : Takuma

ONISHI, Budget and Accounting Division,

JSPS, Kojimachi Business Center Building

6F, 531 Kojimachi, Chiyoda‑ku, Tokyo,
1020083 Japan, TEL : 0332635192
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意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 17 日
国立大学法人東京大学総長 藤井 輝夫

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 13
〇第 13 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等物品及び数量 国内３拠点における
分散統合解析型TRE活用の機能検証 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月７日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1088639 東京都港区白金台
４６１ 東京大学医科学研究所 研究支
援課 外部資金戦略チーム 有田 竜三 電
話0354495137

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月17日から令和８年
９月７日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Functional Validation of a Fe‑

derated Trusted Research Environment

Across Three Domestic Sites, 1 Set

 Time limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 7 September, 2026

 Contact point for the notice : ARITA

Ryuzo, External Fundraising Strategic Ma‑

nagement Team, Research Support Divi‑

sion, Administration Office, The Institute

of Medical Science The University of

Tokyo 461, Shirokanedai Minato‑ku,
Tokyo 1088639, JAPAN, TEL 035449
5137

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 17 日

国立大学法人京都大学長 湊 長博

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 26
〇第９号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 借入物品及び数量
スーパーコンピュータシステム 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月７日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒6110011 京都府宇治市五ヶ庄
京都大学宇治地区事務部経理課調達・経理
掛 内田 恭嗣 電話0774383375
E‑mail：
uji.sisan@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月17日から令和８年
９月７日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和８年８月24日11時00分
 開催場所 京都大学宇治キャンパス 総合
研究実験１号棟 化学研究所会議室（ＣＢ
207）

５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

rent : Supercomputer System 1 set

 Time limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 7 September, 2026

 Contact point for the notice : Hisashi Uc‑

hida, Procurement And Accounting Sec‑

tion, Accounting Division, Administration

Bureau of Uji Campus, Kyoto University,

Gokasho, Uji‑shi, 6110011 Japan, TEL
0774383375
E‑mail :

uji.sisan@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 17 日

大学共同利用機関法人
自然科学研究機構長 川合 眞紀

◎調達機関番号 416 ◎所在地番号 21
〇第３号核融合
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量
タンデム型イオン加速器システム 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月７日15時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒5095292 岐阜県土岐市下石町
322６ 自然科学研究機構核融合科学研究
所管理部財務課調達係長 大竹 博和 電話
0572582038

３ 仕様書案の交付
 交付期限 令和８年８月17日から令和８年
９月７日まで
 交付場所 上記２と同じ
４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和８年８月27日14時00分
 開催場所 オンライン開催とする。（詳細
は、仕様書案交付時に別途案内する。）

５ Summary
 Classification of the products to be pro‑

cured : 24
 Nature and quantity of the products to be

purchased : Tandem Ion Accelerator sys‑

tem 1 set
 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 15 : 00 7 September, 2026
 Contact point for the notice : Hirokazu

Ohtake, Procurement Section, Financial

Affairs Division, Department of Adminis‑

tration, National Institute for Fusion Sci‑

ence, National Institutes of Natural Sci‑

ences, 3226 Oroshi‑cho, Toki‑shi, Gifu‑
pref, 5095292 Japan, TEL 0572582038

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 17 日

日本私立学校振興・共済事業団
理事長 福原 紀彦

◎調達機関番号 404 ◎所在地番号 13
〇第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 76、71、27
 調達件名及び数量 年金関係通知の作成、
封入及び差出業務

意見招請に関する公示

次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 17 日
独立行政法人住宅金融支援機構契約担当役

財務企画部長 戸村 昌幸
◎調達機関番号 608 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 住宅宅地債券シ
ステム及び総合オンラインシステム改修業務
（連続積立制度創設に伴う対応）

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月７日17時00
分
 提出先 〒1128570 東京都文京区後楽
１４10 独立行政法人住宅金融支援機構
情報システム部 基幹システム統括室 Ｉ
Ｔ業務グループ 遠藤、星野
電話0358008437
＜koubunsho̲itgyoumu@jhf.go.jp＞

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月17日から令和８年
９月７日まで
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Modification work for the hous‑

ing land bond system and the synthetic

online system

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00, 7 Sep 2026

 Contact Point for the notice : ENDO,

HOSHINO, Information Technology Op‑

erations Group, Office of Core Systems Ma‑

nagement, Information Systems Departm‑

ent, Japan Housing Finance Agency, 14
10 Koraku, Bunkyo‑ku, Tokyo, 1128570,
Japan

TEL 0358008437


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２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月17日午後３
時（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1138441 東京都文京区湯島
１７５ 事業団財務部契約課 小澤 陽
平 電話0338138542

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月17日から令和８年
９月17日まで
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 76, 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Preparation, enclosing and mail‑

ing pension‑related notifications

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 3 : 00 PM, 17 September 2026

 Contact point for the notice : Contract

Sec., Financial Affairs Dept. PMAC, 17
5 Yushima Bunkyo‑ku Tokyo 1138441 Ja‑
pan TEL 0338138542

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 17 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

東近江総合医療センター院長
谷 眞至

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 24
〇第 08207 号（№08207）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 病院情報システム保
守 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年８月31日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「技術的理由によ
る競争の不存在
４ 随意契約を予定している相手方の名称
㈱ソフトウェア・サービス

５ 担当部局 〒5278505 滋賀県東近江市五智
町255番地 独立行政法人国立病院機構東近江
総合医療センター 企画課長 井﨑 基輔 電
話0748223030 内線2712
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Maintenance of Hospital Infor‑

mation System 1 set

 Expected date of the contract award :

August 31, 2026

 Reasons for the use of single tendering

procedures as Provided for in the Agree‑

ment on Government Procurement : b Ab‑

sence of Competition for Technical Rea‑

sons

 Contact point for the notice : Motosuke

Izaki, Director, Accounting Division, Na‑

tional Hospital Organization Higashi‑Ohmi

General Medical Center, 255 Gochi‑chu

Higshiomi‑shi, Shiga‑ken, 5278505, Japan
TEL 0748223030 ext. 2712

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 17 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

神戸医療センター院長 味木 徹夫
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 28
〇第 09205 号（№09205）
１ 調達内容
 品目分類番号 22
 調達件名 病院情報システム 保守委託業
務

２ 随意契約の予定日 令和８年９月４日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
㈱オプテージ

５ 担当部局 〒6540155 兵庫県神戸市須磨区
西落合３１１ 独立行政法人国立病院機構
神戸医療センター 契約係 山田美桜里 電話
0787910280 内線411

６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 22

 Nature and quantity of the services to be

required : Outsourced maintenance services

for hospital information systems

 Fulfillment period : September 4, 2026

 Reasons for the use of single tendering

procedures as provided for in the Agree‑

ment on Government Procurement : b Pro‑

tection of Exclusive Rghts

 Contact point for the notice : Miori

Yamada, Accounting Division, National

Hospital Organization Kobe Medical Cen‑

ter, 311 Nishiochiai, Suma‑ku, Kobe‑shi
Hyogo‑ken 6540155 Japan. TEL 078
7910280 ext. 411

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 17 日
国立研究開発法人
国立循環器病研究センター理事長

大津 欣也
◎調達機関番号 820 ◎所在地番号 27
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 調達件名及び数量 病院情報管理システム
（ＨＩＳ）リース機器 一式 売買契約

２ 随意契約の予定日 令和８年９月７日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社

５ 担当部局 〒5648565 大阪府吹田市岸部新
町６番１号 国立研究開発法人国立循環器病研
究センター 財務経理部財務経理課契約第二係
亀川 瞳 電話0661701069 内線

40093
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

rent : Purchase Agreement for a Complete

Set of Hospital Information System (HIS)

Leased Equipment

 Expected date of the contract award : 7

September, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : Hitomi

Kamegawa, Financial affairs and Account‑

ing Division, National Cerebral and Car‑

diovascular Center, 61 Kishibe‑Shinmac‑
hi, Suita‑shi, Osaka‑fu, 5648565 Japan.
TEL 0661701069 ext. 40093

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 17 日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 131 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 インライン型コー
ター・デベロッパー２号機 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年９月７日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 c「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
東京エレクトロン株式会社

５ 担当部局 〒3058561 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合研
究所 つくばセンター 中央事業所１群１１
棟３階 調達部 和久田智也 電話050
35212742
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Inline coater and developer 1

set

 Expected date of the contract award :

September 7, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

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 Contact point for the notice : WAKUDA

Tomoya, Tsukuba Central 1, Procurement

Division, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035212742

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 17 日
国立大学法人広島大学
契約担当職 理事（財務・総務担当）

柳澤 好治
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 34
〇第５号
１ 調達内容
 品目分類番号 77
 購入等件名及び数量 ドライエッチング装
置改造 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年９月７日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
ジャパンクリエイト株式会社

５ 担当部門 〒7398511 東広島市鏡山一丁目
３番２号 広島大学財務・総務室財務部 会計
グループ 主査 平野 洋子 電話070
53433591
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 77

 Nature and quantity of the services to be

required : Modification of dry etching sys‑

tem 1 set

 Expected date of the contract award : 7

September, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice : HIRANO

Hiroko, Accounting Group, Department of

Financial Affairs, Financial and General

Affairs Office, Hiroshima University Hi‑

gashihiroshima Campus, 132 Kaga‑
miyama Higashihiroshima‑shi 7398511
Japan, TEL 07053433591

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 17 日
国立大学法人九州大学総長 石橋 達朗

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 40
〇第４号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 レーザ・アークハイ
ブリッド溶接装置機能追加更新 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年９月７日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社ナ・デックス

５ 担当部門 〒8190395 福岡市西区元岡744
国立大学法人九州大学財務部調達課消耗品調
達係 吉田 武志 電話0928022366
E‑Mail：zaksyomo@jimu.kyushu-u.ac.jp

６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

manufactured : New features added to the

laser‑arc hybrid welding system 1 Set

 Expected date of the contract award : 7

September, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : YOSHIDA

Takeshi, Consumables Procurement Sec‑

tion, Procurement Division, Finance De‑

partment, Kyushu University, 744 Motooka

Nishi‑ku Fukuoka‑shi 8190395 Japan,
TEL 0928022366
E‑Mail : zaksyomo@jimu.kyushu-u.ac.jp

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 17 日

日本放送協会 経理局長 金子 豊

◎調達機関番号 325 ◎所在地番号 13
〇第 2026１89 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 プロファイルデータ
サーバの保守 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年９月７日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社ＡＣＣＥＳＳ

５ 担当部局 〒1508001 東京都渋谷区神南
２２１ 株式会社ＮＨＫビジネスクリエイ
ト ＴＥＬ0354555567
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Maintenance of profile data serve

1 set

 Expected date of the contract award : 7

September 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : NHK Busi‑

ness Create INC., 221 Jinnan, Shibuya‑
ku, Tokyo 1508001, Japan. TEL 03
54555567

〇第 2026１90 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 気象庁の防災気象情
報見直しに伴う気象ＤＢの気象防災速報・気
象解説情報対応改修（詳細設計～システムテ
スト） 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年９月７日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
富士通株式会社

５ 担当部局 〒1508001 東京都渋谷区神南
２２１ 株式会社ＮＨＫビジネスクリエイ
ト ＴＥＬ0354555567

６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

purchased : Modification of the weather da‑

tabase 1 set

 Expected date of the contract award : 7

September 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : NHK Busi‑

ness Create INC., 221 Jinnan, Shibuya‑
ku, Tokyo 1508001, Japan. TEL 03
54555567

〇第 2026１91 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 認可管理基盤におけ
るAuthleteのライセンスおよび運用サポート
一式

２ 随意契約の予定日 令和８年９月７日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社Authlete

５ 担当部局 〒1508001 東京都渋谷区神南
２２１ 株式会社ＮＨＫビジネスクリエイ
ト ＴＥＬ0354555567
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Authlete licensing and opera‑

tional support 1 set

 Expected date of the contract award : 7

September 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : NHK Busi‑

ness Create INC., 221 Jinnan, Shibuya‑
ku, Tokyo 1508001, Japan. TEL 03
54555567
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